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◎ お問い合わせ先一覧

※ 確認内容によって問い合わせ先が異なりますので、番号のお間違いのないようお願いいたします。

＜東京都福祉局のホームページ＞

● 指定手続き、運営・算定等基準に関する事項
指定申請・更新・変更等、厚生労働省省令・告示・通知等

福祉局トップ＞高齢者＞介護保険＞東京都介護サービス情報

● 指導・監査に関する事項
指導検査要綱・実施方針・指導検査基準・自己点検表、集団指導資料等

福祉局トップ ＞ 福祉の基盤づくり＞ 社会福祉法人・施設等の指導検査

指導検査に関しては
＜問い合わせ先＞

東京都福祉局 指導監査部 指導第一課 介護機関指導担当
ＴＥＬ ０３－５３２０－４２８４（直通）

１ 介護保険に関すること

事業運営に関しては

＜問い合わせ先＞
東京都福祉局 高齢者施策推進部 介護保険課 介護事業者担当
ＴＥＬ ０３－５３２０－４２７４（直通）

０３－５３２０－４５９３（直通）

指定・変更に関しては
＜問い合わせ先＞

（公財）東京都福祉保健財団 事業者支援部 介護事業者指定室
ＴＥＬ ０３－３３４４－８５１７（直通）

２ 医療保険に関すること

・施設基準等の届出
・指定・変更 に関しては

＜問い合わせ先＞
関東信越厚生局 東京事務所 審査課
ＴＥＬ ０３－６６９２－５１１９

医療保険に関しては

＜問い合わせ先＞
・関東信越厚生局 東京事務所 指導課 ＴＥＬ ０３－６６９２－５１２６

・東京都保健医療局 保健政策部 国民健康保険課 保険医療機関指導担当

ＴＥＬ ０３－５３２０－４１７４（直通）

３ 生活保護法に関すること

＜問い合わせ先＞
東京都福祉局 生活福祉部 保護課 介護担当 ＴＥＬ ０３－５３２０－４０５９（直通）

４ 介護報酬・診療報酬（国保、後期高齢者医療）の請求に関すること

＜問い合わせ先＞
東京都国民健康保険団体連合会 ＴＥＬ ０３－６２３８－００１１（代表）
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１ 「指導」 について 

 

 

 

 

 

① 集団指導 

介護保険法の趣旨・目的の周知、指定事務や介護報酬請求事務の説明等の講習を実施 

令和３年度から動画視聴形式により実施  

 ② 運営指導   

（都道府県が行う運営指導）                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（区市町村が行う運営指導） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「指導」 

  利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭に置き、制度管理の適正化とより良いケアの実

 現に向けて、介護サービス事業者の質の確保・保険給付の適正化を図ることを主眼として

 実施する。 

   【 実 施 方 法 】  ①  集 団 指 導   ②  実 地 指 導 （ 一 般 指 導 ・ 合 同 指 導 ）  

 

【根拠法令】介護保険法 

 （帳簿書類の提示等） 

 第２４条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等（居宅介護住宅改修費の支給及び

介護予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第２０８条において同じ。）に関して必

要があると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者に対し、

その行った居宅サービス等に関し、報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記録、

帳簿書類その他の物件の提示を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

    ２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を受 

     けた被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サービス 

等の内容に関し、報告を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

      

 

【根拠法令】介護保険法 

 （文書の提出等） 

 第２３条 市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受け 

     る者若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これに相当す 

るサービスを含む。）、地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む。）、

居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）、施設サービス、介護予防サー

ビス（これに相当するサービスを含む。）、地域密着型介護予防サービス（これに

相当するサービスを含む。）若しくは介護予防支援（これに相当するサービスを含

む。）をいう。以下同じ。）を担当する者若しくは保険給付に係る第４５条第１項

に規定する住宅改修を行う者又はこれらの者であった者（第２４条の２第１項第

１号において「照会等対象者」という。）に対し、文書その他の物件の提出若しく

は提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせること

ができる。 

 

１ 指 導 ・ 監 査 の 実 施 に つ い て 
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  ○ 運営指導の流れ 

全体の流れ 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ＊ 指導結果及び改善状況を福祉局ホームページに掲載 

  《 当日の流れ 》 

 あいさつ及び簡単な打ち合わせ ⇒ 施設内の確認（利用者が通常使用する諸室、設備等） ⇒ 

 書類の確認、質疑応答 ⇒ 講評   

 

 

２ 「監査」 について 

 

 

 

 

 

 〈居宅サービス〉 

 

 

 

 

 

 ３  指定居宅サービス事業者等に対する勧告、命令等の取扱いについて 

   

 

 

 

 

 

                             

【根拠法令】介護保険法                             ※介護予防：第１１５条の７ 

 （報告等） 

第７６条  都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認めると 

きは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当該指定に係る 

事業所の従業員であった者（以下この項において「指定居宅サービス事業者であった者等」という。） 

に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該指 

定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は 

当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係る事 

業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿 

書類その他の物件を検査させることができる。 

（第２項 省略）                  

（第２項  

（第３項  

 

 

「監査」 

  指定基準違反や不正請求等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認

められる場合に、介護保険法第７６条の規定に基づき実施する。 

  

（文書指摘ありの場合）改善状況報告書の提出 

実施通知の送付 

        指導結果の通知（指導実施から１ヶ月以内） 

指導実施 

       事前提出資料 提出 

 

 

 

東 

 

 

京 

 

 

都 

対象事業所の選定 

通知受領後 30日以

内に提出すること 

 

 

 

 

事 

 

 

業 

 

 

所 

介護報酬等の返還等の処理 返還完了報告書の提出 
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３ 「勧告・命令等」について  

 

 

 

 

〈居宅サービス〉           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈居宅サービス〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勧 告 （ 行 政 指 導 ）  

都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が以下の場合に該当すると認めるときは、期限を定め

て、是正の措置をとるべきことを勧告することができるとしている。 

  

【根拠法令】介護保険法                               ※介護予防：第１１５条の８ 

勧告（行政指導） 

第７６条の２  都道府県知事は、指定居宅サービス事業者が、次の各号に掲げる場合に該当すると認めると

きは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを

勧告することができる。 

一 第七十条第九項又は第十一項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に従わない場合 

当該条件に従うこと。 

二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十四条第一項の都道府県

の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていない場合 当該都道府県の条

例で定める基準又は当該都道府県の条例で定める員数を満たすこと。 

三 第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な

指定居宅サービスの事業の運営をすること。 

四 第七十四条第五項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提供を適正に行うこ

と。                

 

 

 

命 令 （ 行 政 処 分 ）  

都道府県知事は、「勧告」に対して、正当な理由がなく勧告に係る措置をとらなかった場合に、期

限を定めてその勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができるとしている。 

  

【根拠法令】介護保険法                                 ※介護予防：第１１５条の８ 

  命令（行政処分） 

第７６条の２ ３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定居宅サービス事業者が、正当な理

由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定居宅サービス事業者に対し、期限を定めて、

その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならない。 

５ 市町村は、保険給付に係る指定居宅サービスを行った指定居宅サービス事業者について、第一項各号

に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在地の都道府県

知事に通知しなければならない。 
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４ 「指定の取消し、指定の全部又はその一部の効力の停止」（行政処分）について 

 

 

 

 

 

〈居宅サービス〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「指定の取消し、指定の全部又はその一部の効力の停止」（行政処分） 

都道府県知事は、介護保険法において定められている指定事業者の指定取消し等の要件に該当す

る場合には、指定事業者に係る指定の取消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効

力を停止することができる。  

【根拠法令】介護保険法                                  ※介護予防：第１１５条の９ 

（指定の取消し等） 

第７７条 一 指定居宅サービス事業者が、第七十条第二項第四号から第五号の二まで、第十号（第五号の三に

該当する者のあるものであるときを除く。）、第十号の二（第五号の三に該当する者のあるものであるときを除

く。）、第十一号（第五号の三に該当する者であるときを除く。）又は第十二号（第五号の三に該当する者であ

るときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 指定居宅サービス事業者が、第七十条第九項又は第十一項の規定により当該指定を行うに当たって付された

条件に違反したと認められるとき。 

三 指定居宅サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について、第七

十四条第一項の都道府県の条例で定める基準又は同項の都道府県の条例で定める員数を満たすことができ

なくなったとき。 

四 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関

する基準に従って適正な指定居宅サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 

五 指定居宅サービス事業者が、第七十四条第六項に規定する義務に違反したと認められるとき。 

六 居宅介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

七 指定居宅サービス事業者が、第七十六条第一項の規定により報告又は帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜ

られてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

八 指定居宅サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十六条第一項の規定により出頭を求

められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をし

た場合において、その行為を防止するため、当該指定居宅サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くし

たときを除く。 

九 指定居宅サービス事業者が、不正の手段により第四十一条第一項本文の指定を受けたとき。 

十 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関

する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

十一 前各号に掲げる場合のほか、指定居宅サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行

為をしたとき。 

十二 指定居宅サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者があるとき。 

十三 指定居宅サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理者が指定の取消し又は指定

の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者であるとき。 （第２項 省略） 
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指導・ 監督業務の 全 体像に つい て

※厚生労働省 老健局 総務課 介護保険指導室「 介護保険施設等指導指針・ 監査指針及び運営指導マニュ アルの改正内容と 留意点 令和４ 年度 介護保険指導監督等職員研修 」 よ り
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令和７年度 医療系介護サービス事業者等実地検査実施方針 

 
１ 基本方針 

令和７年には全ての「段階の世代」が７５歳以上となる東京都において、平均寿

命が大きく伸びた超高齢社会が到来し、医療的ケアが必要な要介護高齢者の増加に

より、訪問看護をはじめとする医療系介護サービスの重要性は今後も高まっていく

見込みである。 
一方で、訪問看護事業所は小規模事業所の割合が高く、安定的なサービス提供の

観点から見ると利用者への影響も懸念されている。 
また、令和６年度には不正請求等を行った訪問看護事業所に対して指定取消処分

を行ったことなどを踏まえ、事業者に対し訪問看護等の適正な取扱いについて、引

き続き周知徹底を図る必要がある。 
こうした中で、運営指導については、利用者の保護、介護サービスに係る指定基

準の遵守、保険給付の適正化を図るとともに、事業者を育成・支援することを主眼

に置いて実施する。特に訪問看護事業所に対しては、利用者、保険者等から苦情等

情報提供が寄せられている事業所及び１人当たり単位数が多い事業所を中心に運営

指導を実施する。また、居宅療養管理指導は、令和６年度の集団指導実施結果を踏

まえて、運営指導等についても三師会の協力を得つつ検討する。 
また、監査については、運営指導の結果又は各種情報から指定基準違反や不正請

求が疑われる場合に、関係機関と連携し、不適正な運営や介護報酬の不正受給を早

期に停止させることに主眼を置いて機動的に実施する。 
なお、運営指導及び監査にあたっては、「介護保険施設等の指導監督について」（令

和４年３月３１日付老発０３３１第６号厚生労働省老健局長通知）を参考に実施す

る。 
 
２ 指導の重点項目 

（１）指定訪問看護 
ア 人員基準 

人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 
イ 運営基準 
（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。サービス提供の開始に際し、主治医の指示を文書で得ているか。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
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（ウ）訪問看護計画書 
訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び心身の状況等を踏ま

えて、看護師等が作成し、作成に当たっては利用者・家族に説明、同意、交

付を行っているか。 
また、主治医に対して、定期的に訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提

出しているか。 
（エ）運営規程、料金表、重要事項説明書が整備され、掲示されているか。 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収証を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）非常災害時や停電などの緊急時について、具体的な対応策が検討され、関

係機関との連携、従業者への周知が図られているか。 
（キ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。 
また、区市町村及び東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連」とい

う。）からの指導、助言に対して、改善を図っているか。 
ウ 介護報酬関係 
（ア）介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿

って介護報酬が請求されているか。（例えば、複数名訪問加算について、１人

で看護を行うことが困難な事業がない場合に、単に２人の看護師等が同時に

訪問看護を行ったことのみをもって算定していないか。） 
  （イ）十分な観察、必要な助言・指導を行うとともに、提供したサービスの具体

的な内容を記録しているか。 
  （ウ）在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて訪問看護が提供

されているか。 
  （エ）恣意的に医療保険と介護保険の訪問看護を変更していないか。 
（２）指定訪問リハビリテーション及び指定通所リハビリテーション 

ア 人員基準 
人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 

イ 設備基準（通所リハビリテーション） 
（ア）リハビリテーションを行なうにふさわしい基準を満たした専用の部屋が確

保されているか。 
（イ）必要な設備及び専用の機械、器具が設置されているか。 
ウ 運営基準 
（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている
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か。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（ウ）リハビリテーション計画は、医師、理学療法士等従業者が共同して作成し、

内容について利用者・家族に対する説明、同意及び交付がされているか。 
通所リハビリテーション計画については、サービスの実施状況及びその評

価を診療記録に記載しているか。 
（エ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収証を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（オ）非常災害に関する具体的計画は整備されているか。また、計画に基づく定

期的な避難、救出等の訓練は適切に行われているか。（通所リハビリテーショ

ン） 
（カ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図って

いるか。 
エ 介護報酬 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ

て介護報酬が請求されているか。 
（３）指定居宅療養管理指導 
  ア 運営基準 

（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。 
（イ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（ウ）医師又は歯科医師の指示に基づく薬学的管理指導計画（薬局の薬剤師）、栄 

養ケア計画（管理栄養士）、管理指導計画（歯科衛生士）が作成されているか。 
（エ）記録が整備されているか。 

ａ 提供した居宅療養管理指導の内容が、診療録に記録されているか。（医

師・歯科医師） 
ｂ 提供した居宅療養管理指導の内容が、記録されるとともに、医師又は歯

科医師等に報告されているか。（薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士） 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収証を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい
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るか。また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図って

いるか。 
イ 介護報酬関係 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ

て介護報酬が請求されているか。 
（４）介護医療院及び指定短期入所療養介護 

ア 人員基準 
人員基準に定める職員の資格及び員数を満たしているか。 

イ 運営基準 
（ア）利用者の病状、心身の状況等に応じた適切なサービスの提供がされている

か。 
（イ）高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 

１７年法律第１２４号）に基づく身体拘束の廃止や、人権侵害への防止に向

けた取組が行われているか。 
（ウ）サービス提供を開始するに当たり、内容及び手続の説明並びに同意（個人

情報の利用を含む。）が適切に行なわれているか。 
（エ）施設サービス計画が計画担当の介護支援専門員により作成され、入院患者･

家族に対する説明、文書による同意、交付がされているか。また、定期的に

施設サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）を行っているか。 
（オ）利用料の受領に当たっては、内容を説明し、領収証を交付した上で、適切

な額を受領しているか。 
（カ）非常災害に関する具体的計画は整備されているか。また、計画に基づく定

期的な避難、救出等の訓練は適切に行われているか。 
（キ）苦情、事故、感染症及び食中毒が発生した場合、適切な対応が取られてい

るか。また、区市町村及び国保連からの指導、助言に対して、改善を図って

いるか。 
ウ 介護報酬 

介護報酬算定に関する告示を適切に理解した上、加算・減算等の基準に沿っ 
て介護報酬が請求されているか。 

 
３ 監査の重点項目 

（１）不正な手段により指定を受けていないか。 
（２）人員基準違反等の状況の下、サービスが提供されていないか。 
（３）架空、水増しにより不正な介護報酬が請求されていないか。 
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（４）帳簿書類の提出や質問に対して虚偽の報告や答弁がされていないか。 
（５）業務管理体制が実効ある形で整備され機能しているか。 
（６）その他 

ア サービス提供事業所から居宅介護支援事業所への金品等の授受はないか。 
イ 利用者からの利用料の受領は適切に行われているか。 
 

４ 実施計画 

（１）対象サービス等 
ア 居宅サービス（指定訪問看護、指定訪問リハビリテーション、指定居宅療養

管理指導、指定通所リハビリテーション、指定短期入所療養介護） 
イ 施設サービス（介護医療院） 
ウ 介護予防サービス（指定訪問看護、指定訪問リハビリテーション、指定居宅

療養管理指導、指定通所リハビリテーション、指定短期入所療養介護） 
エ アからウまでのサービスを提供する事業者 

（注）介護老人保健施設等に併設・隣接（同一敷地内）している指定（介護予防）

通所リハビリテーション事業所及び指定（介護予防）短期入所療養介護事業所

において提供される当該サービスを除く。 
（２）実施形態 

ア 指導 
（ア）運営指導 

ａ 実施方法 
事業種別ごとに日程等を策定し、事業所に赴き、実地において実施する。 

ｂ 実施単位 
事業者、指定事業所を単位として実施する。 
なお、運営指導の効率化を図るため、同一敷地内の事業所で複数のサー

ビス事業の指定を受けている場合（居宅サービス事業と介護予防サービス

事業とを併せた指定等）は同日で実施する。 
ｃ 班編成 

１検査班当たり、２人以上での体制とし、事業所の状況により適宜体制

を再編し、専門員を加えて実施する。 
ｄ 実施通知 

「介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」（平成１２年４月１日付

１２高保指第６８号）第４の規定に基づき通知する。ただし、緊急を要す

る場合等には、通知期間を短縮する（当日交付を含む。）。 
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ｅ 日程及び対象 
具体的な日程及び対象は、「介護サービス事業者等指導及び監査実施要

綱」第４の規定に基づき、概ね１か月ごとに決定する。 
    ｆ 運営指導の確認項目 
      運営指導の確認項目は、「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効

率化等の運用方針」（令和元年５月２９日付老指発０５２９第１号）を踏ま

えて選定する。 
（イ）集団指導 

指導の対象となる介護サービス事業者等を事業種別ごとに、指定基準や通

知、前年度の運営指導及び監査の結果・指導上の留意点等をまとめたテキス

トや要点資料をもとに、指導検査業務システムの活用による動画の配信等に

より原則として第三四半期に実施する。 
イ 監査 
（ア）実施方法 

事業種別ごとに日程等を策定し、事業所に赴き、指導と併せて実地におい

て実施する。また、必要に応じ、事業所の関係者等を呼び出し、執務室等に

おいて実施する。 
（イ）実施単位 

事業者、指定事業所を単位として実施する。 
（ウ）班編成 

１検査班当たり、原則として４人体制とする。ただし、事業所の状況によ

り適宜体制を再編し、専門員を加えて実施する。 
（エ）実施通知 

「介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」第５の規定に基づき通知

する。ただし、緊急を要する場合等には、通知期間を短縮する（当日交付を

含む。）。 
ウ その他 

業務管理体制の整備状況に係る確認検査については、一般検査として、書面

又は実地による検査を実施する。なお、指定等取消処分相当の事案が発覚した

場合には、特別検査として、「介護サービス事業者等指導及び監査実施要綱」第

５の規定を準用した検査を実施する。 
（３）全体計画の作成時期 

当該運営指導を実施する年度の前年度末までに策定する。 
（４）選定方針 
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ア 選定時期 
原則として、令和７年４月１日時点で現存する事業所とする。ただし、年度

途中に指定を受けた事業所については、必要があると認められた場合、運営指

導の対象とする。 
イ 選定方法 
（ア）過去の運営指導において、指摘事項の改善が図られていない事業所で、継

続的に指導を必要とする事業所 
（イ）利用者、保険者等から苦情等情報提供が寄せられている事業所 
（ウ）国保連が行う審査支払いの結果から得られる「給付実績を活用した情報提

供」のデータのうち、１人当たり単位数が多い事業所 
（エ）休止後の再開、移転等で指導が必要な事業所 
（オ）新規指定後指導未実施の事業所 
（カ）集団指導不参加の事業所 
（キ）相当の期間にわたって、運営指導を実施していない事業所 

（５）その他 
  「介護保険施設等運営指導マニュアル」（令和４年３月 厚生労働省老健局総務課

介護保険指導室）及び「介護保険施設等に対する監査マニュアル」（令和６年４月 厚

生労働省老健局）を参考に実施する。 
 

５ 関係団体への支援等 

（１）区市町村 
ア 技術的支援 

区市町村に対して、これまで蓄積した指定事業所への運営指導に関するノウ

ハウに基づき、区市町村の依頼により必要な支援を実施する。 
イ 情報提供 

運営指導の結果を当該事業所が所在する区市町村と相互に情報提供すること

により、情報の共有化を図る。 
（２）国保連 

国保連の介護相談窓口の担当から、利用者や家族からの事業者に対する苦情等

に関して、都へアドバイス等の依頼があった場合は協力していく。また、区市町

村の申出による国保連の事業者に対する介護報酬の支払の留保は、監査の実施通

知等に基づき可能となっている。そのため、関係区市町村及び国保連との連携を

図り、指定取消の情報提供等適切な対応を図る。 
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６ 関係団体等との連携 

（１）区市町村 
運営指導の際に、当該事業所が所在する区市町村に同行を依頼するほか、効率

的かつ効果的な事業者指導の観点から、保険者である区市町村との連携を図る。

特に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、連携する訪問介護事業所

を所管する区市町村からの依頼により合同の運営指導を行う等実施方法を工夫す

る。 
また、介護保険指導検査連絡会等を通して区市町村の現状を把握し、更なる連

携強化策を検討する。 
（２）厚生労働省及び国保連 

指導及び監査に係る法令・制度運用に関する疑義照会、事業者に関する情報提

供等、介護給付の適正化について、事業者指導の立場から連携を図る。 
（３）運営指導所管等 

高齢者施策推進部介護保険課及び施設支援課等と連携し、事業者への指導及び

監査の適正かつ効果的な対応・推進を図る。 
また、医療法に関わる事項については、保健医療局医療政策部医療安全課と随

時情報交換を行い、連携を図っていく。 
（４）保険医療機関等の指導検査所管 

診療報酬上の不正等が行われている場合には、保健医療局保健政策部国民健康

保険課保険医療機関指導担当と随時情報交換を行い、連携を図っていく。 
また、令和７年３月に厚生労働省が訪問看護ステーションに対する指導につい

て見直しの方針を示したことを踏まえ、その検討結果を注視しつつ連携を推進す

る。 
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 用語の説明  

 

 厚生省令第３７号 （平成 11 年 3月 31 日付厚生省令第 37 号） 

「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」 
 

 厚生労働省令第３５号 （平成 18 年 3 月 14 日付厚生労働省令第 35 号） 

「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」 

 

 老企第２５号 （平成 11 年 9月 17 日付老企第 25 号） 

「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」 
 

 居宅条例 （平成 24 年 10 月 11 日付条例第 111 号） 

「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例」 
 

 予防条例 （平成 24 年 10 月 11 日付条例第 112 号） 

「東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例」 
 

 居宅規則 （平成 24 年 10 月 11 日付規則第 141 号） 

「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行規則」 
 

 予防規則 （平成 24 年 10 月 11 日付規則第 142 号） 

「東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例施行規則」 
 

 条例施行要領 （平成 25 年 3月 29 日付 24 福保高介第 1882 号） 

 「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例及び東京都

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例施行要領」 
 

 厚生省告示第１９号 （平成 12 年 2 月 10 日付厚生省告示第 19 号） 

 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 
 

 厚生労働省告示第１２７号 （平成 18 年 3 月 14 日付厚生労働省告示第 127 号） 

 「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」 
 

 老企第３６号 （平成 12 年 3月 1 日付老企第 36 号） 

 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」 
 

 老計発第０３１７００１号  

（平成 18 年 3月 17 日付老計発第 0317001 号・老振発第 0317001 号・老老発第 0317001 号） 

「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について」 
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人員基準に係る用語の定義 

 

 「常勤換算方法」 （「条例施行要領」第二の２（１）） 

当該指定居宅サービス事業所及び指定介護予防サービス事業所の従業者の勤務延時間の総

数を、当該事業所の就業規則等において定める常勤の従業者が勤務すべき時間数（週３２時

間を下回る時間数を定められている場合は、週３２時間を基本とする。）で除することにより、

当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。この場

合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数

であり、例えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合であって、

ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の勤務延時間数には、

訪問介護員等としての勤務時間だけを算入することとなるものであること。 
ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第

百十三号）第十三条第一項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号。以下「育児・介

護休業法」という。）第二十三条第一項、同条第三項又は同法第二十四条に規定する所定労働時間の短

縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿っ

て事業者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時間

の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、三十時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に

当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、一として取り扱うことを可能とする。 

 

 「勤務延時間数」 （「条例施行要領」第二の２（２）） 

勤務表上、当該居宅サービス事業又は介護予防サービス事業に係るサービスの提供に従事

する時間又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含

む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とする。なお、従業者一人につき、勤務

延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所の就業規則等において定める常勤の

従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。 
 

 「常勤」 （「条例施行要領」第二の２（３）） 

当該指定居宅サービス事業所又は介護予防サービス事業所における勤務時間が、当該事業

所の就業規則等において定める常勤の従業者が勤務すべき時間数（週３２時間を下回る時間

数を定められている場合は週３２時間を基本とする。）に達する勤務体制を定められているこ

とをいう。ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措

置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整ってい

る場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を週 30 時間として取り扱うことを可能

とする。 
また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は 

道路を隔てて隣接する事業所をいう。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含 
む。）の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考え 
られる管理者の職務については、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき 
時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、一の事業者によ 
って行われる指定訪問介護事業所と指定訪問入浴介護事業所が併設されている場合、指定訪問 
介護事業所の管理者と指定訪問入浴介護事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の 
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合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。〔中略〕 
また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和二十

二年法律第四十九号）第六十五条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健

康管理措置、育児・介護休業法第二条第一号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、

同条第二号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第二十三条第二項の育児

休業に関する制度に準ずる措置又は同法第二十四条第一項（第二号に係る部分に限る。）の規

定により同項第二号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業（以下

「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求めら

れる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員

基準を満たすことが可能であることとする。 
  「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 （「条例施行要領」第二の２（４）） 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをい

うものである。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務

時間（指定通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの提

供時間）をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。 
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Ⅰ 基本方針 
 

１ 基本方針 

○要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身

の機能の維持回復等を目指すものでなければならない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（基本方針） 

第６３条 指定居宅サービスに該当する訪問看護（以下「指定訪

問看護」という。）の事業は、利用者が要介護状態となった場

合、可能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した

日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心

身の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上を目指す

ものでなければならない。 

 

（介護予防）予防条例 第６３条  

 

 

 

Ⅱ 人員に関する基準 
 

２ 従業者の配置の基準 

○保健師、看護師又は准看護師を、常勤換算方法で２．５以上となる員数を配置すること。 

○看護職員のうち１名は、常勤でなければならない。 

○指定訪問看護事業を行う上で必要とされる人員基準を満たすことができない場合は（廃止

又は休止の日の一月前までに）事業の休止又は廃止の届出を行うこと。 

【指導事例】 

＊看護職員が２．５以上の人員基準を満たしていない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（従業者の配置の基準） 

第６４条 指定訪問看護の事業を行う者（以下「指定訪問看護事

業者」という。）は、当該事業を行う事業所（以下「指定訪問看護

事業所」という。）ごとに、次に掲げる指定訪問看護事業所の区

分に応じ、当該各号に定める看護師その他の指定訪問看護の

提供に当たる従業者（以下「看護師等」という。）を規則で定め

る基準により置かなければならない。 

一 病院又は診療所以外の指定訪問看護事業所（以下「指定

訪問看護ステーション」という。） 

イ 保健師、看護師又は准看護師（以下この条において

第３の三 

１ 人員に関する基準 

（１）看護師等の員数（居宅条例第６４条） 

① 指定訪問看護ステーションの場合（居宅条例第６４条第１

項第１号） 

イ 指定訪問看護ステーションにおける保健師、看護師又は

准看護師（以下「看護職員」という。）の員数については、

常勤換算方法で２．５人以上と定められたが、これについ

ては、職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として

定められたものであり、各地域におけるサービス利用の状
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「看護職員」という。） 

ロ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

二 病院又は診療所である指定訪問看護事業所（以下「指定

訪問看護を担当する医療機関」という。） 指定訪問看護の

提供に当たる看護職員 

２ 指定訪問看護事業者が指定介護予防訪問看護事業者（指定

介護予防サービス等基準条例第６４条第１項に規定する指定

介護予防訪問看護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて

受け、かつ、指定訪問看護の事業と指定介護予防訪問看護

（指定介護予防サービス等基準条例第６３条に規定する指定

介護予防訪問看護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業

所において一体的に運営される場合は、指定介護予防サービ

ス等基準条例第６４条第１項に規定する人員に関する基準を満

たすことをもって、前項に規定する基準を満たすものとみな

す。 

３ 指定訪問看護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下

「指定地域密着型サービス基準省令」という。）第３条の４第１項

に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定訪問看護

の事業と指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定地域

密着型サービス基準省令第３条の２に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護をいう。）の事業が同一の事業所

において一体的に運営される場合については、法第７８条の４

第１項及び第２項の規定に基づき区市町村の条例において定

められる人員に関する基準（指定地域密着型サービス基準省

令第３条の４第１項第４号イに規定する基準に相当するものを

いう。）を満たすとき（次項の規定により第１項第１号イ及び第２

号に規定する基準を満たすものとみなすときを除く。）は、当該

指定訪問看護事業者は、第１項第１号イ及び第２号に規定する

基準を満たすものとみなす。 

４ 指定訪問看護事業者が指定複合型サービス事業者（指定地

域密着型サービス基準省令第１７１条第１４項に規定する指定

複合型サービス事業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、

指定訪問看護の事業と指定看護小規模多機能型居宅介護

（指定地域密着型サービス基準省令第１７０条に規定する指定

看護小規模多機能型居宅介護をいう。）の事業が同一の事業

所において一体的に運営される場合については、法第７８条の

４第１項及び第２項の規定に基づき区市町村の条例において

定められる人員に関する基準（指定地域密着型サービス基準

省令第１７１条第４項に規定する基準に相当するものをいう。）

を満たすとき（前項の規定により第１項第１号イ及び第２号に規

定する基準を満たすものとみなすときを除く。）は、当該指定訪

問看護事業者は、第１項第１号イ及び第２号に規定する基準を

況や利用者数及び指定訪問看護の事業の業務量を考慮

し、適切な員数の人員を確保するものとする。 

ロ 勤務日及び勤務時間が不定期な看護師等についての

勤務延時間数の算定については、指定訪問介護の場合

と同様である。 

ハ 理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士については、

実情に応じた適当数を配置するものとする（配置しないこ

とも可能である。）。 

二 出張所等があるときは、常勤換算を行う際の事業所の看

護職員の勤務延時間数とは、出張所等における勤務延時

間数も含めるものとする。 

② 指定訪問看護を担当する医療機関の場合（居宅条例第 

６４条第１項第２号） 

指定訪問看護事業所ごとに、指定訪問看護の提供に当た

る看護職員を適当数置かなければならない。 

 ③ 指定定期巡回・随時対応訪問介護看護又は指定看護小 

規模多機能型居宅介護との一体的運営について（居宅条例

第６４条第３項及び第４項） 

指定訪問看護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者又は指定看護小規模多機能型居宅介護事

業者の指定を併せて受け、かつ、当該事業が指定訪問看護

事業所と同じ事業所で一体的に運営されている場合につい

ては、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業又は看

護小規模多機能型居宅介護（以下③において「指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業等」という。）の指定を受

ける上で必要とされている看護職員の員数（常勤換算方法

で２．５）を配置していることをもって、指定訪問看護の看護

職員の人員基準を満たしているものとみなすことができること

としている。 

なお、指定訪問看護事業者が指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業等の看護職員の人員配置基準を満たし

ていることにより指定訪問看護の看護職員の人員配置基準

を満たしているものとみなされている場合については、当該

指定訪問看護事業の人員配置基準を満たしていることをも

って別の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業等

の看護職員の人員配置基準を満たしているものとはみなさ

れないので留意すること。 
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満たすものとみなす。 

 

居宅規則 

（従業者の配置の基準） 

第１２条 条例第６４条第１項に規定する規則で定める基準は、次

の各号に掲げる指定訪問看護事業所の区分に応じ、当該各

号に定める員数とする。 

一 指定訪問看護ステーション 

イ 看護職員（条例第６４条第１項第１号イに規定する看護職

員をいう。以下この条において同じ。）  

常勤換算方法で、２．５以上 

ロ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

当該指定訪問看護ステーションの実情に応じた適当数 

二 指定訪問看護を担当する医療機関 

指定訪問看護の提供に当たる看護職員 適当数 

２ 前項第１号イの看護職員のうち一人は、常勤の者でなければ

ならない。 

（介護予防）予防条例 第６４条 

予防規則 第１２条 

（介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

●事務連絡「運営基準等に係る Q&A について」（平成 14 年 3 月 28 日） 

【常勤換算方法により算定される従業者の休暇等の取扱い】 
（問Ⅰ） 

常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、

また休暇を取った場合に、その出張や休暇に係る時間

は勤務時間としてカウントするのか。 

（答） 

常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業

所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常

勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、常

勤の従業者の員数に換算する方法」（居宅サービス運

営基準第２条第８号等）であり、また、「勤務延時間数」と

は、「勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従

事する時間（又は当該事業に係るサービスの提供のた

めの準備等を行う時間（待機の時間を含む））として明確

に位置づけられている時間の合計数」である（居宅サー

ビス運営基準解釈通知第２－２－（３）等）。 

以上から、非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休

暇等」）の時間は、サービス提供に従事する時間とはい

えないので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含

めない。 

なお、常勤の従業者（事業所において居宅サービス

運営基準解釈通知第２－２－（３）における勤務体制を

定められている者をいう。）の休暇等の期間については

その期間が暦月で１月を超えるものでない限り、常勤の

従業者として勤務したものとして取り扱うものとする。 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 
【常勤要件について】 
（問１） 

各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求

められている場合、育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法

律第76 号。以下「育児・介護休業法」という。）の所定労

働時間の短縮措置の対象者について常勤の従業者が

勤務すべき時間数を30時間としているときは、当該対象

者については30時間勤務することで「常勤」として取り

扱って良いか。 

（答）  

そのような取扱いで差し支えない。 

 

●介護保険最新情報 vol.941「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」（令和３年３月１９日） 
【人員配置基準における両立支援】 
（問１） 

人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置

が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業

等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常

勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たす

ことを認めるとあるが、「同等の資質を有する」かについ

てどのように判断するのか。 

（答）  

・ 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可

能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促

進を図る観点から、以下の取扱いを認める。  

 ＜常勤の計算＞  

・ 育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利

用する場合に加え、同法による介護の短時間勤務制

度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措

置としての勤務時間の短縮等を利用する場合につい

ても、30 時間以上の勤務で、常勤扱いとする。  

 ＜常勤換算の計算＞  

・ 職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や

母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利

用する場合、週 30 時間以上の勤務で、常勤換算上

も１と扱う。  

＜同等の資質を有する者の特例＞  

・ 「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業

や育児・介護休業、育児休業に準ずる休業、母性健

康管理措置としての休業を取得した場合に、同等の

資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算すること

で、人員配置基準を満たすことを認める。 
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●介護保険最新情報 vol.273「平成24年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月30日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護（訪問看護の事業を一体的に行う場合の取扱いについて）】 

（問２２） 

一体型定期巡回・随時対応サービスの管理者の資

格要件は定められていないが、当該事業所が訪問看

護事業所の指定を受けようとする場合の取扱い如何。 

（答） 

一体型定期巡回・随時対応サービス事業所の管理

者が保健師又は看護師以外の者である場合は、一体

的に実施する訪問看護事業所には当該管理者とは別

の管理者（保健師又は看護師）を配置する必要がある

（結果として同一の事業所の事業ごとに２人の管理者が

置かれることとなる。）。 

また、この場合、事業所全体で常勤換算２．５人以上

の看護職員が配置されていれば、いずれの事業の基

準も満たすものである。 

なお、当該訪問看護事業所の管理者は、一体型定

期巡回・随時対応サービス事業所における保健師又は

看護師とすることも可能である。 

 

●介護保険最新情報 vol.273「平成24年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月30日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護（訪問看護の事業を一体的に行う場合の取扱いについて）】 

（問２３） 

一体型定期巡回・随時対応サービス事業所が、健康

保険法の訪問看護事業所のみなし指定を受ける場合

の取扱い如何。 

（答） 

一体型定期巡回・随時対応サービス事業所において

看護職員が常勤換算方法で２．５人以上配置されてお

り、かつ、管理者が常勤の保健師又は看護師である場

合は健康保険法の訪問看護事業所の指定があったも

のとみなすこととされている。 

したがって、一体型定期巡回・随時対応サービス事

業所の管理者が保健師又は看護師でない場合は、当

該みなし指定の対象とならない。 

ただし、この場合であっても、同一の事業所で一体的

に介護保険法の訪問看護事業所を運営している場合

は、当該訪問看護事業所が健康保険法のみなし指定

の対象となり、事業所全体で常勤換算２．５人以上の看

護職員が配置されていれば、いずれの事業の基準も満

たすものである。 

 

 

 実施する事業 管理者 
健康保険法における訪問
看護事業所のみなし指定 

事業所全体で確保すべき 
看護職員数(常勤換算方法) 

事業所Ａ 
一体型定期巡回・随時

対応サービス 
保健師又は看護師 ○ ２．５人以上 

事業所Ｂ 

一体型定期巡回・随時

対応サービス 

保健師又は看護師

以外 
× 

２．５人以上 

訪問看護（介護保険） 保健師又は看護師 ○ 
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看護師等の常勤換算方法（実績の場合） 

※日々の勤務実績の記録（タイムカード等）を整備すること。 

 種別 暦月における算入の仕方 

常 勤 

有給休暇 所定労働時間で算入 

超過勤務 不算入 

公休日の出勤 不算入 （1 日単位で勤務日を振替え、代休を与えた場合は、勤務日の振替の項による。） 

勤務日の振替 振替出勤日→所定労働時間で算入   代休日→不算入 

非常勤 

有給休暇 不算入 

超過勤務 不算入 
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３ 管理者 

○指定訪問看護ステーションごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定訪問看護ステーションの管理上支障がない場合は、当該指定訪問看

護ステーションの他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することがで

きる。 

○管理者は、保健師又は看護師でなければならない。ただし、管理者の長期間の傷病又は出

張等の緊急やむを得ない理由がある場合には、老人の福祉の向上に関し相当の知識、経験

及び熱意を有し、過去の経歴等を勘案して指定訪問看護ステーションの管理者としてふさ

わしいと都道府県知事に認められた者であれば、管理者として保健師及び看護師以外の者

をあてることができるものとする。この場合においても、可能な限り速やかに常勤の保健

師及び看護師の管理者が確保されるように努めなければならないものである。 

【指導事例】 

＊管理者とされた者が非常勤であった。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（管理者） 

第６５条 指定訪問看護事業者は、各指定訪問看護ステーション

において指定訪問看護ステーションを管理する者（以下この条

において「管理者」という。）を置かなければならない。 

２ 管理者は、専ら当該指定訪問看護ステーションの管理に係る

職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該

指定訪問看護ステーションの管理上支障がない場合は、当該

指定訪問看護ステーションの他の職務に従事し、又は他の事

業所、施設等の職務に従事することができる。 

３ 管理者は、保健師又は看護師でなければならない。ただし、

やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。 

４ 管理者は、指定訪問看護を行うために必要な知識及び技能を

有する者でなければならない。 

第３の三の１ 

（２）指定訪問看護ステーションの管理者（居宅条例第６５条） 

① 訪問看護ステーションの管理者は常勤であり、かつ、原則

として専ら当該指定訪問看護ステーションの管理業務に従

事するものとする。ただし、以下の場合であって、当該指定

訪問看護ステーションの管理業務に支障がないときは、他

の職務を兼ねることができるものとする。 

イ 当該指定訪問看護ステーションの看護職員としての職務

に従事する場合 

ロ 当該指定訪問看護ステーションが健康保険法による指

定を受けた訪問看護ステーションである場合に、当該訪

問看護ステーションの管理者又は看護職員としての職務

に従事する場合 

ハ 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等 

  の管理者又は従業者としての職務に従事する場合であ 

  って、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者とし 

  ての職務に従事する時間帯も、当該指定訪問看護ステー 

  ションの利用者へのサービス提供の場面等で生じる事 

  象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務に関し、 

  一元的な管理及び指揮命令に支障が生じないときに、 

  当該他の事業所等の管理者又は従業者としての職務 

  に従事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事 

  業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数 

  が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入 

  所施設における看護業務（管理業務を含む。）との兼務 

  する場合（施設における勤務時間が極めて限られている 

  場合を除く。）、事故発生時等の緊急時において管理者 
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  自身が速やかに当該指定訪問看護ステーション又は利 

  用者へのサービス提供の現場に駆け付けることができな 

  い体制となっている場合などは、管理者の業務に支障が 

  あると考えられるが、施設における勤務時間が限られて 

  いる職員の場合には、例外的に認められる場合もありうる 

  。） 

② 指定訪問看護ステーションの管理者は、管理者としてふさ

わしいと認められる保健師又は看護師であって、保健師助

産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１４条第３項の

規定により保健師又は看護師の業務の停止を命ぜられ、業

務停止の期間終了後２年を経過しない者に該当しないもの

である。 

③ 管理者の長期間の傷病又は出張等のやむを得ない理由

がある場合には、老人の福祉の向上に関し相当の知識、経

験及び熱意を有し、過去の経歴等を勘案して指定訪問看

護ステーションの管理者としてふさわしいと知事に認められ

た者であれば、管理者として保健師又は看護師以外の者を

あてることができるものとする。ただし、この場合において

も、可能な限り速やかに常勤の保健師又は看護師の管理

者が確保されるように努めなければならないものである。 

④ 指定訪問看護ステーションの管理者は、医療機関におけ

る看護、訪問看護又は訪問指導の業務に従事した経験のあ

る者である必要がある。さらに、管理者としての資質を確保

するために関連機関が提供する研修等を受講していること

が望ましい。 

 

（介護予防）予防条例 第６５条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.69「平成 21年 4月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 
【管理者】 
（問３７） 

訪問看護事業所の管理者として保健師及び看護師

以外の者をあてることができる場合とは、具体的にどの

ような場合か。 

（答） 

地域の事情等により、主に理学療法士等により訪問

看護が行われ、管理者としてふさわしい保健師、看護

師が確保できない等のやむを得ない理由がある場合に

は、過去の経歴等を勘案して指定訪問看護ステーショ

ンの管理者としてふさわしいと都道府県知事に認めら

れた理学療法士等をあてることが考えられる。 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 
【管理者について】 
（問３） 

各事業所の「管理者」についても、育児・介護休

業法第 23 条第１項に規定する所定労働時間の短縮

措置の適用対象となるのか。 

（答）  

労働基準法第 41 条第 2 号に定める管理監督者に

ついては、労働時間等に関する規定が適用除外され

ていることから、「管理者」が労働基準法第 41 条第

2 号に定める管理監督者に該当する場合は、所定労

働時間の短縮措置を講じなくてもよい。 

なお、労働基準法第 41 条第 2 号に定める管理監

督者については、同法の解釈として、労働条件の決

定その他労務管理について経営者と一体的な立場に

ある者の意であり、名称にとらわれず、実態に即し

て判断すべきであるとされている。このため、職場

で「管理職」として取り扱われている者であっても、

同号の管理監督者に当たらない場合には、所定労働

時間の短縮措置を講じなければならない。 

また、同号の管理監督者であっても、育児・介護

休業法第 23 条第 1 項の措置とは別に、同項の所定

労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは

可能であり、こうした者の仕事と子育ての両立を図

る観点からは、むしろ望ましいものである。 

 
 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 
【管理者】 
（問１７） 

訪問看護事業所の管理者と定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所又は複合型サービス事業所の管

理者を兼ねることは可能か。 

（答）  

訪問看護事業所と定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所又は複合型サービス事業所が同一事業所

において、一体的に運営されている場合は可能であ

る。 
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Ⅲ 設備に関する基準 
 

４ 設備及び備品等 

○指定訪問看護ステーションは、運営に必要な広さを有する専用の事務室を設けること。 
○指定訪問看護の提供に必要な設備及び備品等を備えること。特に、感染症予防に必要な設

備等に配慮する必要がある。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（設備及び備品等） 

第６６条 指定訪問看護ステーションは、事業の運営を行うために

必要な広さを有する専用の事務室を設けるほか、指定訪問看

護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。

ただし、当該指定訪問看護ステーションの同一敷地内に他の

事業所、施設等がある場合は、専用の事務室に代えて、事業

の運営を行うために必要な広さを有する専用の区画を設けるこ

とで足りる。 

２ 指定訪問看護を担当する医療機関は、事業の運営を行うため

に必要な広さを有する専ら指定訪問看護の事業の用に供する

区画を設けるとともに、指定訪問看護の提供に必要な設備及

び備品等を備えなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者が指定介護予防訪問看護事業者の指

定を併せて受け、かつ、指定訪問看護の事業と指定介護予防

訪問看護の事業とが同一の事業所において一体的に運営さ

れる場合は、指定介護予防サービス等基準条例第６６条第１項

又は第２項に規定する設備に関する基準を満たすことをもっ

て、第１項又は前項に規定する基準を満たすものとみなす。 

第３の三の２ 

（１）指定訪問看護ステーションの場合（居宅条例第６６条第１項） 

① 指定訪問看護ステーションには、運営に必要な面積を有

する専用の事務室を設ける必要がある。ただし、当該指定訪

問看護ステーションが健康保険法による指定を受けた訪問

看護ステーションである場合には、両者を共用することは差

し支えない。また、当該指定訪問看護ステーションが、他の

事業の事業所を兼ねる場合には、必要な広さの専用の区画

を有することで差し支えないものとする。なお、この場合に、

区分されていなくても業務に支障がないときは、指定訪問看

護の事業を行うための区画が明確に特定されていれば足り

るものである。 

② 指定訪問看護ステーションには、利用申込の受付、相談等

に対応するのに適切なスペースを確保するものとする。 

③ 指定訪問看護に必要な設備及び備品等を確保する必要

がある。特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に

必要な設備等を備えること。ただし、他の事業所、施設等と

同一敷地内にある場合であって、指定訪問看護の事業又は

当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合は、当

該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等

を使用することができるものとする。 

（２）指定訪問看護を担当する医療機関の場合（居宅条例第６６条

第２項） 

① 指定訪問看護を担当する病院又は診療所には、指定訪

問看護の事業を行うために必要な専用の区画を設ける必要

がある。なお、業務に支障がないときは、指定訪問看護の事

業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるもの

である。 

② 指定訪問看護事業に必要な設備及び備品等を確保する

必要がある。ただし、設備及び備品等については、当該医

療機関における診療用に備え付けられたものを使用するこ

とが出来るものである。 

（介護予防）予防条例 第６６条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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Ⅳ 運営に関する基準 

 

５ 管理者の責務 

○管理者は、従業者の管理、利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理

を一元的に行うこと。 

〇管理者は、従業者に運営基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（管理者の責務） 

第７８条（第５１条を準用） 管理者は、当該指定訪問看護事業所

の従業者の管理及び指定訪問看護の利用の申込みに係る調

整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけ

ればならない。 

２ 管理者は、当該指定訪問看護事業所の従業者にこの節の規

定を遵守させるために必要な指揮命令を行わなければならな

い。 

第３の三の３（７）（第３の二の３（１）を参照） 

（１）管理者の責務 

居宅条例第５１条は、指定訪問看護事業所の管理者の責務

を、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス 

提供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる

事象を適時かつ適切に把握しながら、従業者及び業務の管理

を一元的に行うとともに、当該指定訪問看護事業所の従業者

に居宅条例の第４章第４節の規定を遵守させるため必要な指

揮命令を行うこととしたものである。 （以下略） 

 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５１条） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和６年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.１）」（令和６年３月 15

日） 

【管理者の責務について】 

（問184） 

管理者に求められる具体的な役割は

何か。 

（答）  

・ 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準

について」（平成 11 年９月 17 日付け老企第 25 号）等の解釈通知

においては、管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた

利用者本位のサービス提供を行うため、現場で発生する事象を最

前線で把握しながら、職員及び業務の管理を一元的に行うととも

に、職員に指定基準の規定を遵守させるために必要な指揮命令を

行うこととしている。 具体的には、「介護事業所・施設の管理者向け

ガイドライン」等を参考にされたい。  

 

≪参考≫ 

 ・「介護事業所・施設の管理者向けガイドライン」（抄） （令和元年度老

人保健健康増進等事業「介護事業所・施設における管理者業務の

あり方とサービス提供マネジメントに関する調査研究」（一般社団法

人シルバーサービス振興会） 
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第１章 第２節 管理者の役割  

１．管理者の位置づけ及び役割の重要性  

２．利用者との関係  

３．介護にともなう民法上の責任関係  

４．事業所・施設の考える介護職員のキャリアイメージの共有  

５．理念やビジョン、組織の方針や事業計画・目標の明確化及び職

員への周知  

６．事業計画と予算書の策定  

７．経営視点から見た事業展開と、業績向上に向けたマネジメント 

８．記録・報告や面談等を通じた介護職員同士、管理者との情報共

有 

 

 

６ 運営規程 

○事業所ごとに運営規程を設け、事業の目的の他、通常の事業の実施地域、実施地域外の交

通費負担などについて定めること。 

【指導事例】 

＊通常の事業の実施地域について、客観的に特定できない規定をしている。 

（半径〇〇㎞、△△区の一部、◇◇市及びその周辺の市等） 

＊利用料その他の費用の額を、運営規程に規定していない。 

（運営規程に「利用料その他の費用 別紙のとおり」と規定しているが、当該別紙は重要

事項説明書のもので、運営規程には別紙がない等） 

＊指定訪問看護のサービスと明確に区分される介護保険外サービスの利用料等について、指

定訪問看護の運営規程で規定している。（※「２０ 利用料等の受領及び領収証」参照） 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領 

（運営規程） 

第６７条 指定訪問看護事業者は、各指定訪問看護事業所にお

いて、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規

程（以下この章において「運営規程」という。）を定めなければな

らない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 営業日及び営業時間 

四 指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額 

五 通常の事業の実施地域（当該指定訪問看護事業所が通

常時に指定訪問看護を提供する地域をいう。次条及び第 

７０条において同じ。） 

六 緊急時等における対応方法 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他運営に関する重要事項 

第３の一の３（４） (①及び③、④、⑤は訪問看護についても同趣

旨) 

（２）運営規程 

① 従業者の職種、員数及び職務の内容（第二号） 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担

軽減等の観点から、規程を定めるに当たっては、居宅条例第６

７条において置くべきとされている員数を満たす範囲におい

て、「○人以上」と記載することも差し支えない（居宅条例第７８

条に規定する重要事項を記した文書に記載する場合について

も、同様とする。）。 

③ 利用料その他の費用の額（第四号） 

「利用料」としては、法定代理受領サービスである指定訪問看

護に係る利用料（１割負担、２割負担）及び法定代理受領サー

ビスでない指定訪問看護の利用料（１０割分）を、「その他の費

用の額」としては、居宅条例第７０条第３項により徴収が認めら
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 れている交通費の額及び必要に応じてその他のサービスに係

る費用の額を規定するものであること。 

 ④ 通常の事業の実施地域（第五号） 

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定される

ものとすること。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に

係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサー

ビスが行われることを妨げるものではないものであること（以

下、居宅条例（中略）、第６７条第５号、（中略）についても同趣

旨。）。 

⑤ 虐待の防止のための措置に関する事項（第七号） 

(31)の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、

従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑わ

れる事案（以下「虐待等」という。）が発生した場合の対応方法

等を指す内容であること。 

（介護予防）予防条例 第６７条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

●介護保険最新情報vol.968「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.７）」（令和３年４月21日） 

【運営規程について】 

（問１） 

令和３年度改定において、運営基準

等で計画措置期間を定め、介護サービ

ス事業所等に義務付けられたものがある

が、これらについて運営規程において

はどのように扱うのか。 

（答）  

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場

は都道府県知事又は区市町村長に届け出ることとされているが、今

般介護事業所等に対し義務付けられえたもののうち、経過措置が定

められているものについては、当該期間においては、都道府県知事

等に届け出ることまで求めるものではないこと。  

  

・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期

に取組を行うことが望ましいものであることに留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36



 

 

７ 勤務体制の確保等 

○指定訪問看護事業所ごと、月ごとに勤務表を作成すること。 

○勤務表には、看護師等の日々の勤務時間、職務内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務

関係等を明確にすること。 

○雇用契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある看護師等によって

提供すること。 

○事業者は、看護師等の資質向上を図るため、研修機会を確保すること。 

〇セクシャルハラスメントやパワーハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を講じる

こと。 

【指導事例】 

＊月ごとの勤務表を作成していない（指定申請時や運営指導等、提出が必要なときだけ作成

している）。 

＊職員の雇用の事実が不明確（雇入れ通知書を整備していない等）。 

＊常勤換算を行うに当たって必要な労働条件が不明確。 

・常勤の職員が勤務すべき時間数を、就業規則等に明確に規定していない。 

・個々の職員の勤務時間が不明確（雇入れ通知書を整備していない又は不備がある、勤務

時間の記録が不十分等）。 

＊作成した勤務表が不適切である。 

・勤務表には出勤日を記載しているだけで、日々の勤務時間を記載していない。 

・訪問看護業務と他業務との兼務を明確に記載していない（兼務先、職種）。 

・管理者が看護師業務を兼務する場合に、管理者業務に従事する時間数と看護師業務に従

事する時間数とを、勤務の割振りに基づかず一律に割振って記載している。 

・超過勤務時間を、勤務時間に算入している。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（勤務体制の確保等） 

第７８条（第１１条を準用） 指定訪問看護事業者は、利用者に対

し、適切な指定訪問看護を提供することができるよう各指定訪

問看護事業所において、看護師等の勤務体制を定めなけれ

ばならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、各指定訪問看護事業所において、

当該指定訪問看護事業所の看護師等によって指定訪問看護

を提供しなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、看護師等の資質向上のための研修

の機会を確保しなければならない。 

４ 指定訪問看護事業者は、適切な指定訪問看護の提供を確保

する観点から、職場において行われる優越的な関係を背景と

した言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの又

は性的な言動により看護師等の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。 

 

第３の三の３（７） 

居宅条例第 78 条の規定により、居宅条例第 11 条（中略）の規

定は、訪問看護の事業について準用されるものであるため、第３

の一の３の(6)（中略）を参照されたい。この場合において、次の点

に留意するものとする。 

① （略） 

② 準用される居宅条例第１１条については、指定訪問看護ス

テーションにおいては、原則として月ごとの勤務表を作成し、

看護師等については、日々の勤務時間、職務の内容、常

勤・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

指定訪問看護を担当する医療機関においては、指定訪問看

護事業所ごとに、指定訪問看護に従事する看護師等を明確

にし、原則として月ごとの勤務表を作成し、それらの者の職

務の内容、常勤・非常勤の別等を明確にすること。なお、指

定訪問看護事業所の看護師等については、労働者派遣事

業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備

等に関する法律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣

法」という。）に規定する派遣労働者（紹介予定派遣に係る者
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を除く。）であってはならないものであること。 

 

（第３の一の３（６）を参照） 

（６）勤務体制の確保等 

居宅条例第１１条は、利用者に対する適切な指定訪問看護

の提供を確保するため、職員の勤務体制等について規定した

ものであるが、次の点に留意する必要がある。 

① （略） 

② 同条第２項は、当該指定訪問看護事業所の看護師等に 

よって指定訪問看護を提供するべきことを規定したものであ

るが、指定訪問看護事業所の看護師等とは、雇用契約、〔中

略〕その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令

下にある看護師等を指すものであること。〔以下略〕 

③ 同条第３項は、当該指定訪問看護事業所の従業者たる看

護師等の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や

当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保する

こととしたものであること。 

④ 同条第四項は、雇用の分野における男女の均等な機会及 

び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十

三号）第十一条第一項及び労働施策の総合的な推進並び

に労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律（昭和四十一年法律第百三十二号）第三十条の二第一

項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシュア

ルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラ

スメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じ

ることが義務づけられていることを踏まえ、規定したものであ

る。事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講

じることが望ましい取組については、次のとおりとする。な

お、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限

らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに

留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が

職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用

管理上講ずべき措置等についての指針（平成十八年厚

生労働省告示第六百十五号）及び事業主が職場におけ

る優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関

して雇用管理上構ずべき措置等についての指針（令和

二年厚生労働省告示第五号。以下「パワーハラスメント

指針」という。）において規定されているとおりであるが、

特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場における

ハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、

従業者に周知・啓発すること。 
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ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応する

ために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等によ

り、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働

者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針

の明確化等の措置義務については、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法

律（令和元年法律第二十四号）附則第三条の規定により

読み替えられた労働施策の総合的な推進並びに労働

者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第三十条の二第一項の規定により、中小企業（資本金

が三億円以下又は常時使用する従業員の数が三百人

以下の企業）は、令和四年四月一日から義務化となり、

それまでの間は努力義務とされているが、適切な勤務体

制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努めら

れたい。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著

しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止のために、

事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取

組の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必

要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メン

タルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で

対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュ

アル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じ

た取組）が規定されている。介護現場では特に、利用者

又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が

求められていることから、イ（事業者が講ずべき措置の具

体的内容）の必要な措置を講じるにあたっては、「介護

現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・

職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を

行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きに

ついては、厚生労働省ホームページに掲載されている

ので参考にされたい。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の２） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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８ 業務継続計画の策定等 

○感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護の提供を継続的に行い、及び非

常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該

業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

〇看護師等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

なければならない。 

〇定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（業務継続計画の策定等） 

第７８条（第１１条の２を準用） 指定訪問看護事業者は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看

護の提供を継続的に行い、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

２ 指定訪問看護事業者は、看護師等に対し、業務継続計画に

ついて周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実

施しなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（７）を参照） 

（７）業務継続計画の策定等 

① 居宅条例第１１条の２は、指定訪問看護事業者は、感染症

や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定

訪問看護の提供を受けられるよう、指定訪問看護の提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を

策定するとともに、当該業務継続計画に従い、登録看護師

等を含めて、看護師等その他の従業者に対して、必要な研

修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこ

ととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び

訓練の実施については、居宅条例第１１条の２に基づき事

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業

者との連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や

災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが

求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全

ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、

各項目の記載内容については、「介護施設・事業所におけ

る感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・

事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」

を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異

なるものであることから、項目については実態に応じて設定

すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的

に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に係

る業務継続計画並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための指針については、それぞれに対応する項目を適切

に設定している場合には、一体的に策定することとして差し

支えない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向け

た取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接 
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触者への対応、関係者との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道 

等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の 

備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制 

等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の

具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応の

必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものと

する。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年

一回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別

に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容

についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に

係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生

した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に

基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発

生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年一回以

上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に

係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないも

のの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせ

ながら実施することが適切である。 

 

 

 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の２の２） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

41



 

 

９ 内容及び手続の説明及び同意 

○指定訪問看護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規

程の概要、看護師等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の

同意を得なければならない。 

【指導事例】 

＊重要事項説明書の内容が運営規程と相違している（営業日、営業時間、通常の事業の実施

地域、利用料その他の費用の額等）。 

＊重要事項説明書に同意の署名がない、同意日の記載がない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第７８条（第１２条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護

の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要、看護師等の勤務体制その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該指定訪問看護の提供の開始

について当該利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、利用申込者又はその家族からの申

出があった場合は、前項の規定による文書の交付に代えて、

当該利用申込者又はその家族の同意を得て、前項の重要事

項を電子情報処理組織（指定訪問看護事業者の使用に係る電

子計算機（入出力装置を含む。以下この条において同じ。）と

当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって規

則で定めるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）に

より提供することができる。この場合において、当該指定訪問

看護事業者は、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に

対し、提供に用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による同意を得なければならない。 

３ 電磁的方法は、利用申込者又はその家族が当該利用申込者

又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

への記録を出力することによる文書を作成することができるも

のでなければならない。 

４ 第２項後段の同意を得た指定訪問看護事業者は、当該利用

申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により第１項の

重要事項について電磁的方法による提供を受けない旨の申出

があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、電磁

的方法による提供をしてはならない。ただし、当該利用申込者

又はその家族が再び第２項後段の同意をした場合は、この限り

でない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（８）を参照） 

（８）内容及び手続の説明及び同意 

居宅条例第１２条は、指定訪問看護事業者は、利用者に対

し適切な指定訪問看護を提供するため、その提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指定訪

問看護事業所の運営規程の概要、看護師等の勤務体制、事

故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三

者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実

施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込

者がサービスを選択するために必要な重要事項について、わ

かりやすい説明書等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行

い、当該事業所から指定訪問看護の提供を受けることにつき

同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同

意については、利用者及び指定訪問看護事業者双方の保護

の立場から書面によって確認すること。 
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居宅規則 

（電磁的方法による手続） 

第１３条（第４条を準用） 条例第１２条第２項に規定する規則で定

める電磁的方法は、次に掲げるものとする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げ

るもの 

イ 指定訪問看護事業者の使用に係る電子計算機と利用

申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続

する電気通信回線を通じて条例第１２条第１項に規定す

る重要事項（以下この条において単に「重要事項」とい

う。）を送信し、当該利用申込者又はその家族の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

ロ 指定訪問看護事業者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録された重要事項を電気通信回線を

通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利

用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに当該重要事項を記録する方法（条例第

１２条第２項後段に規定する電磁的方法による提供を受

ける旨の同意又は同条第４項本文に規定する電磁的方

法による提供を受けない旨の申出をする場合にあって

は、指定訪問看護事業者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法） 

二 電磁的記録媒体をもって調製するファイルに重要事項

を記録したものを交付する方法 

 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の３） 

予防規則 第１３条（準用第８条） 

（介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

●事務連絡「運営基準等に係る Q&A について」（平成 14 年 3 月 28 日） 

【Ⅶ 重要事項説明書の電子化】 
（問１）【運営基準の改正内容】 

平成１３年厚生労働省令第３６号において、事業者・

施設の運営基準が一部改正され、重要事項説明書に

関する条文が追加されているが、重要事項説明書に記

載すべき内容などについて何らかの変更があったの

か。 

（答） 

今般の運営基準の改正は、政府において、書面の交

付等を義務付けている法令について、書面に代えて、

電子メール等の電磁的方法によって交付しても当該法

令に違反しないようにするための改正を、可能な限り一

括して、省庁横断的に行うこととされたことを踏まえて行

われたものである。 

したがって、重要事項説明書についても、書面に代

えて、利用申込者又は家族の申出、承諾等一定の要件

の下に、電子メール等の電磁的方法によって交付して

も運営基準に違反しないこととはなるが、記載内容等に

何ら変更を及ぼすものではない。 
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●事務連絡「運営基準等に係る Q&A について」（平成 14 年 3 月 28 日） 

【Ⅶ 重要事項説明書の電子化】 
（問２）【電磁的方法による交付】 

利用申込者又はその家族から重要事項説明書を電

磁的方法により提供して欲しい旨の申出があった場合

に、これに応じず書面により交付しても、運営基準に違

反しないものと解してよろしいか。 

（答） 

今般の運営基準改正は、 「電磁的方法により提供す

ることができる」旨を規定したものであり、利用申込者又

は家族からの申出があった場合における電磁的方法に

よる提供を義務づけるものではない。 

したがって、事業者・施設は、当該申出に応じなくて

も、運営基準違反とはならない。 

●事務連絡「運営基準等に係る Q&A について」（平成 14 年 3 月 28 日） 

【Ⅶ 重要事項説明書の電子化】 
（問３）【電磁的方法による交付の際の承諾】 

重要事項説明書を電磁的方法により提供する場合

は、利用申込者又はその家族の承諾を得ることとされて

いるが、この承諾は事後承諾でもよいか。 

また、書面による承諾が必要か。 

（答） 

事業者・施設は、重要事項説明書を電磁的方法によ

り提供する場合には、①あらかじめ、②利用する電磁的

方法の内容（電子メール、ウェブ等）及びファイルへの

記録の方式を明示し、③書面又は電磁的方法による承

諾を得なければならないものである。 
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●事務連絡「運営基準等に係る Q&A について」（平成 14 年 3 月 28 日） 

【Ⅶ 重要事項説明書の電子化】 
（問４）【具体的な方法】 

認められる電磁的方法が運営基準に列挙されている

が、具体的にはどのような方法を指すのか。 

（答） 

使用することが認められる電磁的方法は、次のとおり

である。（以下においては、重要事項説明書の交付を

行う事業者・施設又は承諾書等の交付を行う利用申込

者若しくは家族をＡとし、これらの書面の交付を受ける

者をＢとする。） 

 

① Ａの使用に係る電子計算機とＢの使用に係る電

子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、

受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録する方法（具体的には、電子メール等を利用す

る方法を想定しているもの） 

② Ａの使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された書面に記載すべき事項等を電気通信回

線を通じてＢの閲覧に供し、Ｂの使用に係る電子計算機

に備えられたファイルに当該事項等を記録する方法（具

体的には、ウェブ（ホームページ）等を利用する方法を

想定しているもの） 

③ 磁気ディスク、ＣＤ－ＲＯＭその他これらに準ずる

方法により一定の事項等を確実に記録しておくことがで

きる物をもって調製するファイルに書面に記載すべき事

項等を記録したものを交付する方法 

 

なお、①～③の電磁的方法は、それぞれＢがファイ

ルへの記録を出力することにより書面を作成する（印刷

する）ことができるものでなければならない。 
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１０ 提供拒否の禁止 

○正当な理由なく、利用申込に対してサービスの提供を拒否しないこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（提供拒否の禁止） 

第７８条（第１３条を準用） 指定訪問看護事業者は、正当な理由

なく、指定訪問看護の提供を拒んではならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（９）を参照） 

（９）提供拒否の禁止 

居宅条例第１３条は、指定訪問看護事業者は、原則として、

利用申込に対しては応じなければならないことを規定したもの

であり、特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提

供を拒否することを禁止するものである。  （中略） 

提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、 

① 当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施

地域外である場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指

定訪問看護を提供することが困難な場合である。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の４） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

１１ サービス提供困難時の対応 

○自ら適切な指定訪問看護を提供することが困難であると認めた場合は、主治の医師及び居

宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定訪問看護事業者等を紹介する等の必要

な措置を速やかに講じること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（サービス提供困難時の対応） 

第６８条 指定訪問看護事業者は、利用申込者の病状、当該指

定訪問看護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、自ら

必要な指定訪問看護を提供することが困難であると認める場

合は、主治の医師及び当該利用申込者に係る居宅介護支援

事業者への連絡を行い、他の指定訪問看護事業者等の紹介

その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

 

第３の三の３（１） 

（１）サービス提供困難時の対応 

指定訪問看護事業者が、指定訪問看護の提供を拒否する

正当な理由としては、第三の一の３の（１０）に示した理由のほ

か、利用申込者の病状等により、自ら適切な訪問看護の提供

が困難と判断した場合が該当するが、これらの場合には、居宅

条例第６８条の規定により、指定訪問看護事業者は、主治医及

び居宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定訪

問看護事業者等を紹介する等の必要な措置を速やかに講じな

ければならない。 

（介護予防）予防条例 第６８条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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１２ 受給資格等の確認 

○被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確か

めること。 

○指定居宅サービスの適切かつ有効な利用等に関し、当該被保険者が留意すべき事項に係る

認定審査会意見が記載されているときは、指定訪問看護事業者は、これに配慮して指定訪

問看護を提供する。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（受給資格等の確認） 

第７８条（第１５条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護の提供の開始に際し、利用者の提示する被保険者証によっ

て、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有

効期間を確認しなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、前項の被保険者証に認定審査会意

見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、

指定訪問看護を提供するよう努めなければならない。 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１１）を参照） 

（１１）受給資格等の確認 

① 居宅条例第１５条第１項は、指定訪問看護の利用に係る費

用につき保険給付を受けることができるのは、要介護認定を

受けている被保険者に限られるものであることを踏まえ、指

定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の開始に際し、

利用者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要

介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめなけ

ればならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、利用者の被保険者証に、指定居宅サービ

スの適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意す

べき事項に係る認定審査会意見が記載されているときは、

指定訪問看護事業者は、これに配慮して指定訪問看護を提

供するように努めるべきことを規定したものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の６） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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１３ 要介護認定の申請に係る援助 

○要介護認定の新規及び更新申請について、居宅介護支援事業者等と連携して必要な援助を

行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第７８条（第１６条を準用） 指定訪問看護事業者は、要介護認定

の申請をしていないことにより要介護認定を受けていない利用

申込者に対しては、当該利用申込者の意思を踏まえて速やか

に当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。 

２ 指定訪問看護事業者は、居宅介護支援（これに相当するサー

ビスを含む。）が利用者に対して行われていない等の場合に必

要と認めるときは、当該利用者の受けている要介護認定の更

新の申請が、遅くとも当該要介護認定の有効期間の満了日の

３０日前までに行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１２）を参照） 

（１２）要介護認定の申請に係る援助 

① 居宅条例第１６条第１項は、要介護認定の申請がなされて

いれば、要介護認定の効力が申請時に遡ることにより、指定

訪問看護の利用に係る費用が保険給付の対象となりうること

を踏まえ、指定訪問看護事業者は、利用申込者が要介護認

定を受けていないことを確認した場合には、要介護認定の

申請が既に行われているか否かを確認し、申請が行われて

いない場合は、当該利用申込者の意向を踏まえて速やかに

当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

いこととしたものである。 

② 同条第２項は、要介護認定を継続し、継続して保険給付を

受けるためには要介護更新認定を受ける必要があること及

び当該認定が申請の日から３０日以内に行われることとされ

ていることを踏まえ、指定訪問看護事業者は、居宅介護支

援（これに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行

われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介

護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている

要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよ

う、必要な援助を行わなければならないこととしたものであ

る。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の７） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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１４ 心身の状況等の把握 

○サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、病歴、その置かれている環境、他

の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（心身の状況等の把握） 

第７８条（第１７条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護の提供に当たっては、利用者に係るサービス担当者会議等

を通じて、当該利用者の心身の状況、病歴、置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の

把握に努めなければならない。 

  

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の８）  

 

 

 

１５ 居宅介護支援事業者等との連携 

○サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サー

ビスを提供する者との密接な連携に努めること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第６９条 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供に当 

たっては、居宅介護支援事業者等との密接な連携に努めなけ

ればならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の終了に際し

ては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うととも

に、主治の医師及び当該利用者に係る居宅介護支援事業者

に対する情報の提供並びに保健医療サービス又は福祉サー

ビスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

 

（介護予防）予防条例 第６９条   
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１６ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

○利用者に対して、訪問看護の提供に伴う法定代理受領サービスの利用を周知すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第７８条（第１９条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護の提供の開始に際しては、利用申込者が介護保険法施行

規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）第

６４条各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又

はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援

事業者に依頼する旨の区市町村への届出等により、指定訪問

看護の提供を法定代理受領サービスの提供として受けることが

可能となる旨の説明、居宅介護支援事業者に関する情報の提

供その他の法定代理受領サービスの提供のために必要な援

助を行わなければならない。 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１３）を参照） 

（１３）法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

居宅条例第１９条は、施行規則第６４条第１号イ又はロに該

当する利用者は、指定訪問看護の提供を法定代理受領サー

ビスとして受けることができることを踏まえ、指定訪問看護事業

者は、施行規則第６４条第１号イ又はロに該当しない利用申込

者又はその家族に対し、指定訪問看護の提供を法定代理受

領サービスとして受けるための要件の説明、居宅介護支援事

業者に関する情報提供その他の法定代理受領サービスを行う

ために必要な援助を行わなければならないこととしたものであ

る。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の１０） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

１７ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

○居宅サービス計画に沿った訪問看護サービスを提供すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第７８条（第２０条を準用） 指定訪問看護事業者は、居宅サービ

ス計画（施行規則第６４条第１号ハ及びニに規定する計画を含

む。以下同じ。）が作成されている場合は、当該計画に沿った

指定訪問看護を提供しなければならない。 

  

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の１１）   
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１８ 居宅サービス計画等の変更の援助 

○利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合及び変更が必要と認められる場合は居

宅介護支援事業所への連絡等の援助を行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（居宅サービス計画等の変更の援助） 

第７８条（第２１条を準用） 指定訪問看護事業者は、利用者が居

宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る

居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行わな

ければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１４）を参照） 

（１４）居宅サービス計画等の変更の援助 

居宅条例第２１条は、指定訪問看護を法定代理受領サービ

スとして提供するためには当該指定訪問看護が居宅サービス

計画（法第８条第２３項に規定する居宅サービス計画をいう。以

下同じ。）に位置付けられている必要があることを踏まえ、指定

訪問看護事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希

望する場合（利用者の状態の変化等により追加的なサービス

が必要となり、当該サービスを法定代理受領サービスとして行

う等のために居宅サービス計画の変更が必要となった場合で、

指定訪問看護事業者からの当該変更の必要性の説明に対し

利用者が同意する場合を含む。）は、当該利用者に係る居宅

介護支援事業者への連絡、サービスを追加する場合に当該サ

ービスを法定代理受領サービスとして利用する場合には支給

限度額の範囲内で居宅サービス計画を変更する必要がある旨

の説明その他の必要な援助を行わなければならないこととした

ものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の１２） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 
 
 

１９ 身分を証する書類の携行 

○看護師等に身分証や名札等を携行させること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（身分を証する書類の携行） 

第７８条（第２２条を準用） 指定訪問看護事業者は、看護師等に

身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はそ

の家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しな

ければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１５）を参照） 

（１５）身分を証する書類の携行 

居宅条例第２２条は、利用者が安心して指定訪問看護の提

供を受けられるよう、指定訪問看護事業者は、当該指定訪問看

護事業所の看護師等に身分を明らかにする証書や名札等を

携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められ

たときは、これを提示すべき旨を指導しなければならないことと

したものである。この証書等には、当該指定訪問看護事業所の

名称、当該看護師等の氏名を記載するものとし、当該看護師

等の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の１３） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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２０ サービスの提供の記録 

○指定訪問看護を提供した際は、具体的なサービス内容等を居宅サービス計画の書面又はサ

ービス利用票等に記録すること。 

○利用者から申出があった場合は、文書交付などで提供すること。 

【指導事例】 

＊サービス提供記録を記載していない日がある。 

＊サービス提供の記録が不十分。 

 ・実際のサービス提供時間を記載していない。 

 ・実際に行ったサービスの具体的な内容が不明確。 

 ・利用者の心身の状況等の理由により、実際の訪問看護の内容が訪問看護計画と相違した

場合に、相違の理由等を記載していない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（サービスの提供の記録） 

第７８条（第２３条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護を提供した際には、当該指定訪問看護の提供日及び内容、

当該指定訪問看護について法第４１条第６項の規定により利用

者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額その他必

要な事項を、当該利用者に係る居宅サービス計画を記載した

書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護を提供した際には、

提供したサービスの具体的な内容等を記録するとともに、利用

者からの申出があった場合は、文書の交付その他適切な方法

により、当該事項に係る情報を当該利用者に提供しなければ

ならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１６）を参照） 

（１６）サービスの提供の記録 

① 居宅条例第２３条第１項は、利用者及びサービス事業者

が、その時点での支給限度額の残額やサービスの利用状況

を把握できるようにするために、指定訪問看護事業者は、指

定訪問看護を提供した際には、当該指定訪問看護の提供

日、提供時間、内容（例えば、身体介護、生活援助、通院等

のための乗車又は降車の介助の別）（※例示は、訪問看護

の内容）、保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居

宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなけ

ればならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、当該指定訪問看護の提供日、提供した具

体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な

事項を記録するとともに、サービス事業者間の密接な連携等

を図るため、利用者からの申出があった場合には、文書の

交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して

提供しなければならないこととしたものである。 

また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意

する手帳等に記載するなどの方法である。 

なお、提供した具体的なサービスの内容等の記録は、居

宅条例第４１条第２項の規定に基づき、２年間保存しなけれ

ばならない。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５２条の１４） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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２１ 利用料等の受領及び領収証 

○通常の事業の実施地域内で、利用者から交通費の支払を受けることはできない。 

○利用者から徴収する費用については、あらかじめ運営規程等にその料金を定め、利用者又

はその家族に当該内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

【指導事例】 

＊通常の事業の実施地域内において、交通費を徴収していた。 

＊通常の事業の実施地域内において、夜間緊急訪問に要した交通費を徴収していた。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（利用料等の受領） 

第７０条 指定訪問看護事業者は、法定代理受領サービスに該

当する指定訪問看護を提供した際には、利用者から利用料の

一部として、当該指定訪問看護に係る居宅介護サービス費用

基準額から当該指定訪問看護事業者に支払われる居宅介護

サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 指定訪問看護事業者は、法定代理受領サービスに該当しな

い指定訪問看護を提供した際に利用者から支払を受ける利用

料の額及び指定訪問看護に係る居宅介護サービス費用基準

額と、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第１項に規

定する療養の給付若しくは同法第８８条第１項に規定する指定

訪問看護又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年

法律第８０号）第６４条第１項に規定する療養の給付若しくは同

法第７８条第１項に規定する指定訪問看護に要する費用の額と

の間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、前２項に定める場合において利用

者から支払を受ける額のほか利用者の選定により通常の事業

の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問看護を行っ

た場合は、それに要した交通費の額の支払を当該利用者から

受けることができる。 

４ 指定訪問看護事業者は、前項の交通費の額に係るサービス

の提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対

し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、当該

利用者の同意を得なければならない。 

第３の三の３（２） 

（２） 利用料等の受領 

① 居宅条例第７０条第１項、第３項及び第４項については、第

３の一〔訪問介護〕の３の（１７）の①、③及び④を参照された

いこと。 

② 同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点

から、法定代理受領サービスでない指定訪問看護を提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料の額及び法定代

理受領サービスである指定訪問看護に係る費用の額と、医

療保険給付又は訪問看護療養費の対象となる健康保険法

上の指定訪問看護の費用の額の間に不合理な差異を設け

てはならないこととしたものであること。 

なお、そもそも介護保険給付、医療保険給付又は訪問看

護療養費の給付対象となる訪問看護と明確に区分されるサ

ービスについては、第三の一の３の(１７)の②のなお書きを

参照されたいこと。 

 

第３の一〔訪問介護〕の３ 

（１７）利用料等の受領 

① 居宅条例第２４条第１項は、指定訪問看護事業者は、法定

代理受領サービスとして提供される指定訪問看護について

の利用者負担として、居宅介護サービス費用基準額の１割、

２割又は３割（法第５０条若しくは第６０条又は第６９条第５項

の規定の適用により保険給付の率が９割、８割又は７割でな

い場合については、それに応じた割合）の支払を受けなけ

ればならないことを規定したものである。 

② （略） 

③ 同条第３項は、指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の

提供に関して、前２項の利用料のほかに、利用者の選定に

より通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指

定訪問看護を行う場合の交通費（移動に要する実費）の支

払を利用者から受けることができることとし、保険給付の対象

となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目

による費用の支払を受けることは認めないこととしたものであ

53



 

 

る。 

④ 同条第４項は、指定訪問看護事業者は、前項の交通費の

支払を受けるに当たっては、あらかじめ、利用者又はその家

族に対してその額等に関して説明を行い、利用者の同意を

得なければならないこととしたものである。 

 

第３の一の３(１７)② 

なお、指定訪問看護のサービスとは別に、介護保険外サー

ビス（介護保険給付の対象とならない、指定訪問看護のサービ

スと明確に区分されるサービス）を提供する場合には、利用者

にわかりやすいように、指定訪問看護事業とは別事業として区

分けし、次のような方法により別の料金設定をして差し支えな

い。 

イ 利用者に、当該事業が指定訪問看護の事業とは別事業で

あり、当該サービスが介護保険給付の対象とならないサービ

スであることを説明し、理解を得ること。 

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定訪問看護

事業所の運営規程とは別に定められていること。 

ハ 会計が指定訪問看護の事業の会計と区分されていること。 

 

介護保険法第４１条第８項 

指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスその他の 

サービスの提供に要した費用につき、その支払を受ける際、当

該支払いをした居宅要介護被保険者に対し、厚生労働省令で

定めるところにより、領収証を交付しなければならない。 

 

介護保険法施行規則第６５条 

指定居宅サービス事業者は、法第４１条第８項の規定により交

付しなければならない領収証に、指定居宅サービスについて居

宅要介護被保険者から支払を受けた費用の額のうち、同条第４

項第１号又は第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該指定居宅サービスに要

した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サービスに要

した費用の額とする。）、食事の提供に要した費用の額及び滞

在に要した費用の額に係るもの並びにその他の費用の額を区

分して記載し、当該その他の費用の額についてはそれぞれ個

別の費用ごとに区分して記載しなければならない。 

 

（介護予防）介護保険法第５３条第７項（法第４１条第８項を準用） 

 

（介護予防）予防条例 第７０条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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２２ 保険給付の申請に必要となる証明書の交付 

○法定代理受領サービスでない指定訪問看護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した

指定訪問看護の内容、費用の額その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認められる

事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（保険給付の申請に必要となる証明書の交付） 

第７８条（第２５条を準用） 指定訪問看護事業者は、法定代理受

領サービスに該当しない指定訪問看護に係る利用料の支払を

受けた場合は、当該指定訪問看護の内容、費用の額その他必

要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者

に交付しなければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（１８）を参照） 

（１８）保険給付の請求のための証明書の交付 

居宅条例第２５条は、利用者が特別区及び市町村に対する

保険給付の請求を容易に行えるよう、指定訪問看護事業者

は、法定代理受領サービスでない指定訪問看護に係る利用料

の支払を受けた場合は、提供した指定訪問看護の内容、費用

の額その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認められ

る事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付

しなければならないこととしたものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５３条の２） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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２３ 指定訪問看護の基本取扱方針 

○利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的

に行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（指定訪問看護の基本取扱方針） 

第７１条 指定訪問看護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪

化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行わ

れなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、提供する指定訪問看護の質の評価

を行い、常に改善を図らなければならない。 

 

（介護予防）予防条例 （介護予防）条例施行要領（第４の三の２（１）） 

（指定介護予防訪問看護の基本取扱方針） 

第７５条 指定介護予防訪問看護は、利用者の介護予防に資す

るよう、目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定介護予防訪問看護事業者は、提供する指定介護予防訪

問看護の質の評価を行い、常に改善を図らなければならな

い。 

３ 指定介護予防訪問看護事業者は、利用者が可能な限り要介

護状態とならずに自立した日常生活を営むことができるよう支

援することを目的として指定介護予防訪問看護の提供を行わ

なければならない。 

４ 指定介護予防訪問看護事業者は、利用者が有する能力を最

大限活用することが可能となるような方法による指定介護予防

訪問看護の提供に努めなければならない。 

５ 指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護予防訪問看護の

提供に当たっては、利用者との意思の疎通を十分に図ることそ

の他の方法により、利用者が有する能力を最大限活用すること

が可能となるよう適切な働きかけに努めなければならない。 

 

（１）指定介護予防訪問看護の基本取扱方針 

予防条例第７５条にいう指定介護予防訪問看護の基本取扱方

針について、特に留意すべきところは、次のとおりである。 

① 指定介護予防訪問看護は、利用者の心身の状態を踏まえ

て、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、

主治医との密接な連携のもとに介護予防訪問看護計画に沿

って行うものとしたものであること。 

② 介護予防訪問看護計画の作成に当たっては、一人ひとり

の高齢者ができる限り要介護状態にならないで自立した日

常生活を営むことができるよう支援することを目的として行わ

れるものであることに留意しつつ行うこと。 

③ 利用者の健康状態と経過、看護の目標や内容、具体的な

方法その他療養上必要な事項について利用者及び家族に

理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。また、介護予防

の十分な効果を高める観点からは、利用者の主体的な取組

が不可欠であることから、サービスの提供に当たっては、利

用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじ

め、様々な工夫をして、適切な働きかけを行うよう努めるこ

と。 

④ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に

補う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能の

低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合

があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最大限

引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力

を阻害するような不適切なサービス提供をしないよう配慮す

ること。 

⑤ 提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問

看護計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその家

族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図

らなければならないものであること。 
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２４ 指定訪問看護の具体的取扱方針 

○利用者の心身の状態等を踏まえ、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、

主治医との密接な連携のもとに訪問看護計画に沿って行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（指定訪問看護の具体的取扱方針） 

第７２条 指定訪問看護の具体的な取扱いは、第６３条に規定す

る基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に

掲げるところによらなければならない。 

一 主治の医師との密接な連携及び第７４条第１項に規定する

訪問看護計画に基づき、利用者の心身の機能の維持回復

を図るよう適切に行うとともに、利用者又はその家族に対し、

療養上必要な事項について、指導又は説明を行うこと。 

二 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

三 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録すること。 

四 医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって、指定訪

問看護の提供を行うこととし、特殊な看護等を行わないこと。 

五 常に利用者の病状、心身の状況及び置かれて いる環境

の的確な把握に努め、利用者又はその 家族に対し、適切

な指導を行うこと。 

 

第３の三の３ 

（３）指定訪問看護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

居宅条例第７１条及び第７２条にいう指定訪問看護の取扱方

針において、特に留意すべきことは、次のとおりであること。 

 ① 指定訪問看護は、利用者の心身の状態を踏まえ、妥当適

切に行うとともにその生活の質の確保を図るよう、主治医との

密接な連携のもとに訪問看護計画に沿って行うこととしたも

のであること。 

② 指定訪問看護の提供については、目標達成の度合いやそ

の効果等について評価を行うとともに、訪問看護計画の修正

を行い改善を図る等に努めなければならないものであるこ

と。 

③ 利用者の健康状態と経過、看護の目標や内容、具体的な

方法その他療養上必要な事項について利用者及び家族に

理解しやすいよう指導又は説明を行うこと。 

④ 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむ

を得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっても、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたもの

である。 

   また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代

替性及び一時性の三つの要件を満たすことについて、組織

等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行う

こととし、その具体的な内容について記録しておくことが必

要である。 

なお、居宅条例第７７条第２項第五号の規定に基づき、当

該記録は、二年間保存しなければならない。 

⑤ 指定訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に沿った

適切な看護技術をもって対応できるよう、新しい技術の習得

等、研鑽を積むことを定めたものであること。 

⑥ 医学の立場を堅持し、広く一般に認められていない看護等

については行ってはならないこと。 

（介護予防）予防条例 （介護予防）条例施行要領（第４の三の２（２）） 

（指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針） 

第７６条 指定介護予防訪問看護の具体的な取扱いは、第６３条

に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基

づき、次に掲げるところによらなければならない。 

一 主治の医師又は歯科医師からの情報の伝達、サービス担

当者会議を通じること等の方法により、利用者の病状、心身

第４の三の２ 

（２）指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 

① 予防条例第７６条第１項第１号及び第２号は、看護師等は、

介護予防訪問看護計画書を作成し、主治医に提出しなけれ

ばならないこととしたものである。介護予防訪問看護計画の

作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの情報
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の状況、置かれている環境等日常生活全般の状況を把握

すること。 

二 看護師等（准看護師を除く。以下この条において同じ。）

は、前号に規定する日常生活全般の状況及び利用者の希

望を踏まえて、指定介護予防訪問看護の目標、当該目標を

達成するための指定介護予防訪問看護の具体的な内容、

提供を行う期間等を記載した介護予防訪問看護計画（以下

この条において「介護予防訪問看護計画」という。）を作成

し、主治の医師に提出すること。この場合において、既に介

護予防サービス計画が作成されているときは、当該介護予

防サービス計画の内容に沿って作成すること。 

三 看護師等は、介護予防訪問看護計画の作成に当たって

は、当該介護予防訪問看護計画の内容について利用者又

はその家族に対して説明し、当該利用者の同意を得ること。 

四 看護師等は、介護予防訪問看護計画を作成した際には、

当該介護予防訪問看護計画を利用者に交付すること。 

五 主治の医師との密接な連携及び介護予防訪問看護計画

に基づき、利用者の心身の機能の維持回復を図るよう適切

に指定介護予防訪問看護を行うこと。 

六 利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項につい

て、指導又は説明を行うこと。 

七 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

八 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録すること。 

九 医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって指定介護

予防訪問看護の提供を行うこととし、特殊な看護等を行わな

いこと。 

十 看護師等は、介護予防訪問看護計画に基づく指定介護

予防訪問看護の提供を開始した時から、当該介護予防訪

問看護計画に記載した指定介護予防訪問看護の提供を行

う期間が終了する時までに、少なくとも一回、当該介護予防

訪問看護計画の実施状況の把握（次号及び第十一号にお

いて「モニタリング」という。）を行うこと。 

十一 看護師等は、モニタリングの結果を踏まえ、訪問日、提

供した看護内容等を記載した介護予防訪問看護報告（以下

この条において「介護予防訪問看護報告」という。）を作成

し、当該介護予防訪問看護報告の内容について、介護予

防サービス計画を作成した介護予防支援事業者に報告す

るとともに、当該介護予防訪問看護報告について主治の医

師に定期的に提出すること。 

十二 指定介護予防訪問看護事業所を管理する者（次条にお

いて「管理者」という。）は、介護予防訪問看護計画及び介

護予防訪問看護報告の作成に関し、必要な指導及び管理

を行うこと。 

十三 看護師等は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ

伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、

利用者の病状、心身の状況、置かれている環境等を把握・

分析し、介護予防訪問看護の提供によって解決すべき問題

状況を明らかにした上で（アセスメント）、これに基づき、支援

の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内

容、期間等を明らかにするものとする。なお、既に介護予防

サービス計画が作成されている場合には、当該計画に沿っ

て介護予防訪問看護の計画を立案する。 

② 同条第３号から第６号は、サービス提供に当たっての利用

者又はその家族に対する説明について定めたものである。

即ち、介護予防訪問看護計画は、利用者の日常生活全般

の状況及び希望を踏まえて作成されなければならないもの

であり、その内容及び理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士による指定介護予防訪問看護については、その訪

問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心とした

ものである場合には、看護職員の代わりに訪問させるもので

あることについて説明を行った上で利用者の同意を得ること

を義務づけることにより、サービス内容等への利用者の意向

の反映の機会を保障しようとするものである。看護師等は、

介護予防訪問看護計画の目標や内容等について、利用者

又はその家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、

その実施状況や評価についても説明を行うものとする。 

また、介護予防訪問看護計画を作成した際には、遅滞な

く利用者に交付しなければならず、当該介護予防訪問看護

計画は、予防条例第７３条第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならないこととしている。 

③ 同条第１項第９号は、指定介護予防訪問看護の提供に当

たっては、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対

応できるよう、新しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを

定め、また、医学の立場を堅持し、広く一般に認められてい

ない看護等については行ってはならないこととしている。 

④ 同条第１０号から第１３号は、介護予防訪問看護計画に定

める計画期間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタ

リング）、当該モニタリングの結果も踏まえた介護予防訪問看

護報告書の作成、当該報告書の内容の担当する介護予防

支援事業者への報告及び主治医への定期的な提出を義務

づけたものである。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った

日、提供した看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた

目標に照らしたサービス提供結果等を記載する。なお、当該

報告書は、訪問の都度記載する記録とは異なり、主治医に

定期的に提出するものをいい、当該報告書の記載と先に主

治医に提出した介護予防訪問看護計画書（当該計画書を予

防条例第７６条第３項において診療記録の記載をもって代え

た場合を含む。）の記載において重複する箇所がある場合

は、当該報告書における重複箇所の記載を省略しても差し

支えないこととする。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に記載する内容
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て介護予防訪問看護計画の変更を行い、変更後の当該介

護予防訪問看護計画を主治の医師に提出すること。 

２ 前項第１号から第１２号までの規定は、同項第１３号に規定す

る介護予防訪問看護計画の変更について準用する。 

３ 指定介護予防訪問看護事業所が指定介護予防訪問看護を担

当する医療機関である場合は、第１項第２号から第５号まで、

第８号、第１０号から第１３号まで及び前項の規定にかかわら

ず、介護予防訪問看護計画及び介護予防訪問看護報告の作

成及び提出は、診療録その他の診療に関する記録（以下「診

療記録」という。）への記載をもって代えることができる。 

 

 

 

 

 

 

について、担当する介護予防支援事業者に報告するととも

に、当該報告書自体は、主治医に提出するものとする。 

また、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定介

護予防訪問看護を提供している利用者については、介護予

防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告書は、理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供する内容につ

いても、一体的に含むものとし、看護職員（准看護師を除

く。）と理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が連携

し作成すること。作成に当たり、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が提供するものも含め介護予防訪問看護の

内容を一体的に介護予防訪問看護計画書に記載するととも

に、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した指

定介護予防訪問看護の内容とその結果等を記載した文書を

添付すること。 

なお、管理者にあっては、介護予防訪問看護計画に沿っ

た実施状況を把握し、計画書及び報告書に関し、助言、指

導等必要な管理を行わなければならない。 

⑤ 同条第３項は、指定介護予防訪問看護事業所が保険医療

機関である場合は、主治医への介護予防訪問看護計画書の

提出は、診療記録への記載をもって代えることができることと

したものであり、厚生省通知「訪問看護計画書及び訪問看護

報告書等の取扱いについて」（平成１２年３月３０日老企第５５

号）に定める訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定めるも

ので差し支えない。 

⑥ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準第 30 条第 12 号において、「担当職員は、介護

予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業

者に対して、指定介護予防サービス等基準において位置付

けられている計画の提出を求めるものとする」と規定している

ことを踏まえ、介護予防サービス計画に基づきサービスを提

供している指定介護予防支援事業者から介護予防訪問看護

計画の提供の求めがあった際には、当該介護予防訪問看護

計画を提出することに協力するよう努めるものとする。 

 

 

 

２５ 主治の医師との関係 

○訪問看護の提供の開始に際して、主治医から指示書を受けること。 

○主治医とは、利用申込者の選定により加療している医師をいい、主治医以外の複数の医師

から指示書の交付を受けることはできない。 

○訪問看護計画書及び訪問看護報告書を、定期的に主治医に提出すること。 

【指導事例】 

＊サービス提供開始後に、主治医からの指示書の交付を受けていた。 

＊主治医からの指示を文書で受けることなく、訪問看護を行っていた。 

＊訪問看護の内容が主治医の指示書の内容と相違している。 
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【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（主治の医師との関係） 

第７３条 指定訪問看護事業所の管理者は、主治の医師の指示

に基づき適切な指定訪問看護が行われるよう必要な管理を行

わなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護の提供の開始に際

し、主治の医師による指示を文書により受けなければならな

い。 

３ 指定訪問看護事業者は、主治の医師に次条第１項に規定す

る訪問看護計画及び次条第四項に規定する訪問看護報告を

提出し、指定訪問看護の提供に当たって主治の医師との密接

な連携を図らなければならない。 

４ 当該指定訪問看護事業所が指定訪問看護を担当する医療機

関である場合は、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の

医師の文書による指示並びに前項の訪問看護計画及び訪問

看護報告の提出は、診療録その他の診療に関する記録（以下

「診療記録」という。）への記載をもって代えることができる。 

 

第３の三の３ 

（４）主治医との関係（居宅条例第７３条） 

① 指定訪問看護事業所の管理者は、利用者の主治医が発

行する訪問看護指示の文書（以下、第三の三において「指

示書」という。）に基づき指定訪問看護が行われるよう、主治

医との連絡調整、指定訪問看護の提供を担当する看護師等

の監督等必要な管理を行わなければならないこと。なお、主

治医とは、利用申込者の選定により加療している医師をい

い、主治医以外の複数の医師から指示書の交付を受けるこ

とはできないものであること。 

② 居宅条例第７３条第２項は、指定訪問看護の利用対象者

は、その主治医が指定訪問看護の必要性を認めたものに限

られるものであることを踏まえ、指定訪問看護事業者は、指

定訪問看護の提供の開始に際しては、指示書の交付を受け

なければならないこととしたものであること。 

③ 指定訪問看護事業所の管理者は、主治医と連携を図り、

適切な指定訪問看護を提供するため、定期的に訪問看護

計画書及び訪問看護報告書を主治医に提出しなければな

らないこと。 

④ 指定訪問看護ステーションが主治医に提出する訪問看護

計画書及び訪問看護報告書については、書面又は電子的

な方法により主治医に提出できるものとする。ただし、電子的

方法によって、個々の利用者の訪問看護に関する計画等を

主治医に提出する場合は、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」を遵守し、安全な通信環

境を確保するとともに、書面における署名又は記名・押印に

代わり、厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健

医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI：Healthcare Public Key 

Infrastructure）による電子署名を施すこと。 

⑤ 指定訪問看護の実施に当たっては、特に医療施設内の場

合と異なり、看護師等が単独で行うことに十分留意するととも

に慎重な状況判断等が要求されることを踏まえ、主治医との

密接かつ適切な連携を図ること。 

⑥ 保険医療機関が指定訪問看護事業者である場合には、主

治医の指示は診療録に記載されるもので差し支えないこと。

また、訪問看護計画書及び訪問看護報告書についても看護

記録等の診療記録に記載されるもので差し支えないこと。 

（介護予防）予防条例 第７７条 （介護予防）条例施行要領（第４の三の２（３）） 

 

●介護保険最新情報 vol.59「介護報酬等に係る Q&A」（平成 12 年 3 月 31 日） 

【訪問看護の回数制限】 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【２か所以上の事業所利用】 
（問１７） 

２ヶ所以上の訪問看護ステーションを利用する場合

の医師の指示書について 

（答） 

 ２ヶ所以上の訪問看護ステーションからの訪問看護を

利用する場合は､医師の指示書が各訪問看護ステーシ

ョンごとに交付される必要がある。ただし､訪問看護指示

料は１人１月１回の算定となる。 

●介護保険最新情報 vol629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【訪問看護計画書等】 
（問２６） 

指定訪問看護ステーションが主治医に提出

する訪問看護計画書及び訪問看護報告書につ

いては、書面又は電子的な方法により主治医に

提出できるものとされたが、電子署名が行われ

ていないメールやSNSを利用した訪問看護計画

書等の提出は認められないということか。 
 

（答）  

貴見のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問Ⅰ（１）③９） 

医療保険の給付対象である訪問看護では、週３日の

回数制限や２カ所以上のステーションから訪問看護を

受けられない等の制限があるが、介護保険においては

こうした制限はあるか。 

（答）  

 介護保険の給付対象となる訪問看護については、週

あたりの訪問回数に特段の制限はなく、又、２カ所のス

テーションから訪問看護の提供を受けることも可能であ

る。  
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２６ 訪問看護計画及び訪問看護報告の作成 

○看護師等は訪問看護計画書を作成のうえ、利用者に説明し同意を得たうえで交付のこと。 

○訪問看護報告書には、訪問日及び看護内容などの記載を徹底すること。 

【指導事例】 

＊訪問看護計画書を作成せずに訪問看護を行っている。 

＊訪問看護計画書が、居宅サービス計画の内容と相違している。 

＊訪問看護計画書の内容が不十分である。 

・具体的な訪問看護の内容等を明確に記載していない。 

・曜日、時間によって異なる訪問看護の内容を記載していない。 

・主治医の指示、看護目標等を記載していない。 

＊訪問看護計画書について、利用者の同意を得ていない。 

＊訪問看護計画書の利用者への説明、交付を准看護師が行っていた。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（訪問看護計画及び訪問看護報告の作成） 

第７４条 看護師等（准看護師を除く。以下この条において同じ。）

は、利用者の希望、主治の医師の指示及び当該利用者の心

身の状況等を踏まえて、療養上の目標、当該目標を達成する

ための具体的な指定訪問看護の内容等を記載した訪問看護

計画（以下この条において「訪問看護計画」という。）を作成しな

ければならない。この場合において、既に居宅サービス計画が

作成されているときは、当該居宅サービス計画の内容に沿って

作成しなければならない。 

２ 看護師等は、訪問看護計画の作成に当たっては、当該訪問

看護計画の内容について利用者又はその家族に対して説明

し、当該利用者の同意を得なければならない。 

３ 看護師等は、訪問看護計画を作成した際には、当該訪問看

護計画を利用者に交付しなければならない。 

４ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した訪問看

護報告（以下この条において「訪問看護報告」という。）を作成

しなければならない。 

５ 指定訪問看護事業所の管理者は、訪問看護計画及び訪問看

護報告の作成に関し、必要な指導及び管理を行わなければな

らない。 

６ 前条第４項の規定は、訪問看護計画及び訪問看護報告の作

成について準用する。 

第３の三の３（５） 

（５）訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 

① 居宅条例第７４条は、看護師等（准看護師を除く。）が利用

者ごとに、訪問看護計画書及び訪問看護報告書を作成する

こととしたものである。 

② 看護師等は、訪問看護計画書には、利用者の希望及び心

身の状況、主治医の指示等を踏まえて、看護目標、具体的

なサービス内容等を記載する。なお、既に居宅サービス計

画等が作成されている場合には、当該計画に沿って訪問看

護の計画を立案する。 

③ 看護師等は、訪問看護計画書の目標や内容等について、

利用者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行うとと

もに、その実施状況や評価についても説明を行う必要があ

る。 

④ 訪問看護計画書は、居宅サービス計画に沿って作成され

なければならないこととしたものである。 

なお、訪問看護計画書を作成後に居宅サービス計画が作

成された場合は、当該訪問看護計画書が居宅サービス計画

に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものと

する。 

⑤ 訪問看護計画書は、利用者の希望、主治医の指示及び心

身の状況を踏まえて作成されなければならないものであり、

サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障す

るため、看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たって

は、その内容及び理学療法士、作業療法士若しくは言語聴

覚士による指定訪問看護については、その訪問が看護業務

の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場

合に、看護職員の代わりに訪問させるものであること等を説

明した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該
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訪問看護計画書を利用者に交付しなければならない。 

なお、交付した訪問看護計画書は、居宅条例第７７条第２

項の規定に基づき、２年間保存しなければならない。 

⑥ 指定訪問看護事業所が保険医療機関である場合は、居宅

条例第７３条第４項により、主治の医師への訪問看護計画書

の提出は、診療記録への記載をもって代えることができるこ

ととされているため、居宅条例第７４条第３項に基づく訪問看

護計画書の交付については、「訪問看護計画書及び訪問看

護報告書等の取扱いについて」（平成１２年３月３０日老企第

５５号）に定める訪問看護計画書を参考に各事業所ごとに定

めるものを交付することで差し支えない。 

⑦ 看護師等は、訪問看護報告書には、訪問を行った日、提

供した看護内容、サービス提供結果等を記載する。なお、居

宅条例第７４条に規定する報告書は、訪問の都度記載する

記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものをいい、当

該報告書の記載と先に主治医に提出した訪問看護計画書

（当該計画書を居宅条例第７３条第４項において診療記録の

記載をもって代えた場合を含む。）の記載において重複する

箇所がある場合は、当該報告書における重複箇所の記載を

省略しても差し支えないこととする。 

⑧ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看

護を提供している利用者については、訪問看護計画書及び

訪問看護報告書は、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が提供する内容についても、一体的に含むものとし、看

護職員（准看護師を除く。）と理学療法士、作業療法士若しく

は言語聴覚士が連携し作成すること。具体的には、訪問看

護計画書には、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が提供するものも含め訪問看護の内容を一体的に記載する

とともに、訪問看護報告書には訪問日や主な内容を記載す

ることにに加え、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が提供した指定訪問看護の内容とその結果等を記載した文

書を添付すること。 

⑨ 管理者にあっては、訪問看護計画に沿った実施状況を把

握し、計画書及び報告書に関し、助言、指導等必要な管理

を行わなければならない。 

⑩ 指定訪問看護事業者は、主治医との連携を図り、適切な指

定訪問看護を提供するため、訪問看護計画書及び訪問看

護報告書を定期的に主治医に提出しなければならない。 

⑪ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定

訪問看護事業者については、第３の１の３の(20)の⑥を準用

する。この場合において、「訪問介護計画」とあるのは「訪問

看護計画」と読み替える。 

 

第３の１の３の(20) 

⑥ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
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準（平成１１年厚生省令第３８号）第１３条第１２号において、

「介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定

居宅サービス事業者等に対して、訪問介護計画（東京都指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に

関する条例（平成２４年東京都条例第１１１号。以下「指定居

宅サービス等基準条例」という。）第２８条第１項に規定する

訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準条例に

おいて位置付けられている計画の提出を求めること。」と規

定していることを踏まえ、居宅サービス計画に基づきサービ

スを提供している指定訪問介護事業者は、当該居宅サービ

ス計画を作成している指定居宅介護支援事業者から訪問介

護計画の提供の求めがあった際には、当該訪問介護計画を

提供することに協力するよう努めるものとする。 

（介護予防）予防条例 第７６条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【訪問看護計画書等】 
（問２７） 

訪問看護計画書等については、新たに標準と

して様式が示されたが、平成３０年４月以前よ

り訪問看護を利用している者についても変更

する必要があるのか。 
 

（答）  

新たに訪問看護計画書及び訪問看護報告書を

作成するまでの間については、従来の様式を用い

ても差し支えないものとするが、不足している情

報については速やかに追記するなどの対応をし

ていただきたい。 
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●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）」（令和３年３月26日） 

【理学療法士等による訪問看護】 
（問１２） 

理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士による訪

問看護は、訪問看護事業所のうち、訪問看護ステーシ

ョンのみで行われ、訪問看護計画書及び訪問看護報

告書は、看護職員（准看護師を除く）と理学療法士、作

業療法士及び言語聴覚士が連携し作成することが示さ

れたが、具体的にはどのように作成すればよいのか。 

（答）  

 ・ 訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士

及び言語聴覚士（以下、理学療法士等という。）が訪

問看護を行っている利用者の訪問看護計画書及び

訪問看護報告書については、当該訪問看護ステー

ションの看護職員（准看護師除く）と理学療法士等が

利用者等の情報を共有した上で、「訪問看護計画書

及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成 

12 年３月 30 日老企第 55 号）に示す様式に準じて提

供したサービス等の内容を含めて作成することとして

おり、これにより適切な訪問看護サービスが行われる

よう連携を推進する必要がある。  

  

・ なお、看護職員と理学療法士等との連携の具体的な

方法については、「訪問看護事業所における看護職

員と理学療法士等のより良い連携のための手引き

（第２版）」（平成 29 年度厚生労働健康増進等事業訪

問看護事業における看護職員と理学療法士等のより

良い連携のあり方に関する調査研究事業〈全国訪問

看護事業協会〉においても示されており、必要に応じ

て参考にしていただきたい。  

 

 

２７ 同居家族に対する訪問看護の禁止 

○利用者が看護師等の同居の家族である場合は、当該看護師等に指定訪問看護の提供をさせ

ないこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（同居家族に対する訪問看護の禁止） 

第７５条 指定訪問看護事業者は、看護師等に、利用者が当該

看護師等の同居の家族である場合は、当該利用者に対する指

定訪問看護の提供をさせてはならない。 

  

（介護予防）予防条例 第７１条   
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２８ 利用者に関する区市町村への通知 

○利用者の心身の状況と、サービス内容の間に疑義が認められる場合は、保険給付適正化の

観点から区市町村へ通知すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（利用者に関する区市町村への通知） 

第７８条（第３０条を準用） 指定訪問看護事業者は、利用者が正

当な理由なく、指定訪問看護の利用に関する指示に従わない

ことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められる場合

又は偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、若しくは

受けようとした場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を区市町

村に通知しなければならない。 

第３の三の３（７）（第３の一の３（21）を参照） 

（21）利用者に関する特別区及び市町村への通知 

居宅条例第３０条は、偽りその他不正な行為によって保険給

付を受けた者及び自己の故意の犯罪行為又は重大な過失等

により、要介護状態又はその原因となった事故を生じさせるな

どした者については、特別区及び市町村が、法第２２条第１項

に基づく既に支払った保険給付の徴収又は法第６４条に基づ

く保険給付の制限を行うことができることに鑑み、指定訪問看

護事業者が、その利用者に関し、保険給付の適正化の観点か

ら特別区及び市町村に通知しなければならない事由を列記し

たものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５３条の３） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

２９ 緊急時等の対応 

○病状の急変時には、応急手当や主治医への連絡などを行うこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（緊急時等の対応） 

第７６条 看護師等は、現に指定訪問看護の提供を行っていると

きに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、

臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治の医師への連

絡を行い指示を求める等の必要な措置を講じなければならな

い。 

  

（介護予防）予防条例 第７２条   
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３０ 衛生管理等 

○事業者は看護師等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うこと。 

○看護師等が感染源となることを予防し、また看護師等を感染の危険から守るため、使い捨

ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じること。 

〇感染症が発生し、又はまん延しないように、以下に定める措置を講じなければならない。 

① 感染症の予防及びまん延の防止に係る対策を検討するための感染対策委員会その他の

委員会をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結果について、看護師等に

十分に周知すること。 

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

③ 看護師等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

※①の委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 

【指導事例】 

＊定期健康診断の未実施など、職員の健康状態について必要な管理を行っていない。 

＊他で健康診断を受診した職員の健康状態について、必要な管理を行っていない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（衛生管理等） 

第７８条（第３２条を準用） 指定訪問看護事業者は、看護師等の

清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなけれ

ばならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業所の設備及び備

品等について、衛生的な管理に努めなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業所において感染

症が発生し、又はまん延しないように、規則で定める措置を講

じなければならない。 

 

居宅規則 

第１３条（第４条の２を準用） 条例第３２条第３項に規定する規則

で定める措置は、次に掲げるとおりとする。 

一 感染症の予防及びまん延の防止に係る対策を検討するた

めの感染症対策委員会その他の委員会をおおむね六月に

一回以上開催するとともに、その結果について、訪問介護

員等に十分に周知すること。 

二 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する

こと。 

三 看護師等に対し、感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修及び訓練を定期的に実施すること。 

 

２  前項第一号の委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこ 

とができるものとする。 

第３の三の３（７）（第３の一の３（２３）を参照） 

（２３）衛生管理等 

①居宅条例第３２条第１項及び第２項は、指定訪問看護事

業者は、看護師等の清潔の保持及び健康状態の管理並びに

指定訪問看護事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努

めるべきことを規定したものである。特に、指定訪問看護事業

者は、看護師等が感染源となることを予防し、また看護師等を

感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等感染を予防する

ための備品等を備えるなど対策を講じる必要がある。 

②同条第三項に規定する感染症が発生し、又はまん延しな

いように講ずるべき措置については、具体的には次のイから

ハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき事

業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者と

の連携等により行うことも差し支えない。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討

する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」と

いう。）であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い

職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知

識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を

得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を

明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下

「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。

（中略） 

また、感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の
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状況に応じ、おおむね六月に一回以上、定期的に開催す

るとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応

じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの

画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下

同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人

情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している

場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えな

い。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサ

ービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防

止のための指針」には、平常時の対策及び発生時の対

応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境

の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な

予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、

感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における

事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告

等が想定される。また、発生時における事業所内の連絡

体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記し

ておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例について

は、「介護現場における感染対策の手引き」を参照され

たい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練 

登録看護師等を含めて、看護師等その他の従業者

に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研

修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識

を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に

基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行う

ものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該

事業所が定期的な教育（年一回以上）を開催するととも

に、新規採用時には感染対策研修を実施することが望

ましい。また、研修の実施内容についても記録すること

が必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所

の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を

活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当
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該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定

し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を定

期的（年一回以上）に行うことが必要である。訓練におい

ては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発

生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業

所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの

演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないも

のの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせ

ながら実施することが適切である。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の２） 

        予防規則 第１３条（準用第９条の２） 
（介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

３１ 掲示 

○事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、看護師等の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示すること。 

〇前項に規定する事項を記載した書面を指定訪問看護事業所に備え付け、かつ、これを関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。 

〇重要事項をウェブサイトに掲載すること。 

（１年間にサービスの対価として支払いを受けた金額（介護報酬）が１００万円以下である

事業所は除く。） 

【指導事例】 

＊事業所内にサービスの選択に資すると認められる重要事項を閲覧用に備え付けていない

（事務室内、利用者等が立ち入らない場所への備え付け等）。 

＊利用者から見やすい場所に掲示されていない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（掲示） 

第７８条（第３３条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、看護師等の

勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、前項に規定する事項を記載した書

面を指定訪問看護事業所に備え付け、かつ、これを関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

３ 指定訪問看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（２４）を参照） 

(24) 掲示 

① 居宅条例第３３条第１項は、指定訪問看護事業者は、運営

規程の概要、看護師等の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施

状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価

機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を指定訪問看

護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したもので

ある。また、同条第３項は、指定訪問看護事業所は、原則と

して、重要事項を当該指定訪問看護事業者のウェブサイト

に掲載することを規定したものであるが、ウェブサイトとは、

法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システ

ムのことをいう。が、なお、指定訪問介護事業者は、重要事
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項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲

げる点に留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介

護サービスの利用申込者、利用者又はその家族に対して

見やすい場所のことであること。 

ロ 看護師等の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非

常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、看護師等の氏

名まで掲示することを求めるものではないこと。 

ハ 施行規則第１４０条の４４項各号に掲げる基準に該当す

る指定訪問介護事業所については、介護サービス情報制

度における報告義務の対象ではないことから、居宅条例

第３３条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載を行うこ

とが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わない

場合も、同条第１項の規定による掲示は行う必要がある

が、これを同条第２項や居宅条例第２７６条の規定に基づ

く措置に代えることができること。 

② 同条居宅条例第３３条第２項は、重要事項を記載したファ

イル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族

等が自由に閲覧可能な形で当該指定訪問看護事業所内に

備え付けることで同条第一項の掲示に代えることができるこ

とを規定したものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の三の２） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３２ 秘密保持等 

○従業者でなくなった後も秘密を保持すべきことを、雇用時などに取り決めておくこと。 

○サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用

者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておくこ

と。 

【指導事例】 

＊従業者の守秘義務についての取り決めを徹底していない。 

＊個人情報の使用に関する同意を明確に得ていない（利用者の個人情報の同意（利用者が同

意）と家族の個人情報の同意（当該家族が同意）とを区分していない等）。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

秘密保持等） 

第７８条（第３４条を準用） 指定訪問看護事業所の従業者は、正

当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密を漏らしてはならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、従業者であった者が、正当な理由な

く、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこ

とがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、サービス担当者会議等において、

利用者の個人情報を用いる場合にあっては当該利用者の同

意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該

家族の同意を、あらかじめ文書により得なければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（25）を参照） 

（２５）秘密保持等 

① 居宅条例第３４条第１項は、指定訪問看護事業所の看護

師等その他の従業者に、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密の保持を義務づけたものである。 

② 同条第２項は、指定訪問看護事業者に対して、過去に当

該指定訪問看護事業所の看護師等その他の従業者であっ

た者が、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づけたもの

であり、具体的には、指定訪問看護事業者は、当該指定訪

問看護事業所の看護師等その他の従業者が、従業者でなく

なった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者

との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを

おくなどの措置を講ずべきこととするものである。 

③ 同条第３項は、看護師等がサービス担当者会議等におい

て、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決

すべき課題等の個人情報を、介護支援専門員や他のサー

ビスの担当者と共有するためには、指定訪問看護事業者

は、あらかじめ、文書により利用者又はその家族から同意を

得る必要があることを規定したものであるが、この同意は、サ

ービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な同

意を得ておくことで足りるものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の４） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３３ 広 告  

○虚偽又は誇大な広告を行わないこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例  

（広告） 

第７８条（第３５条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護事業所について広告をする場合は、その内容が虚偽又は誇

大なものでないようにしなければならない。 

 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の５）  

 

 

 

３４ 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

○居宅介護支援事業者又はその従業者に対して、利益を供与しないこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第７８条（第３６条を準用） 指定訪問看護事業者は、居宅介護支

援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によ

るサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産

上の利益を供与してはならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（27）を参照） 

（２７）居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

居宅条例第３６条は、居宅介護支援の公正中立性を確保す

るために、指定訪問看護事業者は、居宅介護支援事業者又は

その従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサー

ビスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利

益を供与してはならないこととしたものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の６） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３５ 苦情処理 

○相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講ずる措

置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書

へ苦情に対する措置の概要についても併せて記載するとともに掲示等をすること。 

○苦情内容は、受付日、その内容等を記録のうえ、サービスの質の向上に向けた取り組みを

自ら行うこと。 

【指導事例】 

＊事業所への苦情対応の措置を、利用者に明確に周知していない（重要事項説明書に事業所

の苦情相談窓口を記載していない等）。 

＊外部機関（保険者、国保連）の苦情相談窓口を記載していない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（苦情処理） 

第７８条（第３７条を準用） 指定訪問看護事業者は、利用者及び

その家族からの指定訪問看護に関する苦情に迅速かつ適切

に対応するために、窓口の設置その他の必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、

当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定訪問看護事業者は、提供した指定訪問看護に関し、法第

２３条の規定による区市町村が行う文書その他の物件の提出

若しくは提示の求め又は当該区市町村の職員が行う質問若し

くは照会に応じるとともに、利用者からの苦情に関して区市町

村が行う調査に協力し、当該区市町村から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わな

ければならない。この場合において、当該区市町村からの求

めがあったときは、当該改善の内容を報告しなければならな

い。 

４ 指定訪問看護事業者は、提供した指定訪問看護に関する利

用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会（国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第５項に規定する国

民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第１７６条

第１項第３号の規定による調査に協力するとともに、国民健康

保険団体連合会から同号の規定による指導又は助言を受けた

場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ

ばならない。この場合において、当該国民健康保険団体連合

会からの求めがあったときは、当該改善の内容を報告しなけれ

ばならない。 

第３の三の３（７）（第３の一の３（２８）を参照） 

（２８）苦情処理 

① 居宅条例第３７条第１項にいう「必要な措置」とは、具体的

には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所

における苦情を処理するために講ずる措置の概要について

明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を

説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて

記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲

載すること等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取

扱いは、第３の一の３の(24)の①に準ずるものとする。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦情に対し、指

定訪問看護事業者が組織として迅速かつ適切に対応するた

め、当該苦情（指定訪問看護事業者が提供したサービスと

は関係のないものを除く。）の受付日、その内容等を記録す

ることを義務づけたものである。 

また、指定訪問看護事業者は、苦情がサービスの質の向

上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の

内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行う

べきである。 

なお、居宅条例第４１条第２項の規定に基づき、苦情の内

容等の記録は、２年間保存しなければならない。 

③ 同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関する業務を

行うことが位置付けられている国民健康保険団体連合会の

みならず、住民に最も身近な行政庁であり、かつ、保険者で

ある特別区及び市町村が、サービスに関する苦情に対応す

る必要が生ずることから、特別区及び市町村についても国民

健康保険団体連合会と同様に、指定訪問看護事業者に対

する苦情に関する調査や指導、助言を行えることを運営基

準上、明確にしたものである。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の７） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３６ 地域との連携等 

○事業の運営に当たっては、区市町村が実施する社会福祉に関する事業に協力

するよう努めること。 

〇指定訪問看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定訪問看

護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても指定訪問看護の提

供を行うよう努めること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（地域との連携等） 

第７８条（第３８条を準用） 指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護の事業の運営に当たっては、区市町村が実施する社会福祉

に関する事業に協力するよう努めなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、指定訪問看護事業所の所在する建

物と同一の建物に居住する利用者に対して指定訪問看護を提

供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対し

ても指定訪問看護の提供を行うよう努めなければならない。 

 

第３の三の３（７）（第３の一の３（２９）を参照） 

（２９）地域との連携等 

① 居宅条例第３８条は、居宅条例第３条第２項の趣旨に基づ

き、介護相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、

特別区及び市町村との密接な連携に努めることを規定した

ものである。 

なお、「特別区及び市町村が実施する事業」には、介護相

談員派遣事業のほか、広く特別区及び市町村が老人クラ

ブ、婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て行う事

業が含まれるものである。 

② 同条第二項は、高齢者向け集合住宅等と同一の建物に

所在する指定訪問看護事業所が当該高齢者向け集合住宅

等に居住する要介護者に指定訪問看護を提供する場合、

当該高齢者向け集合住宅等に居住する要介護者のみを対

象としたサービス提供が行われないよう、第１３条の正当な

理由がある場合を除き、地域包括ケア推進の観点から地域

の要介護者にもサービス提供を行うよう努めなければならな

いことを定めたものである。なお、こうした趣旨を踏まえ、地

域の実情に応じて、都道府県が条例等を定める場合や、市

町村等の意見を踏まえて指定の際に条件を付す場合にお

いて、例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上

を当該集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはし

なければならない等の規定を設けることは差し支えないもの

である。この際、自立支援や重度化防止等につながるような

サービス提供がなされているか等、サービスの質が担保さ

れているかが重要であることに留意すること。 

 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の８） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３７ 事故発生時の対応 

○事故が発生した場合は、利用者の家族、主治医、居宅介護支援事業者、区市町村等に対し

て連絡等を行うとともに、当該事故の状況及び事故に際してとった処置について記録のう

え、事故原因を解明して再度の発生を防ぐための対策を講じること。 

○なお、賠償すべき事態に速やかに対応できるよう損害賠償保険の加入等が望ましい。 

【指導事例】 

＊事故の状況、事故に際して講じた処置について記録していないため、事故の詳細、事故発

生時の事業所の対応、再発防止策等が不明確である。 

＊事故発生に係る報告を、保険者に対して行っていない。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（事故発生時の対応） 

第７８条（第３９条を準用） 指定訪問看護事業者は、利用者に対

する指定訪問看護の提供により事故が発生した場合は、速や

かに区市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介

護支援事業者等に連絡を行うとともに、当該事故の状況及び

処置についての記録その他必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提

供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠

償を行わなければならない。 

 

第３の三のの３（７）（第３の一の３（30）を参照） 

（３０）事故発生時の対応 

居宅条例第３９条は、利用者が安心して指定訪問看護の提

供を受けられるよう、事故発生時の速やかな対応を規定したも

のである。指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問

看護の提供により事故が発生した場合は、特別区及び市町

村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業

者等に対して連絡を行う等の必要な措置を講じるべきこととす

るとともに、当該事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いて記録しなければならないこととしたものである。 

また、利用者に対する指定訪問看護の提供により賠償すべ

き事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければ

ならないこととしたものである。 

なお、居宅条例第４１条第２項の規定に基づき、事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記録は、２年間保存

しなければならない。 

このほか、以下の点に留意するものとする。 

① 利用者に対する指定訪問看護の提供により事故が発生し

た場合の対応方法については、あらかじめ指定訪問看護事

業者が定めておくことが望ましいこと。 

② 指定訪問看護事業者は、賠償すべき事態において速やか

に賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又は賠

償資力を有することが望ましいこと。 

③ 指定訪問看護事業者は、事故が生じた際にはその原因を

解明し、再発生を防ぐための対策を講じること。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の９） （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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３８ 虐待の防止 

〇虐待の発生及び再発を防止するため、以下に定める措置を講じなければならない。 

① 虐待の防止に係る対策を検討するための委員会を定期的に開催するとともに、その結

果について、看護師等に十分に周知すること。 

② 虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 看護師等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

④ ①から③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（虐待の防止） 

第７８条（第３９条の２を準用） 第三十九条の二 指定訪問看護

事業者は、虐待の発生及び再発を防止するため、規則で定め

る措置を講じなければならない。 

 

居宅規則 

第１３条（第４条の３を準用） 条例第３９条の２に規定する規則で

定める措置は、次に掲げるとおりとする。 

一 虐待の防止に係る対策を検討するための委員会を定期的

に開催するとともに、その結果について、訪問介護員等に

十分に周知すること。 

二 虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 看護師等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実

施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置

くこと。 

２  前項第一号の委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこ 

とができるものとする。 

第３の三のの３（７）（第３の一の３（3１）を参照） 

（３１）虐待の防止 

居宅条例第三十九条の二は、虐待の防止に関する事項に

ついて規定したものである。虐待は、介護保険法の目的の一

つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深

刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問看護事業

者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならな

い。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対

応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律」（平成十七年法律第百二十四号。

以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところで

あり、その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重

が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措

置を講じるものとする。 

・ 虐待の未然防止 

指定訪問看護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に

対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要

があり、第三条の一般原則に位置付けられているとおり、研

修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要が

ある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養

介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解

していることも重要である。 

・ 虐待等の早期発見 

指定訪問看護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・

ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にある

ことから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待

等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとら

れていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの

虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出につ

いて、適切な対応をすること。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通

報される必要があり、指定訪問看護事業者は当該通報の手

続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対す
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る調査等に協力するよう努めることとする。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐

待等が発生した場合はその再発を確実に防止するために次

に掲げる事項を実施するものとする。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第一号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐

待防止検討委員会」という。）は、虐待等の発生の防止・早期

発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防

止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む

幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担

を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。

また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用すること

が望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事

情が、複雑かつ機微なものであることが想定されるため、そ

の性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは

限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要

である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置してい

る場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えな

い。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサ

ービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員

会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報

システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守するこ

と。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項に

ついて検討することとする。その際、そこで得た結果（事業所

における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、

従業者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関するこ

と 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に

関すること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通

報が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得

られる再発の確実な防止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての

評価に関すること 

② 虐待の防止のための指針（第二号） 
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指定訪問看護事業者が整備する「虐待の防止のための指

針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事

項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項   

③  虐待の防止のための従業者に対する研修（第三号） 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容として

は、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普

及・啓発するものであるとともに、当該指定訪問看護事業所

における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとす

る。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定

訪問看護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成

し、定期的な研修（年一回以上）を実施するとともに、新規採

用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重

要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要であ

る。研修の実施は、事業所内職員研修での研修で差し支え

ない。 

④  前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者

（第四号） 

指定訪問看護事業所における虐待を防止するための体制

として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、

担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待

防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望

ましい。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の９の２） 

        予防規則 第１３条（準用第９条の３） 
（介護予防）条例施行要領 第４の一 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）」（令和６年３月15日） 
【虐待防止委員会及び研修について】 
（問１７０） 

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な

事業者では、実質的に従業者が１名だけということがあ

り得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や

研修を定期的にしなければならないのか。 

（答）  

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を

守るため、関係機関との連携を密にして、規模の大

小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に

実施していただきたい。小規模事業所においては他

者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境に

あることが考えられることから、積極的に外部機関等

を活用されたい。  

  

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の

開催にあたっては、法人内の複数事業所による合同

開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、

関係機関等の協力を得て開催することが考えられ

る。  

  

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会

同様法人内の複数事業所や他委員会との合同開

催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参

加、複数の小規模事業所による外部講師を活用した

合同開催等が考えられる。 

 

・ なお、委員会や研修を合同で開催する場合は、参加 

した各事業所の従事者と実施したことの内容等が記

録で確認できるようにしておくことに留意すること。 

 

・ また、小規模事業所等における委員会組織の設置と

運営や、指針の策定、研修の企画と運営に関して

は、以下の資料の参考例（※）を参考にされたい。 

（※）社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修

仙台センター「施設・事業所における高齢者虐待防止

のための体制整備-令和 3 年度基準省令改正等に伴

う体制整備の基本と参考例」令和 3 年度老人保健健

康増進等事業、令和４年３月。 
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３９ 会計の区分 

○事業所ごとに経理を区分するとともに、指定訪問看護の事業の会計とその他の事業の会計

を区分すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（会計の区分） 

第７８条（第４０条を準用） 指定訪問看護事業者は、各指定訪問

看護事業所において経理を区分するとともに、指定訪問看護

の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければなら

ない。  

 

第３の三のの３（７）（第３の一の３（３２）を参照） 

（３２）会計の区分 

居宅条例第４０条は、指定訪問看護事業者は、指定訪問看

護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定訪問看護の事業

の会計とその他の事業の会計を区分しなければならないことと

したものであるが、具体的な会計処理の方法等については、

別に通知するところによるものであること。 

（介護予防）予防条例 第７４条（準用第５４条の１０） （介護予防）条例施行要領 第４の一 

 

 

４０ 記録の整備 

○従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備すること。 

○利用者に対する指定訪問看護の提供に関する記録を２年間保存すること。 

 

【根拠法令】 

居宅条例 条例施行要領（第３の三 訪問看護） 

（記録の整備） 

第７７条 指定訪問看護事業者は、従業者、設備、備品及び会計

に関する記録を整備しなければならない。 

２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、当該利用者の契約終了

の日から２年間保存しなければならない。 

一 第７３条第２項に規定する主治の医師による指示の文書 

二 訪問看護計画 

三 訪問看護報告 

四 次条において準用する第２３条第２項に規定する提供した

サービスの具体的な内容等の記録 

五 第７２条第３号の規定による身体的拘束等の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

六 次条において準用する第３０条に規定する区市町村への

通知に係る記録 

七 次条において準用する第３７条第２項に規定する苦情の

内容等の記録 

八 次条において準用する第３９条第１項に規定する事故の

状況及び処置についての記録 

第３の三のの３（６） 

（６）記録の整備 

居宅条例第七十七条第二項は、指定訪問看護事業者が同

項各号に規定する記録を整備し、二年間保存しなければなら

ないこととしたものである。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了

（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用

者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指すも

のとする。 

また、指定訪問看護事業所が保険医療機関である場合は、

居宅条例第７７条により整備すべき記録のうち、指示書、訪問

看護計画書及び訪問看護報告書については、診療録及び診

療記録の保存でも差し支えない。 

（介護予防）予防条例 第７３条 （介護予防）条例施行要領 第４の一 
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●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）」（令和３年３月26日） 
【指定基準の記録の整備の規定について】 
（問２） 

指定基準の記録の整備の規定における「その完結の

日」の解釈が示されたが、指定権者が独自に規定を定

めている場合の取扱い如何。 

（答）  

・ 指定権者においては、原則、今回お示しした解釈に

基づいて規定を定めていただきたい。  

  

・ なお、指定権者が独自に規定を定めている場合は、

当該規定に従っていれば、指定基準違反になるもの

ではない。 
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（例）
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Ⅴ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

４１ 算定基準 

○指定居宅サービスに要する費用の額は、事業所の所在地により定められた単価に別表に定める

単位数を乗じて算定する。 

【指導事例】 

＊サテライト事業所の１単位数単価について、主たる事業所の地域区分を適用していた。 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第４項及び第５３

条第２項の規定に基づき、指定居宅サービスに要する費用の額

の算定に関する基準を次のように定め、平成１２年４月１日から適

用する。 

 （「厚生労働大臣が定める一単位の単価」平成 27 年厚生労働省

告示第 93 号） 

１ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成

12 年厚生省告示第 19 号)第２号、（略）、指定介護予防サービスに要

する費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労働省告示第127

号)第２号、（略）の厚生労働大臣が定める一単位の単価(以下「一単

位の単価」という。)は、十円に次の表に掲げる介護保険法(平成９年

法律第 123 号)第 41 条第１項に規定する指定居宅サービス、（略）同

法第 53 条第１項に規定する指定介護予防サービス、（略）等を行う介

護保険施設が所在する地域区分及び同表の中欄に掲げるサービス

種類に応じて同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額とする。 

 

１ 指定居宅サービスに要する費用の額は、別表指定居宅サー

ビス介護給付費単位数表により算定するものとする。 

２ 指定居宅サービスに要する費用（別表中短期入所療養介護

に係る緊急時施設療養費（特定治療に係るものに限る。）及び

特別療養費並びに特定診療費として算定される費用を除く。）

の額は、別に厚生労働大臣が定める一単位の単価に別表に

定める単位数を乗じて算定するものとする。 

３ 前２号の規定により指定居宅サービスに要する費用の額を算

定した場合において、その額に一円未満の端数があるときは、

その端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

（厚生労働大臣が定める１単位の単価） 

第 1 号及び第 2 号の規定による。 

【訪問看護（介護予防）】  

地域区分 地  域 割 合 

一級地 特別区 １,１４０/１,０００ 

二級地 
調布市、町田市、狛江市、

多摩市 
１,１１２/１,０００ 

三級地 八王子市、武蔵野市、三鷹

市、青梅市、府中市、小金

井市、小平市、日野市、東

村山市、国分寺市、国立

市、清瀬市、東久留米市、

稲城市、西東京市 

１,１０５/１,０００ 

四級地 立川市、昭島市、 東大和

市、 

１,０８４/１,０００ 

五級地 福生市、あきる野市、 

西多摩郡日の出町 

１,０７０/１,０００ 

六級地 

武蔵村山市、羽村市、西多

摩郡奥多摩町、西多摩郡

瑞穂町、檜原村 

１,０４２/１,０００ 

その他 島嶼 １,０００/１,０００ 
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４２ 届出手続の運用 

○届出に係る加算等の算定の開始時期は、毎月１５日以前になされた場合は翌月から、 

１６日以降になされた場合は翌々月からである。 

○事後調査等により、届出時点において要件に合致してないことが判明し、所要の指導の上なお

改善がみられない場合は当該届出の受理が取消される。この場合、当該届出に関しそれまで受

領していた介護給付費は不当利得となるので返還のこと。 

○事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合、又は加算等が算定されな

くなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出ること。この場合は、加算等が算定されなく

なった事実が発生した日から加算等の算定を行わず、当該算定について請求を行った場合は不

当利得となるので返還のこと。 

○不当利得分は、区市町村への返還と同時に、利用者へも過払い分を返還すること。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第一 届出手続の運用） 

１ 届出の受理 

（１） 届出書類の受取り 

指定事業者側から統一的な届出様式及び添付書類により、

サービス種類ごとの一件書類の提出を受けること（ただし、同一

の敷地内において複数種類のサービス事業を行うときは一括

提出も可とする。）。 

（２） 電子情報処理組織による届出 

   ① (1)の規定にかかわらず、届出は電子情報処理組織（届

出が行われるべき行政機関等の使用に係る電子計算機（入出

力装置を含む。以下同じ。）とその届出をする者の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を

いう。ただし、当該行政機関等の使用に係る電子計算機と接続

した際に当該行政機関等からプログラムが付与される場合は、

その付与されるプログラムを正常に稼働させられる機能を備え

ているものに限る。以下同じ。）を使用する方法により行わせる

ことができる。 

② (1)の規定にかかわらず、届出のうち、居宅サービス単

位数表及び居宅介護支援単位数表において、電子情報処理

組織を使用する方法によるとされた届出については、電子情

報処理組織を使用する方法（やむを得ない事情により当該方

法による届出を行うことができない場合にあっては、電子メー

ルの利用その他の適切な方法）により行わせることとする。な

お、都道府県知事等が電子情報処理組織を使用する方法に

よる届出の受理の準備を完了するまでの間は、この限りでな

い。 

③ ①、②の電子情報処理組織を使用する方法により行わ

れた届出については、書面等により行われたものとみなして、

本通知及びその他の当該届出に関する通知の規定を適用す

る。 
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④ 電子情報処理組織を使用する方法や電子メールの利用

等により行われた届出は、当該届出を受ける行政機関等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた

時に当該行政機関等に到達したものとみなす。 

（３） 要件審査 

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は

適宜補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則とし

て二週間以内を標準とし、遅くても概ね一月以内とすること（相

手方の補正に要する時間は除く。） 

（４） 届出の受理 

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正に

も応じない場合は、不受理として一件書類を返戻すること。 

（５） 国保連合会等への通知 

届出を受理した場合は、その旨を届出者及び国民健康保険

団体連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。 

（６） 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。

以下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、利用

者や居宅介護支援事業者に対する周知期間を確保する観点

から、届出が毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６

日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始するものと

すること。 

ただし、令和６年４月から算定を開始する加算等の届出につ

いては、前記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれ

ば足りるものとする。 

 

２ 届出事項の公開 

届出事項については都道府県（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」とい

う。）及び同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」とい

う。）おいては、指定都市又は中核市。以下同じ。において閲覧

に供するほか、事業者においても利用料に係る情報として事業

所内で掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載することになること。ま

た、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス

情報公表システムをいい、介護保険法施行規則（平成 11 年厚

生省令第 36 号）第 140 条の 44 各号に掲げる基準に該当する事

業所については、介護サービス情報公表制度における報告義務

の対象ではないことから、ウェブサイトへの掲載は行うことが望ま

しいこと。 

３ 届出事項に係る事後調査の実施 

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事

後的な調査を行うこと。 
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４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明し

た場合の届出の取扱い 

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致してないこ

とが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、

当該届出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって

当該届出はなかったことになるため、加算については、当該加

算全体が無効となるものであること。当該届出に関してそれま

で受領していた介護給付費は不当利得になるので返還措置を

講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業

者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処す

ること。 

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至

るまでは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致

していないことが判明した時点までに当該加算等が算定されて

いた場合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。 

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じ

た場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速

やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等

が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行

わないものとする。 

また、この場合において、届出を行わず、当該算定について請

求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であ

るが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。 

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還 

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事

業所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となっ

た介護給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い

分を、それぞれの利用者に返還金に係る計算書を付して返還す

ること。その場合、返還に当たっては利用者等から受領書を受け

取り、施設において保存しておくこと。 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号  （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 第一 
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４３ 訪問看護費の算定 

○訪問看護指示書の有効期間 

訪問看護は、主治医の指示書の有効期間内（最大６ヶ月）でサービス提供のうえ、算定すること。 

 

○標準的な時間数による算定 

主治医の指示に基づき訪問看護計画書に位置付けられた、標準的な時間数で算定すること。 

【指導事例】 

＊訪問看護計画書に位置付けられたサービスについて、標準的な時間数ではなく、実際にかかっ

た時間数で算定している。 

＊訪問看護計画に基づかないサービスを提供し、訪問看護費を算定している。 

＊訪問医療の時間に重複して訪問看護費を算定している。 

＊介護保険外のサービスについて訪問看護費を算定している。 

 

○２０分未満の算定 

指定訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業者として、緊急時訪問看護加算

の届け出をしている指定訪問看護事業所であって、居宅サービス計画又は訪問看護計画書の中

に２０分以上の保健師または看護師による指定訪問看護が週１回以上含まれている場合に算定

する。 

 

○准看護師の減算 

（指定訪問看護ステーション、病院又は診療所の場合） 

准看護師が訪問看護を行った場合は所定単位数の１００分の９０で算定すること。 

また、居宅サービス計画で准看護師が訪問することとされている場合に、看護師などが訪問した

場合も同様に減算すること。 

（定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合） 

准看護師が指定訪問看護を行った場合は、所定単位数の１００分の９８に相当する単位数を算定

する。 
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○理学療法士、作業療法士、言語聴覚士（以下理学療法士等）による訪問の場合 

①理学療法士等が１日に２回を超えて指定訪問看護を行った場合、１回につき１００分の９０（介護

予防は１００分の５０）で算定する。 

②年度内の理学療法士等による訪問回数が看護職員を超えている場合は、理学療法士等の訪

問看護費から８単位を減算する。 

③年度内の看護職員の訪問回数が理学療法士等以上である場合であっても、過去６か月間で、

緊急時訪問看護加算(Ⅰ)(Ⅱ)、特別管理加算(Ⅰ)(Ⅱ)、看護体制強化加算(Ⅰ)(Ⅱ)のいずれも

算定していない場合は、理学療法士等の訪問看護費から８単位を減算する。 

④令和６年度に減算する場合は、令和５年度の訪問回数の実績に応じ、令和６年６月１日から令

和７年３月３１日までの間で減算することとし、令和７年度以降は前年度の訪問回数の実績に応

じ、翌年度４月から減算する。 

【指導事例】 

＊理学療法士による訪問看護が２０分未満であるにもかわらず、訪問看護費を算定している。 

 

 

○厚生労働大臣が定める疾病 

末期の悪性腫瘍などの患者については、医療保険の訪問看護療養費の対象となるものであり、

訪問看護費では算定しないこと（９４号告示第４号を参照）。 

【指導事例】＊末期の悪性腫瘍患者について、訪問看護費を算定している。 

＊末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病に該当しない利用者について、訪問看護療

養費（医療保険）を算定している。 
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【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

（訪問看護費の算定）    

イ 指定訪問看護ステーションの場合 

（１）所要時間２０分未満の場合             ３１４単位 

（２）所要時間３０分未満の場合             ４７１単位 

（３）所要時間３０分以上１時間未満の場合      ８２３単位 

（４）所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合  

１，１２８単位 

（５）理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場

合（１回につき）                     ２９４単位 

ロ 病院又は診療所の場合 

（１）所要時間２０分未満の場合             ２６６単位 

（２）所要時間３０分未満の場合             ３９９単位 

（３）所要時間３０分以上１時間未満の場合      ５７４単位 

（４）所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合   

８４４単位 

ハ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して

指定訪問看護を行う場合               ２，９６１単位 

 

注１  

イ及びロについて、通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍そ

の他別に厚生労働大臣が定める疾病等の患者並びに精神科訪

問看護・指導料（診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告

示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬

点数表」という。）の区分番号Ⅰ ０１２に掲げる精神科訪問看護・

指導料をいう。）及び精神科訪問看護基本療養費（訪問看護療養

費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成20年厚生

労働省告示第６７号）別表の区分番号０１－２の精神科訪問看護

基本療養費をいう。）に係る訪問看護の利用者を除く。以下この

号において同じ。）に対して、その主治の医師の指示（指定訪問

看護ステーション（指定居宅サービス基準第６０条第１項第１号に

規定する指定訪問看護ステーションをいう。以下同じ。）にあって

は、主治の医師が交付した文書による指示。以下この号におい

て同じ。）及び訪問看護計画書（指定居宅サービス基準第７０条

第１項に規定する訪問看護計画書をいう。以下同じ。）に基づき、

指定訪問看護事業所（指定居宅サービス基準第６０条第１項に規

定する指定訪問看護事業所をいう。以下同じ。）の保健師、看護

師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

（以下「看護師等」という。）が、指定訪問看護（指定居宅サービス

基準第５９条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）を行っ

た場合に、現に要した時間ではなく、訪問看護計画書に位置付

けられた内容の指定訪問看護を行うのに要する標準的な時間で

所定単位数を算定する。ただし、イ（１）又はロ（１）の単位数につ

いては、指定訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えてい

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二の４ 訪問看護費 

（１） 「通院が困難な利用者」について 

訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとさ

れているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上での

居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、

訪問看護の提供が必要と判断された場合は訪問看護費を算定

できるものである。加えて、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士による訪問看護については、指定通所リハビリテーションの

みでは家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である場合であって、

ケアマネジメントの結果、看護職員と理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が連携した家屋状況の確認を含めた訪問看護の

提供が必要と判断された場合に、訪問看護費を算定できるもので

ある。「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきという

ことである。 

（２） 訪問看護指示の有効期間について 

訪問看護費は、訪問看護ステーションにあっては、主治の医

師の判断に基づいて交付（２か所以上の訪問看護ステーション

からの訪問看護の場合は各訪問看護ステーションごとに交付）

された指示書の有効期間内に訪問看護を行った場合に算定

する。 

なお、医療機関にあっては、指示を行う医師の診療の日から

一月以内に行われた場合に算定する。別の医療機関の医師

から診療情報提供を受けて、訪問看護を実施した場合には、

診療情報提供を行った医療機関の医師による当該情報提供
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る指定訪問看護事業所であって、居宅サービス計画又は訪問看

護計画書の中に２０分以上の指定訪問看護が週１回以上含まれ

ている場合に算定し、准看護師が指定訪問看護を行った場合

は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。ま

た、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注にお

いて、「理学療法士等」という。）が指定訪問看護を行った場合

は、イ（５）の所定単位数を算定することとし、理学療法士等が１日

に２回を超えて指定訪問看護を行った場合、１回につき１００分の

９０に相当する単位数を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の基礎となる診療の日から一月以内に行われた場合に算定す

る。 

（３） 訪問看護の所要時間の算定について 

① ２０分未満の訪問看護費の算定について 

２０分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が

必要な利用者に対し、日中等の訪問看護における十分な観

察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもの

である。したがって、居宅サービス計画又は訪問看護計画にお

いて２０分未満の訪問看護のみが設定されることは適切ではな

く、２０分以上の保健師又は看護師による訪問看護を週１回以

上含む設定とすること。なお２０分未満の訪問看護は、訪問看

護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として緊

急時訪問看護加算の届け出をしている場合に算定可能であ

る。 

② 訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性

に合わせて提供されるべきであることから、単に長時間の訪問

看護を複数回に区分して行うことは適切ではない。そのため、

次のような取扱いとして行うこと。 

（一） 前回提供した訪問看護からおおむね二時間未満の間隔

で訪問看護を行う場合（２０分未満の訪問看護費を算定する

場合及び利用者の状態の変化等により緊急の訪問看護を

行う場合を除く。）は、それぞれの所要時間を合算するものと

する。 

（二） 一人の看護職員（保健師、看護師又は准看護師をいう。

以下同じ。）が訪問看護を行った後に、続いて別の看護職員

が訪問看護を行った場合には、当該訪問看護の所要時間を

合算することとする。なお、当該訪問看護の提供時間を合算

した場合に、准看護師による訪問看護が含まれる場合に

は、当該訪問看護費は、准看護師による訪問看護費を算定

する。 

（三） 一人の看護職員又は理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士が訪問看護を行った後に、続いて他の職種の看

護職員又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が

訪問看護を実施した場合（看護職員が訪問看護を行った後

に続いて別の理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

が訪問看護を行う場合など）は職種ごとに算定できる。 

（四） なお、一人の利用者に対して、連続して訪問看護を提供

する必要性については、適切なケアマネジメントに基づき判

断すること。  

（４） 理学療法士等の訪問について 

① 理学療法等による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環

としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看

護職員の代わりに訪問させるという位置付けのものである。 

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものはあ

くまで看護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務の

平成２７年厚生労働省告示第９４号 

４ 指定居宅サービス看護給付費単位数表の訪問看護費

の注１の別に厚生労働大臣が定める疾病等 

 

多発性硬化症 

重症筋無力症 

スモン 

筋萎縮性側索硬化症 

脊髄小脳変性症 

ハンチントン病 

進行性筋ジストロフィー症 

パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮

質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤー

ルの重症度分類がステージ三以上であって生活機能

障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。） 

多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎

縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。） 

プリオン病 

亜急性硬化性全脳炎 

ライソゾーム病 

副腎白質ジストロフィー 

脊髄性筋萎縮症 

球脊髄性筋萎縮症 

慢性炎症性脱随性多発神経炎 

後天性免疫不全症候群 

頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 
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注２ 

ハについて、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型

サービス基準」という。）第３条の４第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。以下同じ。）と連携し

て指定訪問看護を行い、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合する指定訪問看護事業所において、通院が困難な

利用者に対して、その主治の医師の指示及び訪問看護計画書

に基づき、指定訪問看護事業所の看護師等が、指定訪問看護を

行った場合に、１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。ただ

し、准看護師が指定訪問看護を行った場合は、所定単位数の 

１００分の９８に相当する単位数を算定する。また、保健師、看護

師又は准看護師が利用者（要介護状態区分が要介護５である者

に限る。）に対して指定訪問看護を行った場合は、１月につき 

８００単位を所定単位数に加算する。なお、１人の利用者に対し、

一の指定訪問看護事業所が訪問看護費を算定している場合に

は、別の指定訪問看護事業所においては、当該訪問看護費は

算定しない。 

うち保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）の規

定にかかわらず業とすることができるとされている診療の補助

行為（言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号）第４２条第１項）

に限る。 

②理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護

は、１回当たり２０分以上訪問看護を実施することとし、一人の

利用者につき週に６回を限度として算定する。 

③理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護

は、1 日２回を超えて（３回以上）行う場合には１回につき所定

単位数の100 分の90に相当する単位数を算定する。なお、

当該取扱いは、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が

連続して３回以上訪問看護を行った場合だけでなく、例えば

午前中に２回、午後に１回行った場合も、同様である。 

（例）１日の訪問看護が３回である場合の訪問看護費 

１回単位数×（90／100）×３回 

※（介護予防） 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による介護予防

訪問看護は１日２回（３回以上）を超えて行う場合には１回

につき所定単位数の100分の50 に相当する単位数を算定

すること。なお、当該取扱いは、理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士が連続して３回以上介護予防訪問看護を

行った場合だけでなく、例えば午前中に２回、午後に１回

行った場合も、同様である。 

（例）１日の介護予防訪問看護が３回である場合の介護予防

訪問看護費 

１回単位数×（50／100）×３回 

④ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提

供している利用者については、毎回の訪問時において記録

した訪問看護記録書等を用い、適切に訪問看護事業所の看

護職員及び理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士間

で利用者の状況、実施した内容を共有するとともに、訪問看

護計画書（以下、「計画書」という。）及び訪問看護報告書（以

下、「報告書」という。）は、看護職員（准看護師を除く）と理学

療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が連携し作成する

こと。また、主治医に提出する計画書は理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が実施した内容も一体的に記載するも

のとし、報告書には、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が提供した訪問看護の内容とその結果等を記載した文

書を添付すること。 

⑤ 複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けている利用者

について、計画書及び報告書の作成にあたっては当該複数

の訪問看護事業所間において十分な連携を図ったうえで作

成すること。 

⑥ 計画書及び報告書の作成にあたっては、訪問看護サービス

の利用開始時及び利用者の状態の変化等に合わせ、定期的
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な看護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価を行

うこと。 

⑦ ⑥における、訪問看護サービスの利用開始時とは、利用者

が過去２月間（歴月）において当該訪問看護事業所から訪問

看護（医療保険の訪問看護を含む。）の提供を受けていない

場合であって、新たに計画書を作成する場合をいう。また、利

用者の状態の変化等に合わせた定期的な訪問とは、主治医

からの訪問看護指示書の内容が変化する場合や利用者の心

身状態や家族等の環境の変化等の際に訪問することをいう。 

⑧ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下⑧において

「理学療法 士等」という。）による訪問看護は、当該訪問看護

事業所における前年の４月から当該年の３月までの期間の理

学療法士等による訪問回数が看護職員による訪問回数を超

えている場合は、当該年度の理学療法士等の訪問看護費か

ら８単位を減算する。前年の４月から当該年の３月までの期間

の看護職員の訪問回数が理学療法士等による訪問回数以上

である場合であっても、算定日が属する月の前６月間におい

て、緊急時訪問看護加算(Ⅰ)、緊急時訪問看護加算(Ⅱ)、特

別管理加算(Ⅰ)、特別管理加算(Ⅱ)、看護体制強化加算(Ⅰ)

及び看護体制強化加算(Ⅱ)のいずれも算定していない場合

は、理学療法士等の訪問看護費から８単位を減算する。な

お、⑥の定期的な看護職員による訪問に際し、看護職員と理

学療法士等が同時に訪問した場合、看護職員の訪問看護費

を算定する場合は看護職員の訪問回数を積算し、看護職員

の訪問看護費を算定せず、理学療法士等の訪問看護費を算

定する場合には、理学療法士等の訪問回数として積算するこ

と。 また、令和６年度に減算する場合は、令和５年度の訪問

回数の実績に応じ、令和６年６月１日から令和７年３月 31 日ま

での間で減算することとし、令和７年度以降は前年度の訪問

回数の実績に応じ、翌年度４月から減算とする。 

（５） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携につ

いては、訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えてい

る事業所として、緊急時訪問看護加算の届け出をしていること

が必要である。 

② 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の報酬は月額定額報

酬であるが、次のような場合には次のような取扱いとする。 

（一） 月の途中から訪問看護を利用した場合又は月の途中で

訪看護の利用を終了した場合には、利用期間（訪問看護の利

用を開始した日から月末日まで又は当該月の初日から利用

を終了した日まで）に対応した単位数を算定する（以下４にお

いて「日割り計算」という。）こととする。 

（二） 月の途中に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を

利用している場合は、その期間について日割り計算により算

定する。 

平成２７年厚生労働省告示第９６号 

３ 指定居宅サービス看護給付費単位数表の訪問看護費

の注２に係る施設基準 

連携する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以

下「指定地域密着型サービス基準」という。）第３条の４第１

項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所をいう。以下同じ。）の名称、住所その他必要な事

項を都道府県知事に届け出ている指定訪問看護事業所

（指定居宅サービス等基準第６０条第１項に規定する指定

訪問看護事業所をいう。以下同じ。）であること。 
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（三） 月の途中で要介護５から他の要介護度に変更となった場

合、及び他の要介護度から要介護５に変更になった場合は日

割り計算により算定する。 

（四） 月途中で、末期の悪性腫瘍又は別に厚生労働大臣が定

める疾病の状態（利用者等告示(※)第４号を参照のこと。）とな

った場合は、その状態にある期間について日割り計算により

算定する。 

（６） 末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて 

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（利

用者等告示(※)第４号を参照のこと。）の患者については、医

療保険の給付の対象となるものであり、訪問看護費は算定し

ない。 

（７） 精神科訪問看護・指導料等に係る訪問看護の利用者の取

扱いについて 

   訪問看護・指導料又は精神科訪問看護基本療養費の算定

に係る医療保険による訪問看護（以下、「精神科訪問看護」と

いう。）の利用者については、医療保険の給付の対象となる 

 ものであり、同一日に介護保険の訪問看護費を算定すること

はできない。なお、月の途中で利用者の状態が変化したこと

により、医療保険の精神科訪問看護から介護保険の訪問看

護に変更、又は介護保険の訪問看護から医療保険の精神科

訪問看護に変更することは可能であるが、こうした事情によら

ず恣意的に医療保険と介護保険の訪問看護を変更すること

はできないものであること。 

（８） 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場

合に准看護師以外の看護師等により訪問看護が行われた場

合の取扱い 

① 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている

場合に、事業所の事情により准看護師ではなく保健師又は看

護師が訪問する場合については、所定単位数に 100 分の 90 

を乗じて得た単位数を算定すること。また、居宅サービス計画

上、保健師又は看護師が訪問することとされている場合に、

事業所の事情により保健師又は看護師ではなく准看護師が

訪問する場合については、准看護師が訪問する場合の単位

数（所定単位数の 100 分の 90）を算定すること。 

② 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている

場合に、事業所の事情により准看護師ではなく理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が訪問する場合については理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を

算定すること。また、居宅サービス計画上、理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が訪問することとされている場合に、

事業所の事情により理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士ではなく准看護師が訪問する場合については、理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士の場合の所定単位数を算定

すること。 
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（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 

別表 ２ 注１ 

（介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 

第二の３（１）～（７） 

※利用者等告示：平成 27 年厚生労働省告示第 94 号 

   

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【２０分未満の訪問看護】 

（問１８） 

２０分未満の報酬を算定する場合は緊急時訪問看護

加算も合わせて算定する必要があるのか。 

（答）  

緊急時訪問看護加算の体制の届出をしていることを

要件としており、緊急時訪問看護加算を算定している

必要はない。 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【２０分未満の訪問看護】 

（問１９） 

「所要時間２０分未満」の訪問看護で想定している看

護行為は具体的にどのようなものか。 

（答）  

気管内吸引、導尿や経管栄養等の医療処置の実施

等を想定している。なお、単に状態確認や健康管理等

のサービス提供の場合は算定できない。 

また、高齢者向けの集合住宅等において、単に事業

所の効率の向上のみを理由として、利用者の状態等を

踏まえずに本来２０分以上の区分で提供すべき内容の

訪問看護を複数回に分け提供するといった取扱いは適

切ではない。 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【２０分未満の訪問看護】 

（問２０） 

１日に複数回の訪問看護を実施する場合、訪問看護

終了後２時間以上経過していなければ必ず所要時間を

合算するのか。 

（答）  

２０分未満の訪問看護と計画外で緊急に訪問看護を

実施した場合は合算しない。 

また、おおむね２時間としており、例えば計画上は、２

時間後に訪問をする予定であったが、点滴注射等が早

めに終了した等の理由で、若干時間に変動があった場

合等は計画どおりの報酬を算定する。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【複数訪問を行う場合の取扱い】 

（問２１） 

７０分の訪問を行った後、２時間以内に４０分の訪問

を実施した場合はどのように報酬を算定するのか。 

（答）  

１時間以上１時間半未満の報酬を算定する。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A（vol.1）」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【理学療法士等の訪問】 

（問３８） 

理学療法士等の訪問については、訪問看護計画に

おいて、理学療法士等の訪問が保健師又は看護師に

よる訪問の回数を上回るような設定がなされてもよいの

か。 

（答）  

リハビリテーションのニーズを有する利用者に対し、

病院、老人保健施設等が地域に存在しないこと等によ

り訪問リハビリテーションを適切に提供できず、その代

替えとしての訪問看護ステーションからの理学療法士

等の訪問が過半を占めることもあることから、理学療法

士等の訪問が保健師又は看護師による訪問の回数を

上回るような設定もあると考える。 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２２） 

理学療法士等による訪問看護は、１回の訪問看護に

つき１回分の報酬しか算定できないのか。 

（答）  

理学療法士等による訪問看護については、２０分以

上を１回として、１度の訪問で複数回の実施が可能であ

る。例えば、１度で４０分以上の訪問看護を行った場合

は２回分の報酬を算定できる。 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２３） 

理学療法士等による訪問看護は、１日に２回を超え

て行う場合に１回につき９０／１００ に相当する単位数

を算定するとなっているが、何回行った場合に９０／  

１００ に相当する単位数を算定するのか。 

（答）  

１日に３回以上の訪問看護を行った場合に、１日の各訪

問看護費の１００分の９０に相当する単位数を算定す

る。 

 

(例)１日の訪問看護が３回以上の場合の訪問看護費 

１回単位数 ×（９０／１００）×３回 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２４） 

理学療法士等による訪問看護は、連続して３回以上

訪問看護を行った場合だけでなく、午前中に２回、午後

に１回行った場合にも９０／１００に相当する単位数を算

定するのか。 

（答）  

１日に３回以上行う場合には、連続して行った場合に

限らず、１日の各訪問看護費の１００分の９０ に相当す

る単位数を算定する。 
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●介護保険最新情報 vol.284「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.3）」（平成 24 年 4 月 25 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問１） 

複数の事業所の理学療法士等が１人の利用者に対

して訪問看護を１日に合計して３回以上行った場合は、

それぞれ９０／１００に相当する単位数を算定するの 

か。 

（答）  

それぞれ９０／１００に相当する単位数を算定する。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 介護報酬改定に関する Q&A）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２１） 

留意事項通知において、「計画書及び報告書の

作成にあたっては、訪問看護サービスの利用開始時

及び利用者の状態の変化等に合わせ、定期的な看

護職員による訪問により利用者の状態の適切な評価

を行うこと。」とされたが、看護職員による訪問につい

てどのように考えればよいか。 

（答）  

訪問看護サービスの「利用開始時」については、

利用者の心身の状態等を評価する観点から、初回の

訪問は理学療法士等の所属する訪問看護事業所の

看護職員が行うことを原則とする。また、「定期的な看

護職員による訪問」については、訪問看護指示書の

有効期間が６月以内であることを踏まえ、少なくとも

概ね３ヶ月に１回程度は当該事業所の看護職員によ

る訪問により、利用者の状態の適切な評価を行うもの

とする。なお、当該事業所の看護職員による訪問に

ついては、必ずしもケアプランに位置づけ訪問看護

費の算定までを求めるものではないが、訪問看護費

を算定しない場合には、訪問日、訪問内容等を記録

すること。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 介護報酬改定に関する Q&A）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２２） 

平成３０年４月以前より理学療法士等による訪問看

護を利用している者であって、かつ看護職員による

訪問が概ね３ヶ月間に一度も訪問していない利用者

について、利用者の状態の変化等に合わせ、定期

的な看護職員による訪問をする必要があるのか。 

（答）  

理学療法士等による訪問看護はその訪問が看護

業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたも

のである場合に、看護職員の代わりに訪問させるも

のであることから、当該事業所の看護職員による訪

問による評価がなされていない利用者については、

速やかに当該事業所の看護職員の訪問により利用

者の状態の適切な評価を要するものとする。 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 介護報酬改定に関する Q&A）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問２３） 

理学療法士等による訪問看護はその訪問が看護

業務の一環としてのリハビリテーションを中心とし

たものである場合に看護職員の代わりに訪問させ

る訪問ものであること等を説明した上で利用者の

同意を得ることとなったが、同意書の様式はあるの

か。また、平成３０年４月以前より理学療法士等に

よる訪問看護を利用している者について、同意を

得る必要があるのか。 
 

（答）  

同意に係る様式等は定めておらず、方法は問わない

が、口頭の場合には同意を得た旨を記録等に残す必

要がある。また、すでに理学療法士等による訪問看護

を利用している者についても、速やかに同意を得る必

要がある。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３）」（令和３年３月 26 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問１３） 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による介護予

防訪問看護について、当該事業所においてサービスを

継続しているが、要介護認定の状態から要支援認定へ

変更となった場合の12月の取扱如何。 

（答）  

法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が

生じた日以降で、理学療法士・作業療法士・言語聴

覚士による当該サービスを利用開始した日が属する

月をもって、利用が開始されたものとする。ただし、要

支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援

２への変更及び要支援２から要支援１への変更）はサ

ービスの利用が継続されているものとみなす。  

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問 28） 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下「理

学療法士等」という。）による訪問看護の減算の要件で

ある、前年度の理学療法士等による訪問回数は、連続

して２回の訪問看護を行った場合はどのように数えるの

か。 

（答）  

理学療法士等による訪問看護の減算に係る訪問

回数については、理学療法士等が連続して２回の訪

問を行った場合は、１回と数える。例えば、理学療法

士が３月１日と３月３日にそれぞれ２回ずつ訪問を実

施した場合、算定回数は４回であるが、訪問回数は２

回となる。また、理学療法士等が３月５日の午前に１

回、午後に連続して２回訪問を実施した場合は、算

定回数は３回、訪問回数は２回となる。 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問 29） 

前年度の理学療法士等による訪問回数はどのように

算出するのか。 

（答）  

居宅サービス計画書、訪問看護報告書及び訪問

看護記録書等を参照し、訪問回数を確認すること。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問 30） 

前年度の理学療法士等による訪問回数には、連携

型の定期巡回・随時対応型訪問介護看護による訪問回

数は含まれるか。 

 

（答）  

含まれる。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1261「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）」（令和６年４月 30 日） 

【理学療法士等による訪問看護】 

（問１） 

減算の要件のひとつに「当該訪問看護事業所におけ

る前年度の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

による訪問回数が、看護職員による訪問回数を超えて

いること。」とあるが、この訪問回数は、訪問看護費と介

護予防訪問看護費で別々で数えるのか。それとも合算

して数えるのか。 

 

（答）  

指定訪問看護事業者が指定介護予防訪問看護事

業者の指定を合わせて受け、一体的に運営されてい

る場合については合算して数える。 

同様に、緊急時（介護予防）訪問看護加算、特別

管理加算、看護体制強化加算（（Ⅰ）又は（Ⅱ）あるい

は（予防））に係る要件についても、訪問看護費と介

護予防訪問看護費における双方の算定日が属する

月の前６月間において、加算の算定実績がない場合

には、所定の単位を減算する。 
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●介護保険最新情報 vol.284「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.3）」（平成 24 年 4 月 25 日） 

【複数名による訪問看護】 

（問２） 

理学療法士等が看護師等と一緒に利用者宅を訪問

しサービスを提供した場合に、基本サービス費はいず

れの職種の報酬を算定するのか 

この場合、同時に複数名の看護師等が訪問看護を

行った場合に係る加算を算定することは可能か。 

（答）  

 基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいずれ

かの職種に係る報酬を算定する。 

 また、同時に複数名が訪問看護を行った場合に係る

加算の算定は可能である。なお、理学療法士等が主に

訪問看護を行っている場合であっても、訪問看護の提

供回数ではなく、複数名での訪問看護の提供時間に応

じて加算を算定する。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 介護報酬改定に関する Q&A）」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【複数事業所による訪問看護】 

（問２０） 

複数の訪問看護事業所から訪問看護を受けて

いる利用者について、訪問看護計画書及び訪問

看護報告書の作成にあたっては当該複数の訪問

看護事業所間において十分な連携を図ったうえで

作成することとあるが、どのように連携すればよい

のか。 
 

（答）  

複数の訪問看護事業所により訪問看護が行われ

ている場合については、それぞれの事業所で作成さ

れた計画書等の内容を共有するものとし、具体的に

は計画書等を相互に送付し共有する若しくはカンフ

ァレンス等において情報共有するなどが考えられる

が、後者の場合にはその内容について記録に残す

ことが必要である。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合】 

（問２５） 

月のうち１回でも准看護師が訪問看護を行った場合

は９８／１００ に相当する単位数を算定するのか。 

（答）  

そのとおり。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合】 

（問２６） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携し

た場合の報酬を算定する場合、同一建物に居住する利

用者に対する減算は適用されるのか。 

（答）  

適用されない。 
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●介護保険最新情報 vol.629 平成年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合】 

（問２９） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と

連携した場合の報酬を算定する場合、訪問看護

で設定されている全ての加算が算定できるのか。 
 

（答）  

夜間又は早朝、深夜に訪問看護を行う場合の加

算、複数名訪問加算、1時間30分以上の訪問看護を

行う場合の加算及び看護体制強化加算は算定でき

ない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.284「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.3）」（平成 24 年 4 月 25 日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】 

（問９） 

訪問看護事業所が、新たに定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所と連携して訪問看護を行う場合、連

携する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

名称等の届出を行い、訪問看護費を算定することとなる

が、いつから当該訪問看護費を算定することができるの

か。 

（答）  

都道府県が当該届出を受理した後（訪問看護事業所

が届出の要件を満たしている場合に限る。）に、利用者

が訪問看護の利用を開始した日から算定することが可

能である。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.273「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月 30 日） 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】 

（問２４） 

訪問看護サービスの利用者について当該利用者の

心身の状況等により訪問看護サービスを行わなかった

場合、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（２）

（訪問看護サービスを行う場合）の算定はできるのか。 

（答）  

利用者の都合や、月の途中で医療保険の訪問看護

の給付対象となった場合、一時的な入院をした場合な

どのやむを得ない事情により、居宅サービス計画や定

期巡回・随時対応サービス計画において定期的に訪問

することを位置付けていた訪問看護サービスを提供す

ることが結果としてなかった月においては、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（２）の算定は可能（医

療保険の訪問看護の給付対象となった日数を除く。）で

ある。 

なお、この場合、利用者にとって真に必要なサービス

が提供されるよう、適切なアセスメントとケアマネジメント

により、居宅サービス計画や定期巡回・随時対応サー

ビス計画の見直しを検討すべきである。 

 

※ 定期巡回･随時対応サービスと連携して訪問看護を

行う場合の訪問看護費の取扱いについても同様 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【准看護師が訪問することとされている場合に理学療法士等が訪問する場合】 

（問２８） 

訪問看護ステーションにおいて、居宅サービス

計画上、准看護師が訪問することとされている場

合に、事業所の事情により准看護師ではなく理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問する

場合については理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士の場合の所定単位数を算定する場合と

あるが具体的にはどのように考えればよいか。 

 
 

（答）  

例えば、居宅サービス計画上、准看護師による 30

分以上１時間未満の訪問看護を計画していたが、事

業所の事情により准看護師の代わりに理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が 30 分の訪問看護を

行った場合は、理学療法士、作業療法士又は言語

聴覚士の場合の１回の単位数を算定することにな

る。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【退院日における訪問看護】 

（問 37） 

介護老人保健施設、介護医療院及び医療機関

を退院・退所した日に訪問看護費を算定できるの

は、特別管理加算の対象の状態である利用者の

ほか、主治の医師が退院・退所した日に訪問看護

が必要であると認めた場合でよいか。 
 

（答）  

そのとおり。 
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４４ 高齢者虐待防止措置未実施減算  

〇以下の措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数の１００分の１に相当する単

位数を所定単位数から減算する。 

①虐待の防止に係る対策を検討するための委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、看護師等に十分周知する。 

②虐待防止のための指針を整備する。 

③看護師等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

④以上①から③に掲げる措置を適正に実施するための担当者を置く。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

⑼ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所におい

て高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定居宅サービス基準

第 37 条の２（指定居宅サービス等基準第 39 条の３において準用

する場合を含む。）に規定する措置を講じていない場合に、利用

者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的に

は、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に

開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していな

い、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していな

い又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を

置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県

知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基

づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた

月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全

員について所定単位数から減算することとする。 

 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【高齢者虐待防止措置未実施減算】 

 

（問 167） 

高齢者虐待が発生していない場合においても、虐

待の発生又はその再発を防止するための全ての措

置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実

施、担当者を置くこと）がなされていなければ減算の

適用となるのか。 

（答）  

・ 減算の適用となる。  

・ なお、全ての措置の一つでも講じられていなけ

れば減算となることに留意すること。 

（問 168） 

運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止

措置が講じられていない事実が、発見した日の属する

月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 

（答） 

過去に遡及して当該減算を適用することはできず、

発見した日の属する月が「事実が生じた月」となる。 
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（問 169） 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐

待の発生又はその再発を防止するための全ての措

置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実

施、担当者を置 くこと）がなされていない事実が生じ

た場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提 

出した後、事実が生じた月から三月後に改善計画に

基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、

事実が生じた月の翌月から改善が認められた月まで

の間について、入居者全員について所定単位数か

ら減算することとする。」こととされているが、施設・事

業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置

を行うことはできないの か。 

（答）  

改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じ

た月の翌月から減算の措置を行って差 し支えない。

当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出さ

れ、事実が生じた月から３か月以降に当該計画に基

づく改善が認められた月まで継続する。 

（問 170） 

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模

な事業者では、実質的に従業者 が１名だけというこ

とがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会

の開催や研修を定期的にしなければならないのか。 

（答）  

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳

を守るため、関係機関との連携を密 にして、規模の

大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期

的に実施していただきたい。小規模事業所において

は他者・他機関によるチェック機能が得られにくい環

境にあることが考えられることから、積極的に外部機

関等を活用されたい。  

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会

の開催にあたっては、法人内の複数事業所による合

同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開

催、関係機関等の協力を得て開催することが考えら

れる。  

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員

会同様法人内の複数事業所や他委員会 との合同

開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への

参加、複数の小規模事業所による外部講師を活用し

た合同開催等が考えられる。  

・ なお、委員会や研修を合同で開催する場合は、参

加した各事業所の従事者と実施したことの内容等が

記録で確認できるようにしておくことに留意すること。  

・また、小規模事業所等における委員会組織の設置

と運営や、指針の策定、研修の企画と運営に関して

は、以下の資料の参考例（※）を参考にされたい。 

（※）社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研

修仙台センター「施設・事業所における 高齢者虐待

防止のための体制整備-令和 3 年度基準省令改正

等に伴う体制整備の基本と参 考例」令和 3 年度老

人保健健康増進等事業、令和 4 年 3 月。 
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４５ 業務継続計画未策定減算  

○以下の措置を講じていない場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日で

ある場合は当該月）から基準を満たない状況が解消されるに至った月まで、利用者全員につい

て所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問看護の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」と

いう。）を策定する。 

②当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる。 

 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

⑽ 業務継続計画未策定減算について 

 業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等

基準第 30 条の２第１項（指定居宅サービス等基準第 39 条の３に

おいて準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実

が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が

月の初日である場合は当該月）から基準を満たない状況が解消

されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所

定単位数から減算することとする。なお、経過措置として、令和７

年３月 31 日までの間、当該減算は適用しないが、義務となってい

ることを踏まえ、速やかに作成すること。 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【業務継続計画未策定減算】 

（問 164） 

業務継続計画未策定減算はどのような場合に適

用となるのか。 

（答）  

・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業

務継続計画が未策定の場合、かつ、当該業務継

続計画に従い必要な措置が講じられていない場

合に減算の対象となる。 

・ なお、令和３年度介護報酬改定において業務

継続計画の策定と同様に義務付けられた、 

業務継続計画の周知、研修、訓練及び定期的な

業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継

続計画未策定減算の算定要件ではない。 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【業務継続計画未策定減算】 

（問 166） 

行政機関による運営指導等で業務継続計画の未

策定など不適切な運営が確認された場合、「事実が

生じた時点」まで遡及して当該減算を適用するのか。 

（答）  

・ 業務継続計画未策定減算については、行政機

関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した

時点ではなく、「基準を満たさない事実が生じた時

点」まで遡及して減算を適用することとなる。  

・ 例えば、通所介護事業所が、令和７年 10 月の

運営指導等において、業務継続計画の未 策定が

判明した場合（かつ、感染症の予防及びまん延の

防止のための指針及び非常災害に 関する具体

的計画の策定を行っていない場合）、令和７年 10 

月からではなく、令和６年４月から減算の対象とな

る。  

・ また、訪問介護事業所が、令和７年 10月の運営

指導等において、業務継続計画の未策定が判明

した場合、令和７年４月から減算の対象となる。 

 

 

４６ 早朝・夜間、深夜の訪問看護の取扱い 

○夜間（１８～２２時）又は早朝（６～８時）は、１回につき所定単位数の１００分の２５、深夜（２２～６

時）に訪問看護を行った場合は、所定単位数の１００分の５０を加算すること。 

【指導事例】 

＊緊急時訪問を行った場合に、１回目の緊急訪問について早朝・夜間、深夜訪問看護加算を算定

していた。 

（※「５１ 緊急時訪問看護加算」参照） 

※定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合、当該加算は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注５ 

イ及びロについて、夜間又は早朝に指定訪問看護を行った場

合は、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を

所定単位数に加算し、深夜に指定訪問看護を行った場合は、 

１回につき所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単

位数に加算する。 

 

 

 

（１１） （第二の２（１３）を参照） 

  訪問介護と同様であるので、２（１３）を参照されたい。なお、 

２０分未満の訪問の場合についても、同様の取扱いとする。 

  

第二の２ 

（１３） 早朝・夜間、深夜の訪問介護の取扱い 

居宅サービス計画上又は訪問看護計画上、訪問看護のサ

ービス開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当

該加算を算定するものとすること。なお、利用時間が長時間に

わたる場合に、加算の対象となる時間帯におけるサービス提供

時間が全体のサービス提供時間に占める割合がごくわずかな

場合においては、当該加算は算定できない。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注４ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（８） 
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●介護保険最新情報 vol.59「介護報酬等に係る Q&A」（平成 12 年 3 月 31 日） 

【営業日以外の訪問看護】 

（問Ⅰ（１）③８） 

 訪問看護ステーションの営業日が月～金曜日までの

場合に、介護支援専門員から土・日曜日の訪問看護を

依頼され、特別にサービスを提供することとした場合、

告示に定められている基準の額以外に別途休日の加

算を算定してよいか。 

（緊急時訪問看護加算を算定していない場合） 

（答）  

 居宅サービス計画で、土日の訪問看護が位置づけさ

れた場合も休日の加算は算定できない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.71「介護報酬等に係る Q&A vol.2」（平成 12 年 4 月 28 日） 

【事業所の休日における利用者負担】 

（問Ⅰ（１）③２） 

事業所の休日に、利用者の希望により居宅サービス

計画に位置づけられた訪問看護を行う場合、現在の医

療保険における取扱いと同様に、別途その他の負担金

を徴収してよろしいか。 

（答）  

 そのような取扱いはできません。 
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４７ 複数名訪問看護加算 

○同時に二人の看護師等が行う場合は、身体的若しくは特定の行為のため困難な状況にあり、利

用者などの同意に基づき行うものである。 

○複数名訪問加算（Ⅰ）訪問者は、両名とも保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士

若しくは言語聴覚士であるものとする。 

○複数名加算（Ⅱ）一人が上記看護師等でもう一人は看護補助者であるものとする。 

【指導事例】 

＊一人の看護師等による訪問看護が困難な身体的理由、暴力行為等、厚生労働大臣が定める基

準に該当しないにもかかわらず、複数名訪問加算を算定している。 

＊複数の看護師等による訪問看護について、居宅サービス計画、訪問看護計画に位置付けられて

いない。 

＊複数の看護師等で訪問看護を行うことについて、利用者等の同意を得ていない。 

＊一人の看護師等で訪問看護を行ったにもかかわらず複数名訪問加算を算定している。 

※定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合、当該加算は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注６ 

イ及びロについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たす

場合であって、同時に複数の看護師等が１人の利用者に対して

指定訪問看護を行ったとき又は看護師等が看護補助者と同時に

１人の利用者に対して指定訪問看護を行ったときは、複数名訪問

加算として、次に掲げる区分に応じ１回につきそれぞれの単位数

を所定単位数に加算する。 

（１） 複数名訪問加算(Ⅰ) 

(一) 複数の看護師等が同時に所要時間３０分未満の指

定訪問看護を行った場合         ２５４単位 

(二) 複数の看護師等が同時に所要時間３０分以上の指

定訪問看護を行った場合         ４０２単位 

（２） 複数名訪問加算(Ⅱ) 

(一) 看護師等が看護補助者と同時に所要時間３０分未

満の指定訪問看護を行った場合     ２０１単位  

(二) 看護師等が看護補助者と同時に所要時間３０分以

上の指定訪問看護を行った場合     ３１７単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12） 複数名訪問加算について 

① 二人の看護師等又は一人の看護師等と一人の看護補助者

が同時に訪問看護を行う場合の複数名訪問加算は、体重が

重い利用者を一人が支持しながら、必要な処置を行う場合

等、一人で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるもので

あり、これらの事情がない場合に、単に二人の看護師等（うち

一人が看護補助者の場合も含む。）が同時に訪問看護を行っ

たことのみをもって算定することはできない。 

② 複数名訪問加算（Ⅰ）において訪問を行うのは、両名とも看

護師等であることとし、複数名訪問加算（Ⅱ）において訪問を

行うのは、訪問看護を行う一人が看護師等であり、同時に訪問

する一人が看護補助者であることを要する。 

③ 複数名訪問加算（Ⅱ）における看護補助者とは、訪問看護を

担当する看護師等の指導の下に、療養生活上の世話（食事、

清潔、排泄、入浴、移動等）の他、居室内の環境整備、看護 

用品及び消耗品の整理整頓等といった看護業務の補助を行

う者のことであり、資格は問わないが、秘密保持や安全等の

観点から、訪問看護事業所に雇用されている必要があるもの

とする。 
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（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注５ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（９） 

 

●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【複数名訪問加算】 

（問３９） 

複数名訪問加算は３０分未満と３０分以上で区分され

ているが、訪問時間全体のうち、複数の看護師が必要

な時間で分けるのか。例えば、訪問看護（３０分以上

１時間未満）のうち複数の看護師が必要な時間が３０分

未満だった場合はどちらを加算するのか。 

（答） 

１人目の看護師の訪問の時間によらず、２人目の看

護師が必要な時間である３０分未満を加算する。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年 3 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【複数名訪問加算】 

（問１５） 

訪問看護ステーションの理学療法士、作業療法士

又は言語聴覚士が看護職員と一緒に利用者宅を訪

問しサービスを提供した場合に、基本サービス費は

いずれの職種の報酬を算定するのか。この場合、複

数名訪問加算を算定することは可能か。 

（答） 

基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいず

れかの職種に係る報酬を算定する。また、訪問看護

ステーションの理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士と看護職員が一緒に訪問看護を行った場合、複

数名訪問加算の要件を満たす場合、複数名訪問加

算（Ⅰ）の算定が可能である。なお、訪問看護ステー

ションの理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が

主に訪問看護を行っている場合であっても、訪問看

護の提供回数ではなく、複数名での訪問看護の提供

時間に応じて加算を算定する。 

 

 

 

平成２７年厚生労働省告示第９４号 

５ 指定居宅サービス看護給付費単位数表の訪問看護費の注４の厚

生労働大臣が定める基準 

 

 同時に複数の看護師等により指定訪問看護（指定居宅サービス等

基準第５９条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。）を行うこと

又は看護師等が看護補助者と同時に指定訪問看護を行うことについ

て利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいず

れかに該当するとき 

イ 利用者の身体的理由により一人の看護師等による指定訪問看護

が困難と認められる場合 

ロ 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 

ハ その他利用者の状況等から判断して、イ又はロに準ずると認めら

れる場合 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年 3 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【複数名訪問加算】 

（問１６） 

複数名訪問加算（Ⅱ）の看護補助者については、

留意事項通知において「資格は問わないが、秘密保

持や安全等の観点から、訪問看護事業所に雇用さ

れている必要がある」と明記されているが、従事者の

変更のたびに届けを行う必要があるのか。 

 

（答） 

複数名訪問加算（Ⅱ）の看護補助者については、

看護師等の指導の下に、看護業務の補助を行う者と

しており、例えば事務職員等であっても差し支えな

い。また、当該看護補助者については、指定基準の

人員に含まれないことから、従事者の変更届の提出

は要しないものであるが、秘密保持や安全等の観点

から、事業所において必要な研修等を行うことが重

要である。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年 3 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【複数名訪問加算】 

（問１７） 

看護師等と同時に訪問する者に応じ、複数名訪問

加算（Ⅰ）又は複数名訪問加算（Ⅱ）を算定すること

になるが、同一日及び同一月において併算すること

ができるか。 

 

（答） 

それぞれ要件を満たしていれば同一日及び同一

月に併算することは可能である。 

 

●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年 3 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【複数名訪問加算】 

（問１８） 

看護師等と同時に訪問する者に応じ、複数名訪問

加算（Ⅰ）又は複数名訪問加算（Ⅱ）を算定すること

になるが、算定回数の上限はあるか。 

（答） 

それぞれ要件を満たしており、ケアプランに位置

づけられていれば、算定回数の上限はない。 
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４８ 長時間訪問看護加算 

○特別な管理を必要とする利用者について、１時間３０分を超える訪問看護を行う場合に 

１回につき３００単位を所定単位に加算する。 

○准看護師についての減算はない。 

【指導事例】 

＊特別な管理を必要としない利用者に対し、長時間訪問看護加算を算定していた。 

※定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合、当該加算は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注７ イ（４）及びロ（４）について、指定訪問看護に関し特別な管

理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態にあるも

のに限る。以下同じ。）に対して、所要時間１時間以上１時間３０分

未満の指定訪問看護を行った後に引き続き指定訪問看護を行う

場合であって、当該指定訪問看護の所要時間を通算した時間が

１時間３０分以上となるときは、１回につき３００単位を所定単位数

に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13） 長時間訪問看護への加算について 

① 「指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者」につ

いては（17）を参照のこと。 

② 当該加算については、保健師又は看護師が行う場合であっ

ても、准看護師が行う場合であっても、同じ単位を算定するも

のとする。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注６ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１０） 

 

平成２７年厚生労働省告示第９４号 

６ 指定居宅サービス看護給付費単位数表の訪問看護費の

注５の別に厚生労働大臣が定める状態 

 

次のいずれかに該当する状態 

イ 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第 

５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬

点数表」という。）に掲げる在宅悪性腫瘍患者指導管理若し

くは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又は気

管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管

理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在

宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法

指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療

法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高

血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

ニ 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（平成 15 年 5 月 30 日） 

【サービス提供時間】 

（問１１） 

 サービス提供時間が１時間３０分を超過する場合の費

用の算定方法について 

（答）  

１時間３０分を超過する場合については､訪問看護ス

テーションが定めた利用料を徴収できる。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.79「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.2）について」（平成 21 年 4 月 17 日） 

【長時間訪問看護加算】 

（問１５） 

ケアプラン上は１時間３０分未満の訪問看護の予定で

あったが、アクシデント等によりサービスの提供時間が１

時間３０分を超えた場合は、長時間訪問看護加算として

３００単位を加算してよいか。 

（答） 

長時間訪問看護加算は、ケアプラン上１時間３０分以

上の訪問が位置付けられていなければ算定できない。 

（問１６） 

長時間の訪問看護に要する費用については、１時間

３０分を超える部分については、保険給付や１割負担と

は別に、訪問看護ステーションで定めた利用料を徴収

できることとなっているが、長時間訪問看護加算を算定

する場合は、当該利用料を徴収できないものと考える

が、どうか。 

（答） 

 貴見のとおり。 
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４９ 同一の敷地内・隣接する敷地内の建物に居住する利用者に対する取扱い  

○指定訪問看護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護事業所と

同一建物に居住する利用者に対し指定訪問看護を行った場合は、所定単位数に９０／１００ 

を乗じた単位数を算定する。 

○上記建物のうち、当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり５０人以上の場合は、所定単位

に ８５／１００を乗じた単位数を算定する。 

○上記以外の範囲に所在する建物に居住する利用者の人数が１月あたり２０人以上の場合は、所

定単位数に９０／１００を乗じた単位数を算定する。（当該住宅に居住する利用者に行ったサービ

スに対してのみ。）。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注８ 

指定訪問看護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは

隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護事業所と同一建物

（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する

利用者（指定訪問看護事業所における１月当たりの利用者が同

一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を

除く。）又は指定訪問看護事業所における１月当たりの利用者が

同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除

く。）に居住する利用者に対して、指定訪問看護を行った場合

は、１回につき所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算

定し、指定訪問看護事業所における１月あたりの利用者が同一

敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対

して、指定訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の 

１００分の８５に相当する単位数を算定する。 

 

 

 

 

（１４）（第二の２（１６）を参照） 

第二の２ 

（１６） 指定訪問看護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷

地内の建物若しくは指定訪問看護事業所と同一の建物（以

下「同一敷地内建物等」という。）等に居住する利用者に対す

る取扱い 

① 同一敷地内建物等の定義 

注８における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問看護

事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地

内並びに隣接する敷地（当該指定訪問看護事業所と建築物

が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物

のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。

具体的には、一体的な建築物として、当該建物の１階部分に

指定訪問看護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつ

ながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地

内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭

い道路を挟んで隣接する場合などが該当するものであるこ 

と。 

② 同一の建物に20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を

除く。）の定義 

イ 「当該指定訪問看護事業所における利用者が同一建物に

20人以上居住する建物」とは、①に該当するもの以外の建

築物を指すものであり、当該建築物に当該指定訪問看護事

業所の利用者が20人以上居住する場合に該当し、同一敷

地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利

用者数を合算するものではない。 

ロ  この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平 

均を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該

月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合

計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用

者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものと

する。また、当該指定訪問看護事業所が、第１号訪問事業
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（旧指定介護予防訪問看護に相当するものとして市町村が

定めるものに限る。以下同じ。）と一体的な運営をしている場

合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 

③ 当該減算は、指定訪問看護事業所と建築物の位置関係によ

り、効率的なサービス提供が可能であることを適切に評価す

る趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関

係のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的

には、次のような場合を一例として、サービス提供の効率化に

つながらない場合には、減算を適用すべきではないこと。 

（同一敷地内建物等に該当しないものの例） 

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する

場合 

・隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられ 

ており、横断するために迂回しなければならない場合 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物について

は、当該建築物の管理、運営法人が当該指定訪問看護事業

所の指定訪問看護事業者と異なる場合であっても該当するも

のであること。 

⑤ 同一敷地内建物等に50人以上居住する建物の定義 

イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等におけ 

  る当該指定訪問看護事業所の利用者が50人以上居住す  

  る建物の利用者全員に適用されるものである。 

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均 

を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該 

月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合

計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用

者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものと

する。 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号別表 ２ 注７ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１１） 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問７） 

「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に

該当するもの以外の集合住宅に居住する利用者に対し

訪問する場合、利用者が１月あたり２０人以上の場合減

算の対象となるが、算定月の前月の実績で減算の有無

を判断することとなるのか。 

（答）  

算定月の実績で判断することとなる。 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問５） 

月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物

に入居した又は当該建物から退居した場合、月の

全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか 

（答）  

集合住宅減算については、利用者が減算対象とな

る建物に入居した日から退居した日までの間に受けた

サービスについてのみ減算の対象となる。 

月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介

護費、夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）及び定期巡回・随

時対応型訪問介護看護費については、利用者が減算

対象となる建物に居住する月があるサービスに係る報

酬（日割り計算が行われる場合は日割り後の額）につ

いて減算の対象となる。 

なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応

型訪問介護費については減算の対象とならない。ま

た、（介護予防）小規模多機能型居宅介護費及び看護

小規模多機能型居宅介護費については利用者の居

所に応じた基本報酬を算定する。 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問６） 

集合住宅減算について、「同一の敷地内若し

くは隣接する敷地内の建物」であっても「サービ

ス提供の効率化につながらない場合には、減算

を適用すべきではないこと」とされているが、具

体的にはどのような範囲を想定しているのか。 

（答）  

集合住宅減算は、訪問系サービス（居宅療養管理指導

を除く）について、例えば、集合住宅の１階部分に事業所

がある場合など、事業所と同一建物に居住する利用者を

訪問する場合には、地域に点在する利用者を訪問する場

合と比べて、移動等の労力（移動時間）が軽減されること

から、このことを適正に評価するために行うものである。 

従来の仕組みでは、事業所と集合住宅（養護老人ホー

ム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢

者向け住宅に限る。以下同じ。）が一体的な建築物に限り

減算対象としていたところである。 

今般の見直しでは、事業所と同一建物の利用者を訪問

する場合と同様の移動時間により訪問できるものについ

ては同様に評価することとし、「同一敷地内にある別棟の

集合住宅」、「隣接する敷地にある集合住宅」、「道路等を

挟んで隣接する敷地にある集合住宅」のうち、事業所と同

一建物の利用者を訪問する場合と同様に移動時間が軽

減されるものについては、新たに、減算対象とすることとし

たものである。 

このようなことから、例えば、以下のケースのように、事

業所と同一建物の利用者を訪問する場合とは移動時間

が明らかに異なるものについては、減算対象とはならない

ものと考えている。 

・ 広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、Ｕ

Ｒ（独立行政法人都市再生機構）などの大規模団地や、

敷地に沿って複数のバス停留所があるような規模の敷

地） 

・ 幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪

問するために迂回しなければならないもの 
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●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問８） 

「同一建物に居住する利用者が 1 月あたり 20 人

以上である場合の利用者数」とは、どのような者の数

を指すのか。 

（答）  

この場合の利用者数とは、当該指定訪問介護事

業所とサービス提供契約のある利用者のうち、該当

する建物に居住する者の数をいう。（サービス提供契

約はあるが、当該月において、訪問介護費の算定が

なかった者を除く。） 

 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問９） 

集合住宅減算の対象となる「有料老人ホーム」と

は、未届であっても実態が備わっていれば「有料老

人ホーム」として取り扱うことでよいか。 

（答）  

貴見のとおり、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 

号）第 29 条第１項に規定する有料老人ホームの要

件に該当するものであれば、集合住宅減算の対象と

なる。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問１０） 

集合住宅減算として、①指定訪問介護事業所と同

一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の利用

者、②指定訪問介護事業所の利用者が 20 人以上

居住する建物の利用者について減算となるが、例え

ば、当該指定訪問介護事業所と同一建物に 20 人

以上の利用者がいる場合、①及び②のいずれの要

件にも該当するものとして、減算割合は△20％となる

のか。 

（答）  

集合住宅減算は、①指定訪問介護事業所と同一

の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物（養護老人

ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービ

ス付き高齢者向け住宅に限る。）の利用者又は②①

以外の建物であって、当該指定訪問介護事業所に

おける利用者が同一建物（建物の定義は①と同じ。）

に20 人以上居住する建物の利用者について減算と

なるものであり、①と②は重複しないため、減算割合

は△10％である。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.454「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 27 年 4 月 1 日） 

【集合住宅減算について】 

（問１１） 

集合住宅減算について、サービス提供事業所と建

物を運営する法人がそれぞれ異なる法人である場合

にはどのような取扱いとなるのか。 

（答）  

サービス提供事業所と建物を運営する法人が異な

る場合も減算対象となる。 
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５０ 特別地域訪問看護加算    

○特別な地域に所在する指定訪問看護事業所又はそのサテライト事業所の看護師等が指定訪問

看護を行った場合に１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を加算する。 

○この場合の所定単位数には、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含

まない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注９ 

別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定訪問看護事

業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない

場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用される事

務所の看護師等が指定訪問看護を行った場合は、特別地域訪

問看護加算として、イ及びロについては１回につき所定単位数の

１００分の１５に相当する単位数を、ハについては１月につき所定

単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 

 

（１５） （第二の２ （１７） を参照） 

 訪問介護と同様であるので、２（１７）を参照されたい。 

 なお、当該加算は所定単位数の１５％加算としているが、この場

合の所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及び

ターミナルケア加算を含まないこと。 

 

第二の２ 

（１７） 特別地域訪問看護加算について 

 注９の「その一部として使用される事務所」 とは、待機や道具の

保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」 とい

う。）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテ

ライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本

拠とする訪問看護師等による訪問看護は加算の対象とならず、サ

テライト事業所を業務の本拠とする訪問看護師等による訪問看護

は加算の対象となるものであること。 

 サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテ

ライト事業所を本拠とする訪問看護師等を明確にするとともに、当

該サテライト事業所から提供した具体的なサービスの内容等の記

録を別に行い、管理すること。 

(介護予防)平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注８ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１２） 
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５１ 緊急時訪問看護加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○電話などにより常時対応できる体制を備えており、利用者から緊急時訪問看護加算の同意を得

た場合にのみ算定すること。 

○早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算は、初回から１月以内の２回目以降の緊急時訪問につ

いて算定できる。 

○一人の利用者につき、一か所の事業所のみ算定可能であるため事前確認すること。 

○緊急時訪問看護加算は、届出を受理した日から算定する。 

○当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算、

医療保険の２４時間対応体制加算は算定できない。 

【指導事例】 

＊緊急時訪問看護を行うことについて、利用者の同意を得ていない。 

＊利用者の同意を訪問看護開始時には契約書又は重要事項説明書等の中で確認したが、その

後、利用者の意向に変更があった場合の同意を文書で明確に得ていない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１０ 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定訪問看護ステーションが、利用者の

同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により 

２４時間連絡できる体制にあって、かつ、計画的に訪問することと

なっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある場合に

は、緊急時訪問看護加算として１月につき５７４単位を所定単位

数に加算し、指定訪問看護を担当する医療機関（指定居宅サー

ビス基準第６０条第１項第２号に規定する指定訪問看護を担当す

る医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問す

ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う体制にある

場合には、緊急時訪問看護加算として１月につき３１５単位を所

定単位数に加算する。 

 

 

（16） 緊急時訪問看護加算について 

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等か

ら電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対

応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等

が訪問看護を受けようとする者に対して、当該体制にある旨及

び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制

にある場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を

得た場合に加算する。 

② 緊急時訪問看護加算については、当該月の第１回目の介護

保険の給付対象となる訪問看護を行った日の所定単位数に加

算するものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合

には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用した

場合の緊急時訪問看護加算及び看護小規模多機能型居宅介

護を利用した場合の看護小規模多機能型居宅介護における

緊急時対応加算並びに同月に医療保険における訪問看護を

利用した場合の当該訪問看護における 24 時間対応体制加算

は算定できないこと。 

③ 当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時

訪問を行った場合については、当該緊急時訪問の所要時間に

応じた所定単位数（准看護師による緊急時訪問の場合は所定

単位数の100 分の90）を算定する。この場合、居宅サービス計

画の変更を要する。 

なお、当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深

夜の訪問看護に係る加算は算定できないが、１月以内の２回

目以降の緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜の訪問看

護に係る加算を算定する。 

④ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事 

業所に限り算定できる。このため、緊急時訪問看護加算に係

る訪問看護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、

平成２７年厚生労働省告示第９５号 

７ 訪問看護費における緊急訪問看護加算の基準 

 

利用者又はその家族から電話等により看護に関する

意見を求められた場合に常時対応できる体制であるこ

と。 
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当該利用者に対して、他の事業所から緊急時訪問看護加算

に係る訪問看護を受けていないか確認すること。 

⑤ 訪問看護を担当する医療機関にあっては、緊急時訪問看護

加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が訪問看護事業

所を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、

訪問看護ステーションにおける緊急時訪問看護加算の算定に

当たっては、第一の１（５）によらず、届出を受理した日から算定

するものとする。 

⑥ 24 時間連絡できる体制としては、当該訪問看護事業所以外の

事業所又は従事者を経由するような連絡相談体制をとること

や、訪問看護事業所以外の者が所有する電話を連絡先とする

ことは認められない。また、緊急時訪問看護加算に係る連絡相

談を担当する者は、原則として当該訪問看護事業所の保健師

又は看護師とする。 

⑦ 24 時間連絡できる体制とは⑥で示すとおりだが、次に掲げる

事項のいずれにも該当し、利用者又は家族等からの連絡相談

に支障がない体制を構築している場合には、当該訪問看護事

業所の保健師又は看護師以外の職員に連絡相談を担当させ

ても差し支えない。 ア 保健師又は看護師以外の職員が利用

者又はその家族等からの電話等による連絡及び相談に対応

する際のマニュアルが整備されていること。 イ 緊急の訪問看

護の必要性の判断を保健師又は看護師が速やかに行える連

絡体制及び緊急の訪問看護が可能な体制が整備されているこ

と。 ウ 当該訪問看護事業所の管理者は、連絡相談を担当す

る保健師又は看護師以外の職員の勤務体制及び勤務状況を

明らかにすること。 エ 保健師又は看護師以外の職員は、電

話等により連絡及び相談を受けた際に、保健師又は看護師へ

報告すること。報告を受けた保健師又は看護師は、当該報告

内容等を訪問看護記録書に記録すること。 オ アからエまでに

ついて、利用者及び家族等に説明し、同意を得ること。 カ 指

定訪問看護事業者は、連絡相談を担当する保健師又は看護

師以外の職員について届け出させること。 

⑧ ⑦のアの「マニュアル」には、相談内容に応じた電話対応の方

法及び流れ、利用者の体調や看護・ケアの方法など看護に関

する意見を求められた場合の保健師又は看護師への連絡方

法、連絡相談に関する記録方法、保健師又は看護師及び保

健師又は看護師以外の職員の情報共有方法等を定めること。 

また、⑦のウの「保健師又は看護師以外の職員の勤務体制及

び勤務 状況を明らかにすること」とは、保健師又は看護師以

外の職員の勤務日及び勤務時間を勤務時間割表として示し、

保健師又は看護師に明示すること。 

⑨ 緊急時訪問看護加算(Ⅰ)は、訪問看護事業所における 24 

時間連絡できる体制を充実するため、看護業務の負担の軽減

に資する十分な業務管 理等の体制が整備されていることを評

価するものである。緊急時訪問看護加算(Ⅰ)を算定する場合

は、次に掲げる項目のうち、次のア又はイを含むいずれか２項

目以上を満たす必要があること。 ア 夜間対応した翌日の勤

務間隔の確保 イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続
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（２回）まで ウ 夜間対応後の暦日の休日確保 エ 夜間勤務の

ニーズを踏まえた勤務体制の工夫 オ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ等の活

用による業務負担軽減 カ 電話等による連絡及び相談を担当

する者に対する支援体制の確保 

⑩ ⑨の夜間対応とは、当該訪問看護事業所の運営規程に定め

る営業日及び営業時間以外における必要時の緊急時訪問看

護や、利用者や家族等からの電話連絡を受けて当該者への指

導を行った場合とし、単に勤務時間割表等において営業日及

び営業時間外の対応が割り振られているが夜間対応がなかっ

た場合等は該当しない。また、翌日とは、営業日及び営業時間

外の対応の終了時刻を含む日をいう。 イの「夜間対応に係る

勤務の連続回数が２連続（２回）まで」は、夜間対応の開始から

終了までの一連の対応を１回として考える。なお、専ら夜間対

応に従事する者は含まないものとする。また、夜間対応と次の

夜間対応との間に暦日の休日を挟んだ場合は、休日前までの

連続して行う夜間対応の回数を数えることとするが、暦日の休

日中に夜間対応が発生した場合には当該対応を１回と数える

こととし、暦日の休日前までの夜間対応と合算して夜間対応の

連続回数を数えること。エの「夜間勤務のニーズを踏まえた勤

務体制の工夫」は、単に従業者の希望に応じた夜間対応の調

整をする場合等は該当しない。オの「ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

による業務負担軽減」は、例えば、看護記録の音声入力、情報

通信機器を用いた利用者の自宅等での電子カルテの入力、医

療情報連携ネットワーク等のＩＣＴを用いた関係機関との利用者

情報の共有、IＣＴやＡＩを活用した業務管理や職員間の情報共

有等であって、業務負担軽減に資するものが想定される。 な

お、単に電子カルテ等を用いていることは該当しない。カの

「電話等による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制

の 確保」は、例えば、24 時間対応体制に係る連絡相談を担

当する者からの対応方法等に係る相談を受けられる体制等が

挙げられる。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.59「介護報酬等に係る Q&A 」（平成 12 年 3 月 31 日） 

【緊急時訪問看護加算】 

（問Ⅰ（１）③４） 

緊急時訪問看護加算は、体制が整備されていれば

算定してよいか。 告示では利用者の同意を得て算定と

されているが。 

（答）  

体制が整備されているステーションにおいて、利用

者に対し緊急時訪問看護加算について十分な説明を

行った上で、利用者が緊急時の訪問看護を希望し、加

算について同意した場合に算定が可能となる。 
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（問Ⅰ（１）③３） 

緊急時訪問看護加算の届出を月の途中に受理した

場合も、受理後に利用者の同意があれば、同意を得た

日以降の加算として当該月に算定できるか。 

（答） 

算定できる。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.59「介護報酬等に係る Q&A」（平成 12 年 3 月 31 日） 

【複数の事業所による訪問看護】 

（問Ⅰ（１）③５） 

一人の利用者に対し、２カ所の事業所から訪問看護

サービスが提供されている場合は、それぞれに緊急時

訪問看護加算、特別管理加算の算定が可能か。 

（答）  

 緊急時訪問看護加算については、その性質上、複数

の事業所によって加算の対象となる緊急時訪問看護が

行われることは考えにくく、加算は１事業所についての

み行われる。特別管理加算については、１事業所から

サービスを受ける場合との均衡上、２の事業所からサー

ビスが提供される場合も、加算は１事業所についての

み行うこととなる。したがって、加算分の請求は１事業所

のみが行うこととなるが、その分配は事業所相互の合議

にゆだねられる。 

 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.71「介護報酬等に係る Q&A vol.2」（平成 12 年 4 月 28 日） 

【緊急時訪問看護加算】 

（問Ⅰ（１）③９） 

利用者が緊急時対応だけの訪問看護を希望した場

合、緊急時訪問看護加算のみ居宅サービス計画に組

み込むことは可能か。 

（答）  

緊急時訪問看護加算のみの算定はできない。 

（問Ⅰ（１）③８） 

  緊急時訪問看護加算の体制が月期の途中で維持で

きず、届出の取り下げがあった場合に、既に緊急時訪

問看護を１回利用した者については緊急時訪問看護加

算を算定してよいか。 

（答）  

 当該加算の体制月期の途中から月末まで整わないこ

とになるので、当該加算は算定できない。 

（問Ⅰ（１）③１１） 

 緊急時訪問看護加算を組み込んでいない場合であっ

て、計画外の訪問看護を行った場合に、支給限度額に

余裕がある場合は、居宅サービス計画の変更で介護保

険から給付されるか。 

（答）  

貴見のとおり。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【緊急時訪問看護加算】 

（問１） 

緊急時訪問看護加算について、当該月において利

用者が一度も計画的な訪問看護を受けていない時点

で緊急時訪問を受け、その直後に入院したような場合

に、当該緊急時訪問の所要時間に応じた所定単位数

の訪問看護費と緊急時訪問看護加算をそれぞれ算定

できるか。 

（答） 

緊急時訪問加算について、体制にかかる部分と実際

の訪問にかかる部分を別に算定することとした。当該体

制は１月を通じて整備される必要がある。 

緊急時訪問看護加算は、当該月の第１回目の介護

保険の給付対象となる訪問看護を行った日に加算され

るものであるため、第１回目の訪問が訪問看護計画に

位置付けられていない緊急時訪問である場合にも加算

できる。（当該月に介護保険の給付対象となる訪問看護

を行っていない場合に当該加算のみを算定することは

できない） 

なお、緊急時訪問を行った場合は、当該訪問の所要

時間に応じた訪問看護費を算定することになる。この場

合、夜間・早朝・深夜の加算は算定されない。（緊急時

訪問看護加算を算定する事業所においても、当初から

計画されていた夜間・早朝・深夜の訪問については当

該加算を算定できる。） 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【緊急時訪問看護加算】 

（問２）  

緊急時訪問看護加算における２４時間連絡体制の具

体的な内容について 

（答） 

当該訪問看護ステーション以外の施設又は従事者を

経由するような連絡体制に係る連絡相談体制及び訪問

看護ステーション以外の者が所有する電話を連絡先と

することは認められない。 

（問３） 

緊急時訪問看護加算について、訪問看護を行う医療

機関において、当該医療機関の管理者である医師が緊

急時に対応する場合に当該加算を算定できるか。 

（答） 

緊急時訪問看護加算に係る連絡相談を担当するも

のは、原則として、当該訪問看護ステーションの保健

師、看護師とし、勤務体制等を明確にすることとされて

いるが、病院又は診療所の場合に限り、医師が対応し

てもよい。 

 

 

●介護制度改革 information vol.78「平成 18 年 4 月改定関係 Q＆A（vol.1）」（平成 18 年 3 月 22 日） 

【緊急時訪問看護加算】 

（問４） 

訪問看護の緊急時訪問看護加算の算定要件につい

て、特別管理加算を算定する状態の者が算定されてお

り、特別管理加算の算定は個別の契約が必要なので、

その契約が成立しない場合は緊急時訪問看護加算も

算定できないのか。 

（答） 

緊急時訪問看護加算は、利用者又はその家族等に

対して２４時間連絡体制にあって、かつ、計画的に訪問

することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う

場合、利用者の同意を得て算定するものであり、特別

管理加算の算定の有無はその算定要件ではない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【緊急時訪問看護加算（Ⅰ）】 

（問 31） 

「夜間対応とは、当該訪問看護事業所の運営規程に

定める営業日及び営業時間以外における必要時の緊

急時訪問看護や、利用者や家族等からの電話連絡を

受けて当該者への指導を行った場合」とされているが、

例えば３月１日の営業時間外から翌３月２日の営業開始

までの間、営業日及び営業時間外の対応が割り振られ

ている場合であって、夜間対応の終了時刻が３月１日

であった場合の、「ア 夜間対応した翌日の勤務間隔の

確保」の翌日の考え方はどうなるか。 

（答）  

「ア 夜間対応した翌日の勤務間隔の確保」につい

ては、営業日及び営業時間外の対応が割り振られて

いる場合であって、夜間対応が生じた場合に取り組

むことが求められるものである。本問の例であれば２

日が翌日に当たる。 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【緊急時訪問看護加算（Ⅰ）】 

（問 32） 

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）の緊急時訪問における看

護業務の負担の軽減に資する取組のうち、「カ 電話等

による連絡及び相談を担当する者に対する支援体制の

確保」とは、具体的にどのような体制を指すのか。 

（答）  

夜間対応する保健師又は看護師が、他の保健師

又は看護師に利用者の状態や対応について相談で

きる体制を構築している場合や、例えば夜間対応す

る看護師が緊急時の訪問を行っている間に別の利

用者から電話連絡があった場合に、他の看護師が代

わりに対応 できる体制などが考えられる。その他、

夜間対応者が夜間対応を行う前に、状態が変化す 

る可能性のある利用者情報を共有しておくといった

対応も含まれる。 

（問 33） 

夜間対応について、「原則として当該訪問事業所の

運営規程に定める営業日及び 営業時間以外における

必要時の緊急時訪問看護や、利用者や家族等からの

電話連絡及 び当該者への指導等を行った場合等」と

されているが、例えば、運営規程において 24 時間 

365 日を営業日及び営業時間として定めている場合は

どのように取り扱えばよいか。 

（答）  

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）は、持続可能な 24 時

間対応体制の確保を推進するために、 看護業務の

負担の軽減に資する十分な業務管理等の体制が整

備されていることを評価す るものであり、例えば、夜

間・早朝の訪問や深夜の訪問に係る加算における夜

間（午後６ 時から午後 10 時まで）、深夜（午後 10 

時から午前６時まで）、早朝（午前６時から午前８ 時）

に計画的な訪問看護等の提供をしている場合を夜

間対応とみなした上で、24 時間対 応体制における

看護業務の負担軽減の取組を行っている場合には

当該加算を算定して差 し支えない。 

（問 34） 

算定告示の通知において、保健師又は看護師以外

の職員が利用者又はその家族等 からの電話等による

連絡及び相談に対応する際のマニュアルには、①相談

内容に応じ た電話対応の方法及び流れ、②利用者の

体調や看護・ケアの方法など看護に関する意 見を求

められた場合の保健師又は看護師への連絡方法、③

連絡相談に関する記録方 法 、保健師又は看護師及

び保健師又は看護師以外の職員の情報共有方法等を

記載す ることとされているが、この３点のみ記載すれば

よいのか。 

（答）  

通知で示している３点は、マニュアルに最低限記

載すべき事項であり、各（介護予防） 訪問看護事業

所において必要な事項についても適宜記載するこ

と。 

（問 35） 

当該訪問看護ステーションに理学療法士等が勤務し

ている場合、平時の訪問看護において担当している利

用者から電話連絡を受ける例が想定される。この場合も

速や かに看護師又は保健師に連絡するのか。 

（答）  

その通り。緊急時訪問看護加算は、利用者又はそ

の家族等により看護に関する意見を求 められた場

合に常時対応できる体制にあり、計画的に訪問する

ことになっていない緊急 時訪問を行う体制にある場

合に算定できる加算であり、理学療法士等が利用者

又は家族 等からの看護に関する意見の求めに対し

て判断することは想定されない。 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【緊急時訪問看護加算（Ⅰ）】 

（問 43） 

24 時間対応体制における看護業務の負担軽減

の取組の「夜間対応」について、利 用者又はその家

族等からの訪問日時の変更に係る連絡や利用者負

担額の支払いに関す る問合せ等の事務的な内容

の電話連絡は夜間対応に含むか。 

（答）  

含まない。 

（問 44） 

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）の緊急時の訪問におけ

る看護業務の負担の軽減に資す る取組のうち、「ア 

夜間対応した翌日の勤務間隔の確保」とは、具体的

にはどのよう な取組が該当するか。 

（答）  

例えば夜間対応した職員の、翌日の勤務開始時

刻の調整を行うことが考えられる。 勤務間隔の確保

にあたっては、「労働時間等見直しガイドライン（労働

時間等設定改善 指針）」（平成 20 年厚生労働省告

示第 108 号）等を参考に、従業者の通勤時間、交

替制勤 務等の勤務形態や勤務実態等を十分に考

慮し、仕事と生活の両立が可能な実行性ある休 息

が確保されるよう配慮すること。 

（問 45） 

夜間対応について、「翌日とは、営業日及び営業

時間外の対応の終了時刻を含む 日をいう。」とされ

ているが、対応の終了時刻は残業時間を含めた終

了時刻を指すのか。それとも残業時間に関わらず勤

務表に掲げる終了時刻を指すのか。 

（答）  

残業時間を含めた終了時刻を指す。 

（問 46） 

「イ 夜間対応に係る勤務の連続回数が２連続（２

回）まで」について、職員の 急病等により、やむを得

ず夜間対応が３連続以上となってしまった場合、直

ちに都道府県に届出をし直す必要はあるか。 

（答）  

夜間対応に係る連続勤務が３連続以上となった日

を含む１か月間の勤務時間割表等上 の営業時間外

に従事する連絡相談を担当する者の各勤務のうち、

やむを得ない理由によ り当該項目を満たさない勤

務が 0.5 割以内の場合は、当該項目の要件を満た

しているも のとみなす。 

（問 47） 

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）の緊急時訪問における

看護業務の負担の軽減に資する 取組のうち、「エ 

訪問看護師の夜間勤務のニーズを踏まえた勤務体

制の工夫」とは、 具体的にどのような取組が該当す

るか。 

（答）  

例えば夜勤交代制、早出や遅出等を組み合わせ

た勤務体制の導入などが考えられる。 
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５２ 特別管理加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○特別な管理を必要とする利用者に対して、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を 行っ

た場合、厚生労働大臣が定める区分に応じて、いずれかの加算を当該月の初回訪問時に加算

する 

○一人の利用者につき、一か所の事業所のみ算定可能であるため事前確認すること。 

○当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける特別管理加算、医療保

険における特別管理加算は算定できない。 

【指導事例】 

＊主治医の指示書に、特別な管理を必要とする利用者の状態について記載がない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１３ 

指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に対し

て、指定訪問看護事業所が、指定訪問看護の実施に関する計画

的な管理を行った場合は、別に厚生労働大臣が定める区分に応

じて、１月につき次に掲げる所定単位数を特別管理加算として加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１） 特別管理加算（Ⅰ）      ５００単位 

（２） 特別管理加算（Ⅱ）      ２５０単位 

 

 

 

 

 

 

 

※ 区分支給限度基準額の算定対象外とする予定。 

 だ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１９） 特別管理加算について 

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が

訪問看護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させ

ること。 

② 特別管理加算は、当該月の第一回目の介護保険の給付対象

となる訪問看護を行った日の所定単位数に算定するものとす

る。なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に

定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能

型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける特別管

理加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した

場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できないこ

と。 

③ 特別管理加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業所に

限り算定できる。なお、二か所以上の事業所から訪問看護を利

用する場合については、その分配は事業所相互の合議に委

ねられる。 

④ 「真皮を越える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（Ｎａｔｉｏｎａｌ  

Ｐｒｅｓｓｕｒｅ Ｕｌｃｅｒ ｏｆ Ａｄｖｉｓｏｒｙ Ｐａｎｅｌ）分類Ⅲ度若しくはⅣ

度又はＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若し

くはＤ５に該当する状態をいう。 

⑤ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算

を算定する場合には、定期的（一週間に１回以上）に褥瘡の状

態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、炎

症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の発生

部位及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）に

ついて訪問看護記録書に記録すること。 

⑥ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」と

は、主治の医師が点滴注射を週３日以上行うことが必要である

旨の指示を訪問看護事業所に対して行った場合であって、か

つ、当該事業所の看護職員が週３日以上点滴注射を実施して

いる状態をいう。 

平成２７年厚生労働省告示第９４号 

７ 指定居宅サービス看護給付費単位数表の訪問看護費の

注１１の別に厚生労働大臣が定める区分 

イ 特別管理加算（Ⅰ） 

 第６号イに規定するに状態にある者に対して指定訪問

看護を行う場合 

ロ 特別管理加算（Ⅱ）  

第６号ロ、ハ、ニ又はホに規定する状態にある者に対

して指定訪問看護を行う場合 

 

６（再掲） 

イ 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第

５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診

療報酬点数表」という。）に掲げる在宅悪性腫瘍患者

指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受け

ている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテ

ルを使用している状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指

導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導

管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養 
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⑦ ⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合

は、点滴注射が終了した場合その他必要が認められる場合に

は、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告すると

ともに、訪問看護記録書に点滴注射の実施内容を記録するこ

と。 

⑧ 訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師によ

る診療を受けることができるよう必要な支援を行うこととする。 

(介護予防)平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注１２ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１８） 

 

 

●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【特別管理加算】 

（問４） 

特別管理加算の対象者のうち「ドレーンチューブ又は

留置カテーテルを使用している状態」とされているが、

流動食を経鼻的に注入している者について算定できる

か。 

（答）  

算定できる。 

（問５） 

複数の事業所から訪問看護を利用する場合の特別

管理加算について、「その配分は事業所相互の合議に

委ねられる」とされているが、その具体的な内容につい

て 

（答）  

特別管理加算については、１人の利用者に対し、１

か所の事業所に限り算定できるが、複数の訪問看護事

業所が関わっている場合は、１か所の事業所が加算を

請求した後に、事業所間で協議して、各事業所の特別

管理に係る業務の比重に応じて当該請求に係る収入を

按分することになる。  

（問６） 

特別管理加算を算定するためには、緊急時訪問看

護加算を算定することが要件であるか。 

（答）  

特別管理加算の算定について、緊急時訪問看護加

算は要件ではないが、特別管理加算の対象者又はそ

の家族等から電話等により看護に関する意見を求めら

れた場合に常時対応できる体制その他必要な体制を

整備していることが望ましい。 

（問７） 

理学療法士等による訪問看護のみを利用する利用

者について特別管理加算は算定できるか。 

（答） 

特別管理加算については､別に厚生労働大臣が定

める状態にある利用者に対して、当該状態にかかる計

画的な管理を行った場合に算定するとされており、訪

問看護ステーションの理学療法士等によりリハビリテー

ションを中心とした訪問看護のみを利用する利用者に

ついては、そうした計画的な管理が行われているとは想

定されないため、一般的には、当該加算は算定できな

い。 

経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅

持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指

導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けて

いる状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

ニ 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状

態 
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●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【特別管理加算】 

（問２８） 

ドレーンチューブを使用している場合は、特別管理

加算を算定できないのか。 

（答） 

経皮経肝胆管ドレナージチューブなど留置されてい

るドレーンチューブについては、留置カテーテルと同様

に計画的な管理を行っている場合は算定できる。ただ

し、処置等のため短時間、一時的に挿入されたドレー

ンチューブについては算定できない。なお、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別

管理加算についても同様の取扱いとなる。 

（問２９） 

留置カテーテルが挿入されていれば、特別管理加算

は算定できるのか。 

（答）  

留置カテーテルからの排液の性状、量などの観察、

薬剤の注入、水分バランスの計測等計画的な管理を行

っている場合は算定できるが、単に留置カテーテルが

挿入されているだけでは算定できない。 

また、輸液用のポート等が挿入されている場合であっ

ても、訪問看護において一度もポートを用いた薬剤の

注入を行っていない場合は、計画的な管理が十分に行

われていないため算定できない。 

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複

合型サービスの特別管理加算についても同様の取扱

いとなる。 

（問３０） 

特別管理加算は１人の利用者につき１ヵ所の訪問看

護事業所しか算定できないが、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合な

ど訪問看護事業所以外の事業所であれば同一月に複

数の事業所で特別管理加算を算定できるのか。 

（答） 

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対

応型訪問介護看護及び複合型サー ビスを利用するこ

とはできないため算定できない。 ただし、月の途中で

訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護又は 複合型サービスの利用を開始する場合

等は、変更後の事業者のみ特別管理加算の算定を 可

能とする。 なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケ

ア加算、退院時共同指導加算（２回算定出来 る場合を

除く）についても同様の取扱いとなる。 
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（問３１） 

「真皮を超える褥瘡の状態にある者」の特別管理加

算の算定要件として「定期的に褥瘡の状態の観察・ア

セスメント・評価を行い～（略）～実施したケアについて

訪問看護記録書に記録すること」とあるが、記録につい

て具体的な様式は定められているのか。 

（答） 

様式は定めていない。 

（問３２） 

「点滴注射を週３回以上行う必要があると認められる

状態」として、特別管理加算を算定する場合の医師の

指示は在宅患者訪問点滴注射指示書であることが必

要か。 

（答） 

在宅患者訪問点滴注射指示書である必要はなく、医

師の指示があることがわかれば通常の訪問看護指示書

その他の様式であっても差し支えない。ただし、点滴注

射の指示については７日毎に指示を受ける必要があ

る。 

（問３４） 

予定では週３日以上の点滴注射指示が出ていたが、

利用者の状態変化等により３日以上実施出来なかった

場合は算定できるのか。 

（答） 

算定できない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.273「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月 30 日） 

【特別管理加算】 

（問３） 

「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる

状態」として、特別管理加算を算定する場合、週や月を

またがって週３日の要件を満たす場合はどのように取り

扱うのか。 

 

 

（答） 

点滴注射を７日間の医師の指示期間に３日以上実施

していれば算定可能である。 

例えば４月２８日（土曜日）から５月４日（金曜日）までの７

日間点滴を実施する指示が出た場合（指示期間＊１）

は、算定要件を満たす３日目の点滴を実施した４月に

特別管理加算を算定する。加算は医師の指示期間に

つき１回算定できるが、月をまたいだ場合でも、４月、５

月それぞれ３回以上点滴を実施しても両月で特別管理

加算を算定することはできない。なお、上記の場合、５

月中に再度点滴注射の指示（＊２）があり要件を満たす

場合は、５月も算定可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 月 火 水 木 金 土

4/22 23 24 25 26 27 28
点滴

29
点滴

30
点滴

5/1
点滴

2
点滴

3
点滴

4
点滴

5

6 7 8 9 10 11 12

13
点滴

14 15
点滴

16 17
点滴

18 19

指示期間＊１

指示期間＊２

指示期間＊１

指示期間＊２

 

129



 

 

                     

●介護保険最新情報 vol.284「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.3）」（平成 24 年 4 月 25 日） 

【特別管理加算】 

（問３） 

今回の改定において特別管理加算の対象者から、ド

レーンチューブを使用している状態が削除されている

が、ドレーンチューブを使用している状態にある利用者

に訪問看護を行った場合に特別管理加算は算定でき

なくなったのか。 

（答）  

ドレーンチューブを使用している状態にある者は、留

置カテーテルを使用している状態にある者に含まれる

ため、特別管理加算（Ⅰ）を算定することが可能である。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.284「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.3）」（平成 24 年 4 月 25 日） 

【特別管理加算】 

（問４） 

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者につ

いては特別管理加算（Ⅰ）と特別管理加算（Ⅱ）のどち

らを算定するのか。 

（答）  

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留

置カテーテルを使用している状態にある者であるため、

特別管理加算（Ⅰ）を算定する。 
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５３ 専門管理加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○専門管理加算のイは、所定の症状有する利用者に対し、訪問看護指示書に基づき所定の研修を受けた

看護師が１月に１回以上訪問看護を行い、所定の計画的な管理を行った場合に月１回に限り算定する。 

〇専門管理加算のロは、保健師助産師看護師法による所定の交付対象となった利用者に対して交付された

訪問看護指示書及び手順書に基づき、所定の研修を修了した看護師が、１月に１回以上訪問看護を行

い、所定の計画的な管理を行った場合に、月１回に限り算定する。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

① 専門管理加算のイは、悪性腫瘍の鎮痛療法若しくは化学

療法を行っている利用者、真皮を越える褥瘡の状態にある利用

者（重点的な褥瘡管理を行う必要が認められる利用者（在宅での

療養を行っているもの に限る。）にあっては真皮まで状態の利用

者）、人工肛門若しくは人工膀胱周囲の皮膚にびらん等の皮膚

障害が継続若しくは反復して生じている状態にある利用者又は

人工肛門若しくは人工膀胱のその他の合併症を有する利用者に

対して、それらの者の主治の医師から交付を受けた訪問看護指

示書に基づき、指定訪問看護事業所に配置されている、次のい

ずれかの研修を受けた看護師が、定期的（１月に１回以上）に指

定訪問看護を行うとともに、当該利用者に係る指定訪問看護の実

施に関する計画的な管理を行った場合に、月１回に限り算定す

る。 

 ａ 緩和ケアに係る専門の研修 

⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であること。（600

時間以上の研修期間で、修了証が交付されるもの） 

⒝ 緩和ケアのための専門的な知識・技術を有する看護師の

養成を目的とした研修であること。  

⒞ 講義及び演習により、次の内容を含むものであること。 

(ⅰ) ホスピスケア・疼痛緩和ケア総論及び制度等の概要  

(ⅱ) 悪性腫瘍又は後天性免疫不全症候群のプロセスとその

治療  

(ⅲ) 悪性腫瘍又は後天性免疫不全症候群患者の心理過程  

(ⅳ) 緩和ケアのためのアセスメント並びに症状緩和のための

支援方法  

(ⅴ) セルフケアへの支援及び家族支援の方法  

(ⅵ) ホスピス及び疼痛緩和のための組織的取組とチームアプ

ローチ  

(ⅶ) ホスピスケア・緩和ケアにおけるリーダーシップとストレス

マネジメント  

(ⅷ) コンサルテーション方法  

(ⅸ) ケアの質を保つためのデータ収集・分析等について  

(ⅹ) 実習により、事例に基づくアセスメントとホスピスケア・緩和

ケアの実践 

 ｂ 褥瘡ケアに係る専門の研修 

 

131



 

 

                     

 ⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であって、必要な

褥瘡等の創傷ケア知識・技術が習得できる 600 時間以上の研修

期間で、修了証が交付されるもの 

 ⒝ 講義及び演習等により、褥瘡予防管理のためのリスクアセ

スメント並びにケアに関する知識・技術の習得、コンサルテーショ

ン方法、質保証の方法等を具体例に基づいて実施する研修 

 ｃ 人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修 

 ⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であって、必要な

人工肛門及び人工膀胱のケアに関する知識・技術が習得できる

600 時間以上の研修期間で、修了証が交付されるもの 

 ⒝ 講義及び演習等により、人工肛門及び人工膀胱管理のた

めの皮膚障害に関するアセスメント並びにケアに関する知識・技

術の習得、コンサルテーション方法、質保証の方法等を具体例に

基づいて実施する研修 

 

② 専門管理加算のロは、保健師助産師看護師法（昭和 23 年

法律第203 号）第37 条の２第２項第１号に規定する特定行為に係

る同項第２号に規定する手順書（以下「手順書」という。）の交付対

象となった利用者（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ００７に掲

げる訪問看護指示料の注３を算定する利用者に限る。）に対し

て、それらの者の主治の医師から交付を受けた訪問看護指示書

及び手順書に基づき、指定訪問看護事業所に配置されている、

同項第５号に規定する指定研修機関において行われる同項第１

号に規定する特定行為のうち訪問看護において専門の管理を必

要とする次の行為に係る研修を修了した看護師が、定期的（１月

に１回以上）に指定訪問看護を行うとともに、当該利用者に係る指

定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行った場合に、月１

回に限り算定する。なお、手順書について、主治の医師と共に、

利用者の状態に応じて手順書の妥当性を検討すること。 

 ａ 気管カニューレの交換 

 ｂ 胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃ろうボタ

ンの交換 

 ｃ 膀胱ろうカテーテルの交換 

 ｄ 褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織の

除去 

 ｅ 創傷に対する陰圧閉鎖療法 

 ｆ 持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整 

 ｇ 脱水症状に対する輸液による補正 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 
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●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【専門管理加算】 

（問 38） 

専門管理加算のイの場合において求める看護師

の「緩和ケア、褥瘡ケア又は人工 肛門及び人工膀

胱ケアに係る専門の研修」には、具体的にはそれぞ

れどのようなものがあるか。 

（答）  

現時点では以下の研修が該当する。  

① 褥瘡ケアについては、日本看護協会の認定看

護師教育課程「皮膚・排泄ケア」  

② 緩和ケアについては、 

 ・ 日本看護協会の認定看護師教育課程「緩和ケ

ア※」、「乳がん看護」、「がん放射線療法看護」及

び「がん薬物療法看護※」 

 ・ 日本看護協会が認定している看護系大学院の

「がん看護」の専門看護師教育課程  

③ 人工肛門及び人工膀胱ケアについては、日本

看護協会の認定看護師教育課程「皮膚・排泄ケ

ア」  

※ 平成 30 年度の認定看護師制度改正前の教

育内容による研修を含む。 例えば「緩和ケア」は、

従前の「緩和ケア」「がん性疼痛看護」も該当し、

「がん薬物療法看護」は従前の「がん化学療法看

護」も当該研修に該当する。 

（問 39） 

専門管理加算のロの場合において求める看護師

の特定行為研修には、具体的にはどのようなものが

あるか。 

（答）  

現時点では、特定行為に係る看護師の研修制度

により厚生労働大臣が指定する指定研 修機関に

おいて行われる以下の研修が該当する。 

 ① 「呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連」、

「ろう孔管理関連」、「創傷管理関連」及び「栄養及

び水分管理に係る薬剤投与関連」のいずれかの

区分の研修  

② 「在宅・慢性期領域パッケージ研修」 

（問 40） 

専門管理加算を算定する利用者について、専門

性の高い看護師による訪問と他の看護師等による訪

問を組み合わせて指定訪問看護を実施してよいか。 

（答）  

よい。ただし、専門管理加算を算定する月に、専

門性の高い看護師が１回以上指定訪問看護を実

施していること。 

（問 41） 

問７専門管理加算について、例えば、褥瘡ケアに

係る専門の研修を受けた看護師 と、特定行為研修

を修了した看護師が、同一月に同一利用者に対し

て、褥瘡ケアに 係る管理と特定行為に係る管理をそ

れぞれ実施した場合であっても、月１回に限り算定す

るのか。 

（答）  

そのとおり。イ又はロのいずれかを月１回に限り算

定すること。 
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５４ ターミナルケア加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外  

○常に連絡及び訪問看護を行うことができる体制を整備のうえ、事前に利用者の同意を得て、身体

状況の変化等を記録することが求められる。 

○訪問看護記録書には、終末期の身体症状の変化、家族を含めた精神的な状態の変化及び対応

経過を記録すること。 

○一人の利用者につき、一か所の事業所のみ算定可能であるため事前確認すること。 

○死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める状態にあ

る者に対して訪問看護を行っている場合にあっては１日）以上ターミナルケアを行った場合（ター

ミナルケアを行った後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む。）にのみ加算すること。 

○当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並

びに医療保険における訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ター

ミナルケア加算は算定できない。 

【指導事例】 

＊在宅以外で死亡した利用者について、ターミナルケア加算を算定していた。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１５  

在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪

問看護事業所が、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日（死

亡日及び死亡日前１４日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍そ

の他別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る。）に対し

て訪問看護を行っている場合にあっては、１日）以上ターミナルケ

アを行った場合（ターミナルケアを行った後、２４時間以内に在宅

以外で死亡した場合を含む。）は、ターミナルケア加算として、当

該者の死亡月につき２,０００単位を所定単位数に加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２１） ターミナルケア加算について 

① ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死

亡月に加算することとされているが、ターミナルケアを最後に行

った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死

亡月に算定することとする。 

② ターミナルケア加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業

所に限り算定できる。なお、当該加算を介護保険で請求した場  

合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護

小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービス

におけるターミナルケア加算並びに同月に医療保険における

訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及

び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下

「ターミナルケア加算等」という。）は算定できないこと。 

③ 一の事業所において、死亡日及び死亡日前１４日以内に医

療保険又は介護保険の給付の対象となる訪問看護をそれぞ

れ一日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度におい

てターミナルケア加算等を算定すること。この場合において他

制度の保険によるターミナルケア加算等は算定できないこと。 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看

護記録書に記録しなければならない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護について

の記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変

化及びこれに対するケアの経過についての記録 

 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用

者及び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び 

対応の経過の記録 

平成２７年厚生労働省告示第９５号 

８ 訪問看護費におけるターミナルケア加算の基準 

 

イ ターミナルケアを受ける利用者について２４時間連絡で

きる体制を確保しており、かつ、必要に応じて、指定訪問

看護（指定居宅サービス等基準第５９条に規定する指定訪

問看護をいう以下同じ。）を行うことができる体制を整備し

ていること。 

ロ 主治の医師との連携の下に、指定訪問看護におけるタ

ーミナルケアに係る計画及び支援体制について利用者及

びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナル

ケアを行っていること。 

ハ ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変

化等必要な事項が適切に記録されていること。 
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なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階にお

ける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内

容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合いを行

い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携

の上対応すること。 

⑤ 訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断

を目的として医療機関へ搬送し、２４時間以内に死亡が確認

される場合等については、ターミナルケア加算を算定するこ

とができるものとする。 

⑥ ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護

関係者と十分な連携を図るよう努めること。 

 

 

（介護予防） 該当なし  

 

 

●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬に係る Q&A」（平成 15 年 5 月 30 日） 

【ターミナルケア加算】 

（問８） 

介護保険の訪問看護の対象者が､急性増悪等により

「特別訪問看護指示書」の交付を受けて医療保険の訪

問看護を利用していた期間に死亡した場合の算定方

法について 

（答）  

死亡前２４時間以内の訪問看護が医療保険の給付

対象となる場合は､「ターミナルケア療養費」として医療

保険において算定する。 

 
 

●介護保険最新情報 vol.79「平成 21 年 4 月改定関係 Q＆A（vol.2）」（平成 21 年 4 月 17 日） 

【ターミナルケア加算】 

（問１７） 

死亡前１４日以内に２回以上ターミナルケアをしてい

れば、医療機関に入院し２４時間以内に死亡した場合

にもターミナルケア加算を算定できるということか。 

（答）  

ターミナルケアを実施中に、医療機関に搬送し、２４ 

時間以内に死亡が確認された場合に算定することがで

きるものとする。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【ターミナルケア加算】 

（問３５） 

死亡日及び死亡日前１４日前に介護保険、医療保険

でそれぞれ１回、合計２回ターミナルケアを実施した場

合にターミナルケア加算は算定できるのか。 

（答）  

算定できる。最後に実施した保険制度において算定

すること。 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【ターミナルケア加算】 

（問２４） 

ターミナルケアの提供にあたり、厚生労働省「人

生の最終段階における医療・ケアの決定プロセス

に関するガイドライン」等の内容を踏まえることが示

されているが、当該ガイドライン以外にどのようなも

のが含まれるのか。 
 

（答）  

当該ガイドライン以外の例として、「高齢者ケアの

意思決定プロセスに関するガイドライン人工的水分・

栄養補給の導入を中心として（日本老年医学会）（平

成２３年度老人保健健康増進等事業）」等が挙げられ

るが、この留意事項通知の趣旨はガイドラインに記載

されている内容等を踏まえ利用者本人及びその家族

等と話し合いを行い、利用者本人の意思決定を基本

に、他の関係者との連携の上、ターミナルケアを実施

していただくことにあり、留意いただきたい。 

（問２５） 

ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療

及び介護関係者と十分な連携を図るよう努めること

とあるが、具体的にはどのようなことをすれば良い

のか。 
 

（答）  

ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及

び介護関係者と十分な連携を図ることが必要であり、

サービス担当者会議等における情報共有等が想定

される。例えば、訪問看護師と居宅介護支援事業者

等との連携の具体的な方法等については、「訪問看

護の情報共有・情報提供の手引き～質の高い看取り

に向けて～」（平成29年度厚生労働省老人保健健康

増進等事業訪問看護における地域連携のあり方に

関する調査研究事業（三菱UFJリサーチ＆コンサル

ティング））等においても示されており、必要に応じて

参考にしていただきたい。 
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５５ 遠隔死亡診断補助加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外  

〇遠隔死亡診断補助加算は、死亡診断加算を算定する利用者（特別地域に居住する利用者に限る。）につ

いて、主治医の指示により、所定の研修を受けた看護師が、ガイドラインに基づき、主治医による情報通信

機器を用いた死亡診断の補助を行った場合に算定する。 

 

【根拠法令】 

平成 12 年３月１日老企第 36 号 

厚生省老人保健福祉局企画課長通知別紙１ 

平成２７年厚生労働省告示第９５号 

(22) 遠隔死亡診断補助加算について  

遠隔死亡診断補助加算は、連携する保険医療機関において

医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ００１の注８（医科診療報酬点

数表の区分番号Ｃ００１－２の注６の規定により準用する場合（指

定特定施設入居者生活介護事業者の指定を受けている有料老

人ホームその他これに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含

む。）に規定する死亡診断加算を算定する利用者（特別地域に居

住する利用者に限る。）について、主治の医師の指示により、情

報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看 護

師が、厚生労働省「情報通信機器（ＩＣＴ）を利用した死亡診断等

ガイドライン」に基づき、主治の医師による情報通信機器を用いた

死亡診断の補助を行った場合に算定する。なお、情報通信機器

を用いた在宅での看取りに係る研修とは、厚生労働省「情報通信

機器（ＩＣＴ）を利用した死亡診断等ガイドライン」に基づく「法医学

等に関する一定の教育」であること。 

八の二 訪問看護費における遠隔死亡診断補助加算の基準 

 情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看

護師が配置されていること。 

（介護予防）該当なし （介護予防）該当なし 

 

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【遠隔死亡診断補助加算】 

（問 42） 

遠隔死亡診断補助加算の算定要件である「情報

通信機器を用いた在宅での看取り に係る研修」に

は、具体的にはどのようなものがあるか。 

（答）  

現時点では、厚生労働省「在宅看取りに関する研

修事業」（平成 29～31 年度）及び「ICT を活用し

た在宅看取りに関する研修推進事業」（令和２年度

～）により実施されている研 修が該当する。 
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５６ 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い 

○主治医から、急性増悪などにより一時的に頻回な訪問看護が必要である旨の「特別指示書」の交

付があった場合、指示日から１４日間は医療保険の対象となるため、この間は訪問看護費の算定

を行わないこと。 

○指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合について、

主治医から「特別指示書」の交付があった場合は、１日につき９７単位を所定単位数から減算す

る。 

【指導事例】 

＊特別指示書に係る指示期間の訪問看護について、介護保険で算定していた。 

＊主治医が特別指示書を交付した日から１４日を過ぎた期間について、医療保険で算定している。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１７  

イ及びロについて、指定訪問看護を利用しようとする者の主治

の医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、

当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要

がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日から１４日

間に限って、訪問看護費は、算定しない。 

 

注１８ 

ハについて、指定訪問看護を利用しようとする者の主治の医師

（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、当該利

用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要が

ある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日数に応じ

て、１日につき９７単位を所定単位数から減算する。 

（２３） 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い 

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必

要がある旨の特別指示（訪問看護ステーションにおいては特別

指示書の交付）があった場合は、交付の日から１４日間を限度と

して医療保険の給付対象となるものであり、訪問看護費は算定

しない。なお、医療機関の訪問看護の利用者について、急性増

悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、医療

保険の給付対象となる場合には、頻回の訪問看護が必要な理

由、その期間等については、診療録に記載しなければならな

い。 

 

(介護予防)平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注１４ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（２０） 

 

●介護保険最新情報 vol.59「介護報酬等に係る Q&A」（平成 12 年 3 月 31 日） 

【特別指示書による訪問看護】 

（問Ⅰ（１）③１６） 

 急性増悪等により頻回の訪問看護の必要がある旨の

特別の指示による訪問看護は１４日間行うのか。 

（答）  

 １４日間は上限であり、医師の判断により１４日以下の

期間を限定して行うこととなる。 
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５７ サービス種類相互の算定関係 

○利用者が、短期入所生活介護などのサービスを受けている間は訪問看護費を算定しない。 

○介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び短期入所療養介護については、入所（入院）当

日の入所（入院）前に利用した訪問看護費は算定できる。 

○また、退所・退院した日については、厚生労働大臣が定める状態にある利用者に限り、訪問看護

費を算定できる。 

○施設入所（入院）者の外泊時又は試行的退所時は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

注１９  

利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定

施設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（法第８条第１５項第１号に該当するものに限る。）、認知症対応型

共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービス

を受けている間は、訪問看護費は、算定しない。 

 

 

（２０） 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院及

び医療機関を退所・退院した日の訪問看護の取り扱い 

介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設、介護医療

院及び医療機関を退所・退院した日については、第２の１の

（３）に関わらず、厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示

（※）第６号を参照のこと。）にある利用者又は主治の医師が退

所・退院した日に訪問看護が必要であると認める利用者に限

り、訪問看護費を算定できることとする。 

なお、短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）

においても同様である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(介護予防)平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注１５ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（２１） 

                                  ※利用者等告示：平成 27 年厚生労働省告示第 94 号 

第二 居宅サービス単位数表に関する事項 

 １ 通 則 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算

定について 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護

医療院の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービス

終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハ

ビリテーション費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテ

ーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービス

は別に算定できるが、施設サービスや短期入所サービスで

も、機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退

院日）に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居

宅サービス計画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利

用する訪問通所サービスは別に算定できる。ただし、入所

（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的

に組み込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経

過的介護療養型医療施設若しくは介護医療院の試行的を

行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サ

ービスは算定できない。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【老人訪問看護指示加算】 

（問１１） 

入所（院）の選定する訪問看護ステーションが老人保

健施設（介護療養型医療施設）に併設する場合も算定

できるか。 

（答）  

退所（院）時に１回を限度として算定できる。 

【退院日における訪問看護】 

（問１３） 

老人保健施設や介護療養型医療施設の退所（退院）

日においても、特別管理加算の対象となりうる状態の利

用者については、訪問看護が算定できることになった

が、他の医療機関を退院した日についても算定できる

か。 

（答）  

算定できる。 

【医療保険の訪問看護との関係】 

（問１４） 

医療保険による訪問診療を算定した日において、介

護保険による訪問看護、訪問リハビリテーションを行っ

た場合、医療保険と介護保険についてそれぞれ算定で

きるか。 

（答）  

医療保険による訪問診療を算定した日において、介

護保険による訪問看護、訪問リハビリテーションが別の

時間帯に別のサービスとして行われる場合に限りそれ

ぞれ算定できる。 

【入院患者の外泊中のサービス提供】 

（問１５） 

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に介護保険

による訪問看護、訪問リハビリテーションを算定できる

か。 

（答）  

医療保険適用病床の入院患者が外泊中に受けた訪

問サービスは介護保険による算定はできないため、ご

指摘の場合は算定できない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【認知症対応型共同生活介護利用者への訪問看護】 

（問１２） 

認知症対応型共同生活介護の利用者が急性増悪等

により訪問看護を利用した場合の取扱いについて 

（答）  

急性増悪等により訪問看護が必要となり、医師の指

示書および特別訪問看護指示書の交付を受けて､訪問

看護ステーションから訪問看護を行った場合は､指示の

日から１４日間を上限として､医療保険において訪問看

護療養費を算定できる。医療機関においては在宅患者

訪問看護・指導料を算定できる。 
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５８ 初回加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、訪問看護を提供した場合、初回若しくは初回の訪問

看護を行った月に所定単位数を算定する。 

〇上記の内、病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日に看護師が訪問する場合は初回加

算(Ⅰ)、それ以外の場合は初回加算(Ⅱ)を算定する。 

【指導事例】 

＊新規に訪問看護計画書を作成せずに、初回訪問看護を行い、初回加算を算定していた。 

＊前回のサービス提供から歴月で二月経過していない利用者に対し、初回加算を算定していた。 

＊医療保険に引き続き介護保険からサービス提供している利用者に対し、初回加算を算定していた。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ニ 初回加算   ３００単位 

⑴ 初回加算(Ⅰ) 350単位 

⑵ 初回加算(Ⅱ) 300単位 

注１ ⑴について、新規に訪問看護計画書を作成した利用者に 

対して、病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所 

した日に指定訪問看護事業所の看護師が初回の指定訪問看 

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。た 

だし、⑵を算定している場合は、算定しない。 

２ ⑵について、指定訪問看護事業所において、新規に訪問 

看護計画書を作成した利用者に対して、初回の指定訪問看 

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。た 

だし、⑴を算定している場合は、算定しない。 

 

（２５） 初回加算について 

① 本加算は、利用者が過去二月間（歴月）において、当該訪

問看護事業所から訪問看護（医療保険の訪問看護を含む。）

の提供を受けていない場合であって新たに訪問看護計画書を

作成した場合に算定する。 

② 病院、診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日

に看護師が訪問する場合に初回加算(Ⅰ)を算定する。  

③ 初回加算(Ⅰ)を算定する場合は、初回加算(Ⅱ)は算定しな

い。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ハ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（1９） 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【初回加算】 

（問３６） 

一つの訪問看護事業所の利用者が、新たに別の訪

問看護事業所の利用を開始した場合に、別の訪問看

護事業所において初回加算を算定できるのか。 

（答）  

算定可能である。 

（問３７） 

同一月に、２ヵ所の訪問看護事業所を新たに利用す

る場合、それぞれの訪問看護事業所で初回加算を算

定できるのか。 

（答） 

算定できる。 

（問３８） 

介護予防訪問看護を利用していた者が、要介護認

定の更新等にともない一体的に運営している訪問看護

事業所からサービス提供を受ける場合は、過去２月以

（答） 

算定できる。訪問介護の初回加算と同様の取扱いで

あるため、平成２１年Ｑ＆Ａ（vol.１）問３３を参考にされた

い。 
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内に介護予防訪問看護の利用がある場合でも初回加

算は算定可能か。 

 

 

 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.69 （平成 21 年 3 月 23 日）「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）」 

（問３３） 

初回加算を算定する場合を具体的に示されたい。 

（答３３） 

初回加算は過去二月に当該指定訪問介護事業所か

ら指定訪問介護の提供を受けていない場合に算定され

るが、この場合の「二月」とは歴月（月の初日から月の末

日まで）によるものとする。 

したがって、例えば、４月１５日に利用者に指定訪問

介護を行った場合、初回加算が算定できるのは、同年

の２月１日以降に当該事業所から指定訪問介護の提供

を受けていない場合となる。 

また、次の点にも留意すること。 

① 初回加算は同一月内で複数の事業所が算定す

ることも可能であること。 

② 一体的に運営している指定介護予防訪問介護事

業所の利用実績は問わないこと（介護予防訪問介

護費の算定時においても同様である。） 
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５９ 退院時共同指導加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院・入所中の者に対して、看護師等（准看護師を

除く）が主治医その他の職員と共同して在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を提供した後に、当

該者の退院又は退所後に初回の訪問看護を行った場合、退院・退所につき 

１回（特別な管理を必要とする者について、複数日に退院時共同指導を行った場合は２回）に限り所定単

位数を算定する。 

○介護保険で退院時共同指導加算を請求する場合は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模

多機能型居宅介護及び医療保険における退院時共同指導加算は算定できない。 

○初回加算を算定する場合は、算定できない。 

【指導事例】 

＊退院時共同指導の内容を、文書により利用者等へ交付していなかった。 

＊退院時共同指導の内容の文書を、退院後、訪問看護を行った日に利用者に提供している。 

＊退院時共同指導の内容を、訪問看護記録書に記録していなかった。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ホ 退院時共同指導加算  ６００単位 

注 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院

中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定訪問

看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が、退院時

共同指導（当該者又はその看護に当たっている者に対し

て、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主

治の医師その他の従事者と共同し、在宅での療養上必要な

指導を行い、その内容を提供することをいう。）を行った後

に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指

定訪問看護を行った場合に、退院時共同指導加算として、

当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利

用者については、２回）に限り、所定単位数を加算する。た

だし、ニの初回加算を算定する場合は、退院時共同指導加

算は算定しない。 

 

（２６） 退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退院又は退所す

るに当たり、訪問看護ステーションの看護師等が、退院時共同

指導を行った後に当該者の退院又は退所後、初回の訪問看

護を実施した場合に、一人の利用者に当該者の退院又は退所

につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示（※）第

６号を参照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時

共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定でき

ること。この場合の当該加算は、初回の訪問看護を実施した日

に算定すること。 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を 

行っている場合においても算定できること。 

    また、退院時共同指導は、テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該者又はその看護に当たる者の同意を得なければなら

ない。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。 

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働

大臣が定める状態の者）に対して複数の訪問看護ステーショ

ン、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は看護小規

模多機能型居宅介護事業所が退院時共同指導を行う場合に

あっては、１回ずつの算定も可能であること。 

③ 複数の訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合

には、主治の医師の所属する保険医療機関、介護老人保健施

設若しくは介護医療院に対し、他の訪問看護ステーション等に
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おける退院時共同指導の実施の有無について確認すること。 

④ 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月

に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機

能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける退院

時共同指導加算並びに同月に医療保険における訪問看護を

利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定できな

いこと（②の場合を除く。）。 

⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護記録

書に記録すること。 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ニ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 

第二の３（２４） 

※利用者等告示：平成 27 年厚生労働省告示第 94 号 

 

 

●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【退院時共同指導加算】 

（問３９） 

退院時共同指導を実施した２ヶ月後に退院後初回の

訪問看護を行った場合は退院時共同指導加算を算定

できるのか。 

（答）  

算定できない。退院後初回の訪問看護を行った月の

同一月若しくは前月に退院時共同指導を実施した場合

に算定できる。 

（問４０） 

退院時共同指導加算を２ヵ所の訪問看護ステー 

ションで算定できるのか。 

（答） 

退院時共同指導加算は、１回の入院について１回に

限 り 算 定可 能で あ る た め 、 １ ヵ 所の 訪 問看 護ス 

テーションのみで算定できる。ただし、特別管理加算を

算定している状態の利用者（１回の入院につき２回算定

可能な利用者）について、２ヵ所の訪問看護ステーショ

ンがそれぞれ別の日に退院時共同指導を行った場合

は、２ヵ所の訪問看護ステーションでそれぞれ１回ずつ

退院時共同指導加算を算定することも可能である。 
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（問４１） 

退院時共同指導加算は、退院又は退所１回につき１

回に限り算定できることとされているが、利用者が１ヶ月

に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定がで

きるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同

指導を２回行った場合でも退院後１度も訪問看護を実

施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は１回

のみ算定できる。 

 

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の 

提供→再入院→退院時共同指導→訪問看護の

実施 

 

（例２）退院時共同指導加算は１回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院

時共同指導→訪問看護の実施 

  

 

●介護保険最新情報 vol.1225「令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A」（令和 6 年 3 月 15 日） 

【退院時共同指導加算】 

（問 48） 

退院時共同指導の内容を文書以外の方法で提供す

る場合、指導の内容を電話に伝達してもよいのか。 

（答）  

元来、退院時共同指導の内容を文書により提供して

いたことを鑑みれば、電話による伝達ではなく、履歴が

残る電子メール等の電磁的方法により指導内容を提供

することが想定される。 

 

（問４9） 

退院時共同指導の内容を文書以外の方法で提供す

る場合、利用者やその家族の同意は必要か。 

（答） 

必要。利用者やその家族によっては、退院共同指導

の内容の提供を受ける手段として電磁的方法ではなく

文書による提供を希望する場合も考えられるため、希望

に基づき対応すること。 
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（問50） 

退院時共同指導の内容を電子メールで送信できたこ

とが確認できれば退院時共 同指導加算の算定は可能

か。 

（答） 

不可。電子メールで送信した後に利用者またはその

家族が受け取ったことを確認するとともに、確認したこと

について訪問看護記録書に記録しておく必要がある。 
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６０ 看護・介護職員連携強化加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○指定訪問介護事業所と連携し、訪問介護員等に対して、たんの吸引等が必要な利用者に係る計画書や

報告書の作成及び緊急時の対応についての助言を行うとともに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居

宅において業務の実施状況を確認した場合、又は利用者に対する安全なサービス提供体制整備や連携

体制確保のための会議に出席した場合に、１月に１回に限り所定単位数を算定する。 

○ 当該加算は訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補うために同行訪問を実施することを目的とし

たものではないため、訪問介護員等の基礎的な技術取得や研修目的で同行訪問を実施した場合は、当

該加算及び訪問看護費は算定できない。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ヘ 看護・介護職員連携強化加算       ２５０単位 

注 指定訪問看護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法

（昭和６２年法律第３０号）第４８条の３第１項の登録又は同法

附則第２０条第１項の登録を受けた指定訪問介護事業所と

連携し、当該事業所の訪問介護員等が当該事業所の利用

者に対し社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２

年厚生省令第４９号）第１条各号に掲げる医師の指示の下に

行われる行為を円滑に行うための支援を行った場合は、１月

に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

 

（２７） 看護・介護職員連携強化加算について 

① 看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護事業所の看護職

員が、訪問介護事業所の訪問介護員等に対し、たんの吸引等

の業務が円滑に行われるよう、たんの吸引等に係る計画書や

報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行うとと

もに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居宅において業務

の実施状況について確認した場合、又は利用者に対する安全

なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議に出

席した場合に算定する。なお、訪問介護員等と同行訪問した

場合や会議に出席した場合は、その内容を訪問看護記録書に

記録すること。 

② 当該加算は、①の訪問介護員等と同行訪問を実施した日又

は会議に出席した日の属する月の初日の訪問看護の実施日

に加算する。 

③ 当該加算は訪問看護が２４時間行える体制を整えている事業

所として緊急時訪問看護加算を届け出をしている場合に算定

可能である。 

④ 訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護員等と同行し、た

んの吸引等の実施状況を確認する際、通常の訪問看護の提

供以上に時間を要した場合であっても、ケアプラン上に位置づ

けられた訪問看護費を算定する。 

⑤ 当該加算は訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補う

ために同行訪問を実施することを目的としたものではないた

め、訪問介護員等のたんの吸引等に係る基礎的な技術取得

や研修目的で、訪問看護事業所の看護職員が同行訪問を実

施した場合は、当該加算及び訪問看護費は算定できない。 

（介護予防） 該当なし  
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●介護保険最新情報 vol.267「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 24 年 3 月 16 日） 

【看護・介護職員連携強化加算】 

（問４２） 

看護・介護職員連携強化加算は、訪問看護を実施し

ていない月でも算定できるのか。 

（答）  

訪問看護費が算定されない月は算定できない。 

（問４４） 

看護・介護職員連携強化加算は、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士が同行訪問や会議に出席した場

合でも算定できるのか。 

（答） 

算定できない。 

（問４５） 

利用者の居宅を訪問し、介護職員のたんの吸引等

の実施状況を確認した場合、当該時間に応じた訪問看

護費は算定できるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、手技の指導が必要な場合に指

導目的で同行訪問を行った場合は、訪問看護費は算

定できない。この場合の費用の分配方法は訪問介護事

業所との合議により決定されたい。 

（問４６） 

看護・介護職員連携強化加算を算定する場合は緊

急時訪問看護加算を算定している必要があるのか。 

（答） 

緊急時の対応が可能であることを確認するために緊

急時訪問看護加算の体制の届け出を行うことについて

は看護・介護職員連携強化加算の要件としており、緊

急時訪問看護加算を算定している必要はない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.273「平成 24 年度介護報酬改定に関する Q&A（vol.2）」（平成 24 年 3 月 30 日） 

【看護・介護職員連携強化加算】 

（問４） 

利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の対象と

なった場合は看護・介護職員連携強化加算を算定でき

るのか。 

（答） 

介護保険の訪問看護の利用期間中に、介護職員と

同行訪問又は会議を行った場合は算定できる。 
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６１ 看護体制強化加算   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

○別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業

所が、医療ニーズﾞの高い利用者への指定訪問看護の提供体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区

分に従い１月につき所定単位数を加算する。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知 （第二の４ 訪問看護費） 

ト 看護体制強化加算    

注 イ及びロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合

しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看護事

業所が、医療ニーズﾞの高い利用者への指定訪問看護の提供

体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

(１) 看護体制強化加算(Ⅰ)          ５５０単位 

(２) 看護体制強化加算(Ⅱ)          ２００単位 

 

 

（２８） 看護体制強化加算について 

① 大臣基準告示(※)第９号イ⑴㈠の基準における利用者の割

合については、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、

算定日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定訪問看護事業所における緊急時訪問看護加算を算

定した実利用者数 

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数 

② 大臣基準告示第９号イ⑴㈡の基準における利用者の割合に

ついては、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算定

日が属する月の前６月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定訪問看護事業所における特別管理加算を算定した実

利用者数 

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数  

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前６月間において、当

該事業所が提供する訪問看護を２回以上利用した者又は当該

事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として

数えること。そのため、①及び②に規定する割合の算出におい

て、利用者には、当該指定訪問看護事業所を現に利用してい

ない者も含むことに留意すること。 

④ 看護職員の占める割合の算出に当たっては、常勤換算方法

により算出した前月（暦月）の平均を用いることとする。なお、当

該割合が100 分の60 から１割を超えて減少した場合（100 分

の54 を下回った場合）には、その翌月から看護体制強化加算

を算定できないものとし、１割の範囲内で減少した場合（100 

分の54 以上100 分の60 未満であった場合）には、その翌々

月から当該加算を算定できないものとすること（ただし、翌月の

末日において100 分の60 以上となる場合を除く。）。 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、当該指定訪問

看護事業所の看護師等が、当該加算の内容について利用者

又はその家族への説明を行い、同意を得ること。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、医療機関との

連携のもと、看護職員の出向や研修派遣などの相互人材交流

を通じて在宅療養支援能力の向上を支援し、地域の訪問看護

人材の確保・育成に寄与する取り組みを実施していることが望

ましい。 

⑦ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告示

第９号イ⑴㈠、イ⑴㈡及びイ⑴㈣の割合並びにイ⑴㈢及びロ⑴

平成２７年厚生労働省告示第９５号 

９ 訪問看護費における看護体制加算の基準 

  次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

イ 看護体制強化加算(Ⅰ) 

(1) 算定日が属する月の前６月間において、指定訪問看

護事業所（指定居宅サービス 等基準第 60 条第 1 項に

規定する指定訪問看護事業所をいう。以下同じ。）にお

ける利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算（指定居

宅サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注 12

に係る加算をいう。）を算定した利用者の占める割合が

100 分の 50 以上であること。 

(2) 算定日が属する月の前６月間において、指定訪 

問看護事業所における利用者の総数のうち、特別管 

理加算（指定居宅サービス介護給付費単位数表の訪 

問看護費の注 13 に係る加算をいう。）を算定した利 

用者の占める割合が 100 分の 20 以上であること。 

(3) 算定日が属する月の前 12 月間において、指定訪 

    問看護事業所におけるターミナルケア加算（指定居宅

サービス介護給付費単位数表の訪問看護費の注 

15 に係る加算をいう。ロ(2)において同じ。）を算定した 

利用者が５名以上であること。 

  (4) 当該事業所において指定訪問看護の提供に当たる従

業者(指定居宅サービス等基準第六十条第一項に規定

する看護師等をいう。以下この号において同じ。)の総

数のうち、同項第一号イに規定する看護職員の占める

割合が百分の六十以上であること。 
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㈡の人数について、継続的に所定の基準を維持しなけれならな

い。なお、その割合及び人数については、台帳等により毎月記録

するものとし、所定の基準を下回った場合については、直ちに第

一の５に規定する届出を提出しなければならないこと。 

⑧ 看護体制強化加算は、訪問看護事業所の利用者によって

（Ⅰ）又は（Ⅱ）を選択的に算定することができないものであり、

当該訪問看護事業所においていずれか一方のみを選択し、

届出を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ホ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（２５） 

※大臣基準告示： 平成 27 年厚生労働省告示第 95 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、同項に規定する指定訪問看護事業者が、指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準(平成十八年

厚生労働省令第三十五号。以下「指定介護予防サー

ビス等基準」という。)第六十三条第一項に規定する指

定介護予防訪問看護事業所の指定を併せて受け、か

つ、指定訪問看護の事業と指定介護予防訪問看護

(指定介護予防サービス等基準第六十二条に規定す

る指定介護予防訪問看護をいう。以下同じ。)の事業と

が同一の事業所において一体的に運営されている場

合における、当該割合の算定にあっては、指定訪問

看護を提供する従業者と指定介護予防訪問看護を提

供する従業者の合計数のうち、看護職員の占める割

合によるものとする。 

ロ 看護体制強化加算(Ⅱ) 

(1) イ(1)及び(2)に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(2) 算定日が属する月の前 12 月間において、指定訪問

看護事業所におけるターミナルケア加算を算定した利

用者が１名以上であること。 

 

 (看護体制強化加算の係る経過措置) 

    令和５年３月 31 日において現にこの加算を算定して

いる指定訪問看護ステーション又は指定介護予防訪

問看護ステーションであって、令和５年４月 1 日以後

に、看護職員の離職等によりイ(4)のに適合しなくなっ

たものが、看護職員の採用に関する計画を都道府県

知事に届け出た場合には、当該計画に定める期間を

経過する日までの間は、当該基準にかかわらず、当

該加算を算定することができる。 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【看護体制強化加算】 

（問９） 

看護体制強化加算の要件として、

「医療機関と連携のもと、看護職員の

出向や研修派遣などの相互人材交流

を通じて在宅療養支援能力の向上を

支援し、地域の訪問看護人材の確

保。育成に寄与する取り組みを実施し

ていることが望ましい。」ことが示された

が、具体的にはどのような取組が含ま

れるのか。 

（答）  

 当該要件の主旨は、看護体制強化加算の届出事業所において

は、地域の訪問看護人材の確保・育成に寄与する取り組みが期待

されるものとして示されたものであり、例えば、訪問看護ステーショ

ン及び医療機関の訪問看護事業所間において相互の研修や実習

等の受入、地域の医療・介護人材育成のための取組等、地域の実

情に応じた積極的な取組が含まれるものである。 

（問１０） 

留意事項通知における「前６月間に

おいて、当該事業所が提供する訪問

看護を２回以上利用した者又は当該

事業所で当該加算を２回以上算定し

た者であっても、１として数えること」と

は、例えば、１～６月にかけて継続して

利用している利用者Ａは１人、１月に

利用した利用者Ｂも１人と数えるという

ことで良いか。 

（答）  

 貴見のとおりである。具体的には下表を参照のこと。 

 

例）特別管理加算を算定した実利用者の割合の算出方法 

【サービス提供情報】７月に看護体制強化加算を算定 

 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

利用者A  ○  ○  ○  ○  ○  ○ 

利用者 B ◎（Ⅰ）      

利 用 者

C 

   ○ （ 入 院

等） 

（ 入 院

等） 

◎（Ⅱ） 

○指定訪問看護の提供が１回以上あった月 

◎特別管理加算を算定した月 

【算出方法】 

① 前６月間の実利用者の総数 ＝３  

② ①のうち特別管理加算(Ⅰ)(Ⅱ)を算定した実利用者数＝２ 

→ ①に占める②の割合＝２／３≧３０％･･･算定要件満た   

 す 
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【看護体制強化加算】 

（問１１） 

仮に、７月に算定を開始する場合 

届出の内容及び期日はどうなるのか。 

（答）  

・看護体制強化加算の算定にあたっては「算定日が属する月の前６

月間」において特別管理加算及び緊急時訪問看護加算を算定し

た実利用者の割合を算定する必要がある。 

・仮に、７月に算定を開始する場合は、６月１５日以前に届出を提出

する必要があるため、６月分は見込みとして１月・２月・３月・４月・５

月・６月の６月間の割合を算出することとなる。 

・なお、６月分を見込みとして届出を提出した後に、加算が算定さ

れなくなる状況が生じた場合には、速やかにその旨を届出するこ

と。 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

実績で

割合 を

算出す

る 

実績で

割 合 を

算出す

る 

実績で

割合 を

算出す

る 

実績で

割 合 を

算出す

る 

実績で

割合 を

算出す

る 

１５日以

前 に 届

出 が 必

要。 

届 出 日

以 降 分

は 見 込

み で 割

合 を 算

出する。 

算定月 

 

（問１２） 

平成３０年３月時点で看護体制強化

加算を届出しているが、平成３０年４月

以降も看護体制強化加算を算定する

場合については、実利用者の割合の

算出方法が変更になったことから、新

たに届出が必要となるのか。 

 

（答）  

貴見のとおりである。新たな算出方法で計算したうえで改めて届

出する必要がある。なお、３月分を見込みとして届出を提出した後

に、新たに加算が算定されなくなる状況が生じた場合には、速やか

にその旨を届出すること。。 

（問１３） 

平成３０年４月から算定する場合

には、平成２９年１０月からの実績を

用いることになるのか。 
 

（答）  

貴見のとおりである。 
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●介護保険最新情報 vol.629「平成 30 年度介護報酬改定に関する Q&A」（平成 30 年 3 月 23 日） 

【看護体制強化加算】 

（問１４） 

１つの訪問看護事業所で看護体制強

化加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を同時に届出する

ことはできないが、例えば、加算（Ⅱ）を

届出している事業所が、加算（Ⅰ）を新

たに取る場合には、変更届けの提出が

必要ということでよいか。 

 

（答）  

貴見のとおりである。 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.３）」（令和３年３月 26 日） 

【看護体制強化加算】 

（問１１） 

看護体制強化加算に係る経過措置に

ついて、令和５年４月１日以後に「看護

職員の離職等」により基準に適合しなく

なった場合の経過措置で、看護職員の

採用に関する計画について具体的な様

式は定められているのか。 

（答）  

様式は定めていない。 

 

●介護保険最新情報 vol.965「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.５）」（令和３年４月９日） 

【看護体制強化加算】 

（問１）  

看護体制強化加算に係る経過措置に

ついて、令和５年４月１日以後に「看護

職員の離職等」により基準に適合しなく

なった場合の経過措置が示されている

が、看護職員の離職以外にどのようなも

のが含まれるのか。 

（答）  

看護職員の離職以外に、看護職員の病休、産前産後休業、育児・

介護休業又は母性健康管理措置としての休業を取得した場合が含ま

れる。 
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６２ 口腔連携強化加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外  

○次の条件を備えた場合に加算対象となる。 

電子情報処理組織を使用し都道府県知事に対し届出を行った従業者が、口腔の健康状態の評

価を実施し、利用者の同意を得て歯科及び介護支援専門員に結果の情報提供を行ったとき、１

月に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号 平成２７年厚生労働省告示第９３号 

チ 口腔連携強化加算 50 単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対

し、老健局長が定める様式による届出を行った指定訪問看護事

業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合におい

て、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に

対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強

化加算として１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ 注９ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知第二の３（１５） 
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６３ サービス提供体制強化加算  ※区分支給限度基準額の算定対象外  

○次の条件を備えた場合に加算対象となる。 

 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）については、（１）～（４） 

 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）については、（１）～（３）及び（５） 

 （１）すべての看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い研修を実施すること 

 （２）すべての看護師等による技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること 

 （３）すべての看護師等に対し、健康診断等を少なくとも１年に１回、実施すること 

 （４）看護師等の勤続年数について、７年以上の者が３割以上であること 

 （５）看護師等の勤続年数について、３年以上の者が３割以上であること 

【指導事例】 

＊看護師等ごとの研修計画を作成していなかった。 

 

【根拠法令】 

平成１２年厚生省告示第１９号別表（３ 訪問看護費） 平成１２年老企第３６号通知（第二の４ 訪問看護費） 

リ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準（※）に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所が、利

用者に対し、指定訪問看護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従いイ及びロについては１回につき、ハについて

は次に掲げる単位を所定単位数に加算する。 

 ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）  イ又はロを算定している場合。 

（一） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）      ６単位 

（二） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）      ３単位 

（２）  ハを算定している場合。 

（一） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）     ５０単位 

（二） サービス提供体制強化加算（Ⅱ）     ２５単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３０） サービス提供体制強化加算について 

 ３（１２）を参照のこと。 

第二の３ 

（１２）サービス提供体制強化加算について 

① 研修について 

看護師等ごとの「研修計画」については、当該事業所にお

けるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像

と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、

看護師等について個別具体的な研修の目標、内容、研修期

間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

② 会議の開催について 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての

留意事項に係る伝達又は当該指定訪問看護事業所におけ

る看護師等の技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所

においてサービス提供に当たる看護師等のすべてが参加す

るものでなければならない。なお、実施に当たっては、全員

が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別

に分かれて開催することで差し支えない。会議の開催状況

については、その概要を記録しなければならない。 

なお、「定期的」とは、概ね一月に一回以上開催されてい

る必要がある。 

また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての

留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その

変化の動向を含め、記載しなければならない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家族を含む環境 

・前回のサービス提供時の状況 

155



 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・その他サービス提供に当たって必要な事項 

③ 健康診断等について 

健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実

施することが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当

しない看護師等も含めて、少なくとも一年以内ごとに一回、事

業主の費用負担により実施しなければならない。新たに加算

を算定しようとする場合にあっては、当該健康診断等が一年

以内に実施されることが計画されていることをもって足りるも

のとする。 

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算

出した前年度（三月を除く。）の平均を用いることとする。ただ

し、前年度の実績が六月に満たない事業所（新たに事業を

開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日

の属する月の前三月について、常勤換算方法により算出し

た平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始

し、又は再開した事業者については、四月目以降届出が可

能となるものであること。 

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職

員基礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時

点で資格を取得している又は研修の課程を修了している者

とすること。 

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降に

おいても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に

所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合につ

いては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合

については、直ちに第一の５の届出を提出しなければならな

い。 

⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数

をいうものとする。 

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務

年数に加え、同一法人等の経営する他の介護サービス事業

所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直

接提供する職員として勤務した年数を含めることができるもの

とする。 

⑧ 同一の事業所において介護予防訪問看護を一体的に行

っている場合においては、本加算の計算も一体的に行うこと

とする。 

 

（介護予防）平成１８年厚生労働省告示第１２７号 別表２ ヘ （介護予防）平成１８年老計発第０３１７００１号通知 

第二の３（２２） 

（※）平成２７年厚生労働省告示第９５号  

１０ 訪問看護費におけるサービス提供体制強化加算の 

基準 

 

イ 指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準

第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業所をい

う。以下同じ。）の全ての看護師等（指定居宅サービ

ス等基準第６０条第１項に規定する看護師等をいう。

以下同じ。）に対し、看護師等ごとに研修計画を作

成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を

含む。）を実施又は実施を予定していること。 

ロ 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当た

っての留意事項の伝達又は当該指定訪問看護事

業所における看護師等の技術指導を目的とした会

議を定期的に開催すること。 

ハ 当該指定訪問看護事業所の全ての看護師等に対

し、健康診断等を定期的に実施すること。 

ニ 当該指定訪問看護事業所の看護師等の総数のう

ち、勤続年数３年以上の者の占める割合が１００分

の３０以上であること。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【計画的な研修の実施に係る要件の留意事項】 

（問３） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の

要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事

項を示されたい。 

（答） 

訪問介護員等（訪問入浴介護従業者等を含む。以下

問３及び問４において同じ。）ごとに研修計画を策定され

ることとしているが、当該計画の期間については定めて

いないため、当該訪問介護員等の技能や経験に応じた

適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。  

また、計画の策定については、全体像に加えて、訪問

介護員等ごとに策定することとされているが、この訪問介

護員等ごとの計画については、職責、経験年数、所有資

格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして

作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての訪問介護員等が概

ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施できるよう

策定すること。 

【定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項】 

（問４） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算の

要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留

意事項を示されたい。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に

健康診断を実施することが義務づけられた「常時使用す

る労働者」に該当しない訪問介護員等を含めた、すべて

の訪問介護員等に対して、１年以内ごとに１回、定期的

に医師による健康診断を、事業所の負担により実施する

こととしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護

員等に対する健康診断については、労働安全衛生法に

おける取扱いと同様、訪問介護員等が事業者の実施す

る健康診断を本人の都合で受診しない場合について

は、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健

康診断を含む。）を受診し、その者が当該健康診断の結

果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を

省略できるほか、費用については本人負担としても差し

支えない（この取扱いについては、高齢者の医療の確

保に関する法律により保険者が行う特定健康診査につ

いては、同法第２１条により労働安全衛生法における健

康診断が優先されることが定められているが、「常時使

用する労働者」に該当しない訪問介護員等について

は、同条の適用はないことから、同様の取扱いとして差

し支えない。）。 
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●介護保険最新情報 vol.69「平成 21 年 4 月改定関係 Q&A（vol.1）について」（平成 21 年 3 月 23 日） 

【勤続年数の通算】 

（問５） 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施

設）における勤続年数や異なる業種（直接処遇職種）に

おける勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の

出向や事業の承継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同

士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤

続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）に

おける勤続年数については通算することができる。ま

た、事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合

であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、

事業所が実質的に継続して運営していると認められる場

合には、勤続年数を通算することができる。ただし、グル

ープ法人については、たとえ理事長等が同じであったと

しても、通算はできない。 

【産休・病欠等の期間の勤続年数への参入】 

（問６） 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継

続していることから、勤続年数に含めることができる。 

 
 

６４ 訪問看護ステーションにおける衛生材料等の取扱いについて 

○利用者が主治医から必要かつ十分な量の衛生材料又は保険医療材料の支給を受けていること

を確認のうえ、訪問看護を実施します。 

 

【根拠法令】 

平成１５年 保医発第０３３１０１４号課長通知 「訪問看護ステーションにおける衛生材料等の取扱いについて」 

  標記については、「診療報酬点数表（平成６年３月厚生省告示第５４号）及び老人診療報酬点数表（平成６年３月厚生省告示第 

７２号）の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（保医発第０３０８００１号）及び「保険医療機関等において患者から求める

ことができる実費について」（平成１２年１１月１０日保険発第１８６号）により取扱われているところであるが、今般、下記について関

係者に対し改めて周知徹底を図られたい。 

記 

 

   在宅療養指導管理料は必要かつ十分な量の衛生材料又は保険医療材料を支給した場合に算定することとなっており、保険医

療機関は訪問看護ステーションとの連携等により、在宅医療に必要な衛生材料等の量の把握に努め、十分な量の衛生材料等を

支給すること。 
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６５ 訪問看護と連続して行われる死後の処置について 

○死後の処置については、指定訪問看護の提供に係るものでない。 

○ただし、訪問看護の提供と連続して行われたものについては、交通費、おむつ代等に準ずるもの

として、実費相当額の支払いを受けることができる。 

○費用については、あらかじめ家族などに説明のうえ、同意を得るとともに領収書を交付すること。 

 

【根拠法令】 

平成１２年 老健第８５号課長通知 「指定訪問看護と連続して行われる死後の処置の取扱いについて」 

指定訪問看護又は指定老人訪問看護（以下「指定訪問看護等」という。）と連続して行われるいわゆる死後の処置については、

「指定訪問看護及び指定老人訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成１２年３月３１日保発第７０号・老発第３

９７号）の第三の４（９））①ハにおいて、実費相当額を徴収することができる旨、通知したところであるが、さらに、その取扱いについて

は左記に留意し、その実施に遺憾のないように関係者に対して周知徹底を図られたい。 

一 死後の処置については、指定訪問看護等の提供に係るものではないが、指定訪問看護等の提供と連続して行われるものに要

する費用については、指定訪問看護等の提供に係る交通費、おむつ代等に要する費用に準ずるものとして取り扱うこととしたこと。 

二 死後の処置のみのサービス提供は、費用を徴収できる「死後の処置」に含まれないものとすること。 

三 死後の処置とは、消毒液等での清拭、遺体の排出物・分泌物等への処置等を行うものであること。 

四 費用の徴収については、死後の処置のサービスを提供する前に、あらかじめ家族等に対し、その内容及び費用について説明

を行い、同意を得なければならないこと。また、家族等から費用の支払を受ける場合には、費用の細目を記載した領収書を交付

する必要があること。 

 
 
 
 
 

その他 

●介護保険最新情報 vol.71「介護報酬等に係る Q&A vol.2」（平成 12 年 4 月 28 日） 

【同一日に医療保険と介護保険の両方の請求】 

（問Ⅰ（１）①３） 

午前中に「訪問診療」を実施し、午後に「訪問看護」

及び「訪問リハビリ」を行った場合に、医療保険と介護

保険それぞれに請求を行うことが可能か。 

（答） 

医療保険による訪問診療と介護保険による訪問看護

（要介護者、要支援者に行われる訪問看護は癌末期、

神経難病など一定の疾病の状態にある場合や急性増

悪等の場合を除き、介護保険からの給付となる）、訪問

リハビリが別の時間帯に別のサービスとして行われる場

合、それぞれが算定できる。 

【訪問看護ステーションと保険医療機関とが医療保険でいう「特別な関係」にある場合の介護給付費の算定】 

（問Ⅰ（１）③１） 

訪問看護ステーションと医療保険でいう「特別な関

係」にある保険医療機関において、医療機関が居宅療

養管理指導費（介護保険）を算定した日と同一日に訪

問看護ステーションの訪問看護費（介護保険）の算定は

可能か。 

（答）  

別の時間帯に別のサービスとして行われた場合、可

能である。 
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●介護保険最新情報 vol.151「介護報酬等に係る Q&A」（（平成 15 年 5 月 30 日） 

【難病患者等の利用】 

（問１６） 

利用者が末期がん患者や神経難病など難病患者等

の場合の取扱いについて 

（答）  

利用者が末期がん患者や難病患者等の場合は、訪

問看護は全て医療保険で行い、介護保険の訪問看護

費は算定できない。 

 

 

●介護保険最新情報 vol.952「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.３）」（令和３年３月 26 日） 

【利用開始した月から 12 月を超えた場合の減算】（介護予防訪問看護） 

（問 121） 

介護予防訪問・通所リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問看護からの理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士による訪

問について、当該事業所においてサー

ビスを継続しているが、要介護認定の状

態から要支援認定へ変更となった場合

の取扱如何。 

（答）  

・ 法第 19 条第２項に規定する要支援認定の効力が生じた日が属する

月をもって、利用が開始されたものとする。  

・ ただし、要支援の区分が変更された場合（要支援１から要支援２の 

変更及び要支援２から要支援１への変更）はサービスの利用が継続 

されているものとみなす。  

 

 

 

 

●介護保険最新情報 vol.966「令和３年度介護報酬改定に関する Q&A（Vol.６）」（令和３年４月 15 日） 

【利用開始した月から 12 月を超えた場合の減算】（介護予防訪問看護） 

（問４） 

介護予防訪問・通所リハビリテーショ

ン及び介護予防訪問看護からの理学療

法士・作業療法士・言語聴覚士による訪

問について、12 月以上継続した場合の

減算起算の開始時点はいつとなるの

か。 

（答）  

・ 当該サービスが開始した日が属する月となる。。  

  

・ 当該事業所のサービスを利用された月を合計したものを利用期間と

する。 
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別紙様式１    　            　　　訪問看護計画書

作 成 者 ①  職 種： 看護師・保健師

作 成 者 ②

上記の訪問看護計画書に基づき指定訪問看護又は看護サービスの提供を実施いたします。  

                                                            

   　    　　   年　　月　　日

                                             事業所名                   

                                             管理者氏名          　　  　 　  

                 　　　　　　殿                                               

  　 年  　 月 　  日　(  　   )歳生年月日

要介護認定の
状況

　　　要支援（１　２）　　要介護（１　　２　　３　　４　　５）

利用者氏名

処置の内容 衛生材料（種類・サイズ）等

年 月 日

必要量

備考(特別な管理を要する内容、その他留意すべき事項等)

住　　所

評価

看護・リハビリテーションの目標

療養上の課題・　支援内容

 氏 名：  職 種： 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

有　・　無衛 生 材 料 等 が 必 要 な 処 置 の 有 無

 氏 名：
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訪問看護を実施する際の保険適用の考え方 

 

利用者が介護保険の要介護被保険者等（要支援・要介護認定を受けた方）の場合、

原則として介護保険法に基づく訪問看護費を算定します。 

 

４０歳から６４歳までの方 

（第２号被保険者） 

６５歳以上の方 

（第１号被保険者） 

初老期認知症や脳血管疾患な

ど、老化に起因する１６種類の

特定疾病に該当する心身の障

害が原因で、介護等を要する状

態になった。 

加齢、疾病等に伴い介護等を要

する状態になった。 

 

 

（市区町村に申請） 

・一次判定 ： 訪問審査（または主治医の意見書） 

・二次判定 ： 介護認定審査会における介護度判定 

  ↓    ↓     ↓ 

非該当  
要支援１・２ 

→ 介護予防訪問看護 
 

要介護１～５ 

→ 訪問看護 

 

 

ただし、利用者が以下に該当する場合は、健康保険法及び高齢者の医療の確保に関する

法律に基づく指定訪問看護の費用を算定します。 

 

「訪問看護療養費に係る訪問看護ステーションの基準」（平成１８年厚生労働省告示第

１０３号 第４） 
◆指定訪問看護に係る厚生労働大臣が定める場合 

 

１ 要介護被保険者等である利用者について指定訪問看護の費用に要する額を算定できる場合 
(1) 特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護を行う場合 
(2) 特掲診療料の施設基準等別表第７に掲げる名称の疾病等の利用者に対する指定訪

問看護を行う場合 
(3) 精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行う場合 

２ 訪問看護基本療養費の注１４ただし書及び精神科訪問看護基本療養費の注１１ただ

し書に規定する所定額を算定できる場合 

(1) 介護保険法第８条第１１項に規定する特定施設入居者生活介護又は同条第２０項

に規定する認知症対応型共同生活介護の提供を受けている利用者に対し、前号(1)又
は(2)に掲げる指定訪問看護を行う場合 

(2) 介護保険法第８条第２７項に規定する介護老人福祉施設の入所者等であって、末

期の悪性腫瘍であるものに対し、その主治医から交付を受けた訪問看護指示書及び

訪問看護計画書に基づき、指定訪問看護を行う場合 
(3) 病院又は診療所に入院している者で、在宅療養に備えて一時的に外泊してい

る者（次のいずれかに該当する者に限る。） 

イ 特掲診療料の施設基準等別表第７に掲げる疾病等の者 

ロ 特掲診療料の施設基準等別表第８に掲げる者 

ハ その他在宅療養に備えた一時的な外泊に当たり、訪問看護が必要であると認

められた者 
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３　訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

准看護師の

場合

高齢者虐待防

止措置未実施

減算

業務継続計画

未策定減算

夜間又は早朝

の場合、若しく

は深夜の場合

複数名訪問

加算（Ⅰ）

複数名訪問

加算（Ⅱ）

１時間３０分以

上の訪問看護

を行う場合

要介護５の者

の場合

事業所と同一

建物の利用者

又はこれ以 外

の同一建物の

利用者2 0人以

上にサービス

を行う場合

特別地域訪問

看護加算

中山間地域等

における小規

模事業所加算

中山間地域等

に居住す る者

へのサー ビス

提供加算

緊 急時訪問看

護 加算（Ⅰ）

緊急時 訪問看

護加算 （Ⅱ）

特別管理加算 専門管理加算 ターミナ ルケア

加算

遠隔死亡診断

補助加算

医療保険の訪

問看護が必要

であるものとし

て主治医が発

行する訪問看

護指示の文書

の訪問看護指

示期間の日数

につき減算（１

日につき）

理学療法士・

作業療法士・

言語聴覚士の

訪問回数が看

護職員の訪問

回数を超えて

いる場合又は

特定の加算を

算定していな

い場合

（３１４単位）

（２） 　３０分未満

（４７１単位）

（８２３単位）

（１,１２８単位）

（２６６単位）

（２） 　３０分未満

（３９９単位）

（５７４単位）

（８４４単位）

（１）初回加算（Ⅰ）

（１月につき　＋３５０単位）

（２）初回加算（Ⅱ）

（１月につき　＋３００単位）

（１）　看護体制強化加算（Ⅰ）

　（１月につき　＋５５０単位）

（２）　看護体制強化加算（Ⅱ）

　　　　（１月につき　＋２００単位）

（一） サービス提 供体制強化加算（Ⅰ）

（1 回につき　＋６単位）

（二） サービス提 供体制強化加算（Ⅱ）

（1 回につき　＋３単位）

（一） サービス提 供体制強化加算（Ⅰ）

（1 月 につき　＋５０単位）

（二） サービス提 供体制強化加算（Ⅱ）

（1 月 につき　＋２５単位）

　：　「特別地域訪問看護加算」 、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「緊急時訪問看護加算」 、「特別管理加算」、　「 ターミナルケア加算」及び「サービス提供体制強化加算」 は、支給限度額管理の対象外の算定項目

　　　「事業所と同一建物 の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを行う場合」を適用する場合は、支給限度基準額 の算定の際、当該減算 前の単位数を算入

※　１月 以内の２回目以降の緊急時訪 問については、 早朝・夜間、深夜の訪問看護に係る加算を算定できるものとす る。

ニ　初回加算

ホ　退院時共同指導加算 　（１回につき　＋６００単位）

へ　看護・介護職員連携強化加算

基本部分

（１） 　２０分未満

　　　　週に1 回以上 、20 分以上の保健師又は

　　　　看護師による訪問を行った場合算定可 能

イ　指定訪問看 護

　　ステー ションの場合

３０分未満の

場合

＋２５４単位

３０分以上の

場合

＋４０２単位

ハ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携する場合

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　（1 月につき　２，９６１単位）

（５） 　理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士の場合

ロ　病院又は診療所

　　の場合

（３） 　３０分以上１時間未満

准看護師に

よる訪問が

1 回でもある

場合

×９８/ 1 0 0

 １月につき

＋３２５単位

＋１０／１００

×９０／１００

（１） 　２０分未満

　　　　週に1 回以上 、20 分以上の保健師又は

　　　　看護師による訪問を行った場合算定可 能

×９０／１００

（４） 　１時間以上 １時間３０分未満

（２９４単位）

　 ※　１日に２回を超 えて実施する場合は９０/ １００

（３） 　３０分以上１時間未満

（４） 　１時間以上 １時間３０分未満

＋１５／１００

－９７単位

１月につき

（ Ⅰ）の場合

　＋５００単位

又は

（ Ⅱ）の場合
＋２５０単位

死亡日及び

死 亡日前14 日

以内に2日以上

ターミナルケア

を行っ た場合
＋２,５００単位

＋ １５０単位

注 注

３０分未満の

場合

＋２０１単位

３０分以上の

場合

＋３１７単位

事業所と同一

建物の利用者

又はこれ以外

の同一建物の

利用者2 0人以

上にサービス

を行う場合

×９０／１００

事業所と同一

建物の利用者

5 0 人以上に

サービスを行う

場合

×８５／１００

＋５／１００

１月につき

＋６００単位

（ １）イ及びロを算

定する場合

（２） ハを算定する

場合

 １月につき

＋３１５単位

＋３００単位

＋ ８００単位

１月につき

訪 問看護

ステーション

の場合

＋６００単位

病院又 は

診療所 の場合

＋３２５単位

１月につき

訪問看 護

ステーション

の場合

＋５７４単位

病院又 は

診療所の場合

＋３１５単位

夜 間又は

早朝の場合

＋２５／１００

深夜の場合

＋５０／１００

１月につき

＋５７４単位

＋３００単位

※　業務継続計画未策定減算 については令和７年４月１日から適用する。

－１／１００ －１／１００

緩 和ケア、褥

瘡ケア又は人

工肛門ケア及

び人工膀胱ケ

アに係る専門

の研修を受け

た看護師が計

画的な管理を

行った場合

１月につき

＋２５０単位

（月１回を限

度）

特定行為研修

を修了した看

護師が計画的

な管理を行っ

た場合

１月につき

＋２５０単位

（月１回を限

度）

１回につき

ー ８単位

（１月につき　＋２５０単位）

ト　看護体制強化加算

　　（ イ及びロを算定する場合のみ算定）

チ　口腔連携強化加算
　（ １回につき　＋５０単位（ １月に１回 を限

度））

リ　サービス提供体制

　　強化加 算

介護　3
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２　介護予防訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

准看護 師の場合 高齢者 虐 待防止措

置未実 施 減算

業務継続計 画未策

定減算

夜間若しくは早朝 の

場合又は深 夜 の場

合

複数名訪 問加算

（Ⅰ）

複数名訪問 加 算

（Ⅱ ）

1 時間3 0 分以 上の

介護予防 訪問看護

を行う場 合

事業所と同一建物

の利用 者 又はこれ

以外の同 一建物の

利用者2 0人 以 上に

サービスを行う場合

特別地域介 護予防

訪問看護加 算

中山間地域等 にお

ける小規 模事業所

加算

中山間地域等 に居

住する者 へのサー

ビス提供 加算

緊急時 介護 予防訪

問看護 加算 （Ⅰ）

緊急時介護 予防訪

問看護加算（ Ⅱ）

特別 管理 加算 専門管理 加算 理学 療法士 ・作業

療法 士・言語聴覚

士の訪問 回数が看

護職 員の訪問回数

を 超えている場 合

又は特定 の加算を

算定 していない場合

利用を 開始した日

の属す る月から起

算して12 月 を超え

た期間 に介 護予防

訪問看護 を行っ た

場合

　：　「特別地域介 護予 防訪問看護加 算」、「中山間 地域等における小規模事業 所加算」、「中 山間地域等に居 住する者へのサービス 提供加算」 、「 緊急時介護予防 訪問 看護加算」、「特別管理 加算 」及び「 サービス提供体制強 化加算」は、支給 限度 額管理の対象外 の算 定項目

　　　「 事業所と同 一建物の利用者 又はこれ以 外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを 行う場合 」を適 用 する場合は、支給限度基 準額の算定 の際、当該減算 前の単位数を 算入

※　１月以内の２回目以降の緊急時訪問については、早朝・夜間、深夜の介護予防訪 問看護に係る加算を算定できるものとする。

※　業務継続計画未 策定減算については令和７年４月１日から適用する。

３　介護予防訪問リハビリテーション費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

高齢者 虐待防止措
置未実 施減算

業務継 続 計画未策
定減算

事業所と同一建物
の利用者 又はこれ

以外の同 一建物の

利用者2 0 人以 上に

サービスを 行う場合

特別地域介護 予防
訪問リハビリテーショ

ン加算

中山間地 域等にお
ける小規模事 業所

加算

中山間地域 等 に居
住する者 へのサー

ビス 提 供加算

短期集中 リハビリ
テーション実 施加算

口腔連携 強 化加算 事業所の医 師がリ
ハビリテーション計

画の作成に係る診

療を行わなかっ た

場合（基準に該当

する場合 に限る。）

利用を開始 した日
の属する 月から起

算して 12 月を超え

た期間に介護予防

訪問リハビリテーショ

ンを 行っ た場合（ 要

件を満た さない場

合）

　：　「特別地域介 護 予防訪問リハビリテーション加算 」、「 中山間地域等 における小規模事 業所加算 」、 「中山間 地 域等に居住す る者 へのサービス 提供加 算」及び 「サー ビス提供体制 強化加算」 は、支 給限 度額管理の対象 外の算定項目

　　　「 事業所と同 一建物の利用者 又はこれ以 外の同一建物の利用者20 人以上にサービスを 行う場合 」を適 用 する場合は、支給限度基 準額の算定 の際、当該減算 前 の単位数を 算入

※　業務継続計画未 策定減算については令和７年４月１日から適用する。

１回 につき

－３ ０単位

　１回 につき

＋５ ０単位

（１月に１ 回を限度）

－１／１ ００

事業 所と同一建物

の利 用者又はこれ

以 外の同一建 物の

利用者2 0 人以 上に

サービスを行 う場合
×９０／１００

事業 所と同一建物

の利用者の利用者

5 0 人以上 にサービ

ス を行う場合

×８５／１００

＋１０／１００

ロ　退 院時共同指導 加算

ト　 サービス 提供体 制

　　 強 化加算

（１回 につき　 ＋３単位）

１回につき

－５０単位

（退 院後１月以内 で
あって、入 院してい

た医療機関の医師

からの情報 提供が

あった利用 者の場

合は算定 しな い）

＋ ５／１０ ０
1 日につき

＋２００単位

（１回 につき　 ＋６０ ０単位）

ハ　サービス提供 体制

　　 強 化加算

（１）　サービス提供体制強化 加算（Ⅰ）

１月につき

（Ⅰ） の場合

＋５０ ０単位

又 は

（Ⅱ） の場合

＋２５ ０単位

緩和ケア、褥瘡ケア

又は人工肛門 ケア

及び人工膀胱 ケア

に係る専 門の研修

を受けた看護師が

計 画的な 管理を

行 っ た場合

１月につき
＋２５０単位

（ 月１回 を限度 ）

特定行為研 修を修
了した看 護師が計

画的な管理を 行っ

た場合

１月につき

＋２５０単位
（ 月１回 を限度 ）

１回につき
－５単位

（左 の減算を算定 し

ている場合は

－１５単位）

1 月につき
＋ ３１５単 位

１回につき

ー８ 単位

注 注

３０分未満の

場合

＋２５４単 位

３０分以上の

場合

＋４０２単 位

＋１５／１００

事業所と同一建物

の利用者又はこれ

以外の同一 建 物の

利用者2 0人以 上 に

サービスを行う場合

×９０ ／１０ ０

事業所と同一建物

の利用者の利用者

50 人以上にサー ビ
スを行う場合

×８５ ／１０ ０

夜間 又 は早朝の

場合
＋２５ ／１００

深 夜の場合

＋５０ ／１００

３０分 未満の

場合

＋ ２０１ 単位

３０分 以上の

場合

＋ ３１７ 単位

1 月につき
 ＋５ ７４単位

－１／１ ００

（２）　３０ 分未満

（１）　サービス提供体制強化 加算（Ⅰ）

（１回につき　 ＋６単位）

ハ　初 回加算

（１）初回加 算（Ⅰ）

（１月 につき　 ＋３５ ０単位）

（１回 につき　 ＋６０ ０単位）

ホ　看 護体制 強化加算 （１月 につき　 ＋１０ ０単位）

ヘ　口 腔連携 強化加算 （１回につき　＋５０単位（１月 に１回を 限度））

介護老人 保 健施設の場合
イ　介護 予防訪問

　　リハビリテー ション費

介護医療 院 の場合

病院又は診療所の場合

１回 につき　２９ ８単位

（１回につき　 ＋６単位）

（２）　サービス提供体制強化 加算（Ⅱ）

（１回につき　 ＋３単位）

（ ３０ ３単位）

（４）　１時間 以上１時間３ ０分未 満

（ １,０９ ０単位）

（５）　理学療法士 、作業療法士 又は言語 聴覚士 の場合

×９０／１００

（２）　３０ 分未満

（ ４５ １単位）

（３）　３０ 分以上１時間 未満

（ ７９ ４単位）

1 月につき
 ＋ ６００単位

1 月につき
＋３２ ５単位

＋５／ １００－ １／ １００ ＋１０／ １００

基本 部分

イ　指定 介護予防訪問

　　看 護ステー ション

　　の場合

（１）　２０ 分未満

   　　週に1 回以上、2 0 分以 上の保健師 又は看護師 による

　　　 訪問を行 った場合算定 可能

×９０／１００

＋３００単位

＋３００単位

（ ２８ ４単位）
　    　※ 　１日 に２回を 超えて実 施す る場合は５ ０/ １００

（ ２５ ６単位）

（２）　サービス提供体制強化 加算（Ⅱ）

（ ３８ ２単位）

（３）　３０ 分以上１時 間未満

（ ５５ ３単位）

（ ８１ ４単位）

ロ　病 院又は診療 所
　　の場合

（１）　２０ 分未満

   　　週に1 回以上、2 0 分以 上の保健師 又は看護師 による

　　　 訪問を行 った場合算定 可能

（４）　１時間 以上１時間３ ０分未 満

基本 部分

－１／１００ ＋１５ ／１００

（２）初回 加算（Ⅱ）

（１月 につき　 ＋３０ ０単位）

ニ　退 院時共 同指導加算

予防　2
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告 示 等 一 覧  
 

 

１ 介護保険の第２号被保険者の特定疾病（介護保険法施行令第２条） 

 ○ 介護保険の第２号被保険者が要介護・要支援認定を受ける疾病 
(1) がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判

断したものに限る。） 

(2) 関節リウマチ 

(3) 筋萎縮性側索硬化症 

(4) 後縦靭帯骨化症 

(5) 骨折を伴う骨粗鬆症 

(6) 初老期における認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変

化により日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態） 

(7) 進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

(8) 脊髄小脳変性症 

(9) 脊柱管狭窄症 

(10) 早老症 

(11) 多系統萎縮症 

(12) 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症 

(13) 脳血管疾患  

(14) 閉塞性動脈硬化症 

(15) 慢性閉塞性肺疾患 

(16) 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 

 

 

 

２ 厚生労働大臣が定める疾病等（訪問看護費） 

○ 要介護者・要支援者であっても、医療保険で訪問看護が行われる疾患等 

（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ４（予防７６）） 
・ 末期の悪性腫瘍（平成１２年厚生省告示第１９号で規定） 

・ 多発性硬化症 

・ 重症筋無力症 

・ スモン 

・ 筋萎縮性側索硬化症 

・ 脊髄小脳変性症 

・ ハンチントン病 

・ 進行性筋ジストロフィー症 

・ パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病 

（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度の

ものに限る。）） 

・ 多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群） 

・ プリオン病 
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・ 亜急性硬化性全脳炎 

・ ライソゾーム病 

・ 副腎白質ジストロフィー 

・ 脊髄性筋萎縮症 

・ 球脊髄性筋萎縮症 

・ 慢性炎症性脱随性多発神経炎 

・ 後天性免疫不全症候群 

・ 頚髄損傷 

・ 人工呼吸器を使用している状態 

 

 

 

３ 厚生労働大臣が定める状態（訪問看護費） 

○ 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者 

（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ６（予防７７）） 
  イ 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以 

下「医科診療報酬点数表」という。）に掲げる在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切 

開患者指導管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している 

状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療

法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿

指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患

者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

二 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

 

 

 

４ 厚生労働大臣が定める区分（訪問看護費） 

○ 特別管理加算の区分（平成２７年厚生労働省告示第９４号 ７（予防７８）） 
・ 特別管理加算（Ⅰ）は、上記イに規定する状態にある者に対して指定訪問看護を行う場合 

・ 特別管理加算（Ⅱ）は、上記ロ～ホに規定する状態にある者に対して指定訪問看護を行う場合 

 

 

 

５ 厚生労働大臣が定める地域（訪問看護費） 

○ 特別地域訪問看護加算（平成２４年厚生労働省告示第１２０号） 
１ 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実

施地域 

２ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する奄美群島 

３ 山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項の規定により指定された振興山村 
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４ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第４条第１項に規定する小笠原諸

島 

５ 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する離島 

６ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和３７年法律第７３号）第２条第１項の規定により指定された豪

雪地帯及び同条第２項の規定により指定された特別豪雪地帯、辺地に係る公共的施設の総合整備

のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する

辺地、過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第１項に規定する過疎地

域その他の地域のうち、人口密度が希薄であること、交通が不便であること等の理由により、介

護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項に規定する指定居宅サービス及び同法第 

４２条第１項第２号に規定する基準該当居宅サービス並びに同法第４６条第１項に規定する指定

居宅介護支援及び同法第４７条第１項第１号に規定する基準該当居宅介護支援並びに同法第５３

条第１項に規定する指定介護予防サービス及び同法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介

護予防サービスの確保が著しく困難であると認められる地域であって、厚生労働大臣が別に定め

るもの 
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